


非正規労働者の増加や、「派遣村」などの報道などを踏まえて、我が国においては、ようやく、貧困対

策の必要性が認識されてきた。これは、「現代日本には貧困問題が存在しない」という認識が根強かった

数年前に比べれば、格段の進歩であるが、しかし、貧困問題と長年向きあってきたほかの先進諸国に比

べると、日本の貧困政策は大きく遅れているといわざるを得ない。政権交代をした後にも、貧困に対す

る対策は右往左往の状態であり、貧困という問題のアプローチの仕方でさえも明確な方向性は出されて

いない。

貧困という社会問題を捉えるには、いくつかの視座があると思われる。まず、第一の視座が、貧困の

事後的対策が、貧困の予防対策かという点である。換言すれば、おこってしまった貧困に対する政策か、

貧困がおこらないようにする政策かという違いである。これは、川下（downstream）対策、川上（upstream）

対策と呼ばれることもある。川下対策の代表的な国がアメリカであろう。川下対策の特徴として、受給

資格に厳格な条件を設け、受給者と一般市民との間に亀裂を生じさせることが挙げられる。川上対策は、

普遍的な制度で行われることが多く、結果として大きな財政支出を伴う。

貧困の第二の視座は、個人を対象とするか、社会を対象とするか、という点である。個人を貧困対策

の対象とすることは、すなわち、貧困を「個人の問題」と捉えることであり、個人への現金・現物給付、

職業訓練などが含まれる。一方で、社会を対象とする貧困対策は、貧困の根本的な原因は社会の仕組み

であると捉える。個人が貧困に陥るのは、個人の能力不足や疾病・障害などの「不幸な状況」があるた

めではなく、社会の仕組みや地域の環境が整っていないからであると考えるのである。そう捉えなおす

ことにより、施策の対象は、「個人」ではなく、「地域」や「国」となる。フランスから発祥した社会的

包摂の概念は、後者の発展した形といえるであろう。また、イギリスの「コミュニティのためのニュー

ディール」のアプローチも、後者に属するものと言える。

その点で、同じくコミュニティに貧困対策を委ねるイタリアとイギリスの対比は興味深い。イタリア

では、社会的包摂政策の目玉であるRMI（参加最低所得）の導入が難航し、貧困対策も「絶対的貧困者」

に限定するという政策をとっているからである（本特集、田中論文を参照のこと）。

貧困の第三の視座は、貧困を、固定化したものとして捉えるか、流動的なものとして捉えるかという

点である。もし貧困が流動的なものなのであれば、貧困対策は一時的な支援で済むはずである。仮に、

一人の個人が貧困であっても、それが次の世代にまで受け継がれないものであれば、その対策は所得保

障という域に収まるものであろう。しかしながら、固定化した貧困、すなわち、貧困に陥った個人は生

涯にわたって貧困であり、また、それが次の世代に受け継がれていく、という状況は、貧困がある一定

の層に集中して発生することを表す。これは、社会の階層化のほかならない。

日本は階層化しているのであろうか。この問いに対する答えはそう簡単ではない。階層研究は長年の

歴史をもつ分野であり、社会学を始め、社会教育学、経済学などにおいて多くの研究者がこのテーマを
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追跡してきた。階層化を生じさせるメカニズムは何か、教育や雇用などが如何に階層化と作用するか。

これらは固定的貧困の解消を目指す政策の立案に欠かせない知見である。本特集の盛山論文では、その

膨大な知見の蓄積を概観することを試みる。

残念ながら、日本においては、このように系統的に分析することが可能であるほど、貧困対策は進ん

でいない。これからの日本は貧困をどう捉えるか。本特集から得られる知見に期待したい。

（阿部 彩 国立社会保障・人口問題研究所社会保障応用分析研究部長）
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1． 目的

何を貧困とし、貧困をどのような問題とみなす

のかは、当該社会が講じた政策それ自体によって

構築される側面がある。貧困に関わる政策（以下、

貧困対策）は、「政治状況に規定された政策意図」

を反映し、問題とする生活資源の不足の程度、社

会集団の属性や諸々の利用資格、規制や給付のあ

り方によって特徴づけられる。また、この政策は、

社会の貧困認識に強く影響する（岩田 2010：20-

2）。

このような貧困対策はその時代その社会のなか

で形成される。しかし、かつての救貧法体制から

現在に至るまで、政策にかかる手法や科学的根拠、

発想等は国境を跨いで伝播してきた。この展開は

「政策移転policytransfer」とも呼ばれている

（Dolowitz1998）。近年の経済先進諸国では「ワー

クフェア」といった就労重視の発想を中心に、貧

困対策のあり方を模索している。そして、この主

要な発信源となっている国がアメリカである。

周知のように、「市場主義」の旗を掲げるアメ

リカでは、貧困問題が宿痾となっている。経済協

力開発機構（OECD）による相対的貧困率の国際

比較ではトップを走り1）、国内で連邦政府が測定

している貧困率も改善の兆しが見えない（OECD＝

2010：139；USCB2011：14-22）。しかし、アメ

リカにおいても貧困は容認できる現象ではない

（GAO2007）。「及び腰」「福祉切り捨て」などと
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■要約

本稿の目的は、アメリカにおける公的扶助の条件を分析し、条件の特徴及び条件を適用する貧困者への影響を考

察することである。

多くの事業から成るアメリカの公的扶助体系は、法規や運用主体が異なるために断片化し、水準や支給方法にか

かる条件も事業間では非整合的となる側面がある。

就労自活が求められる有子家庭への主要な現金給付の条件を詳しく分析すると、単給では、それぞれの水準は生

活資源の不足分を補足するものでなく、また支給方法の特徴は事業ごとに異なる。併給では、労働時間が長い場合、

最低賃金と主要な給付の水準の合算で貧困を脱することが見込まれる。他方で、併給によって寛厳の異なる支給方

法が組み合わさると、いくつかの条件は厳格化し、私生活原理としての自由・自律の側面への制約を強める。

併給による条件の厳格化は計画された結果ではなく、明確な政策意図に基づいていない。政策的な討議を欠いた

ままに生じている自由・自律の制約は正統化できない。

■キーワード

公的扶助、条件、断片化、単給、併給



評されるも、アメリカ社会で容認される貧困対策

の形成と実施に向けて格闘してきたことは事実で

ある。

アメリカ型福祉国家は「自由主義のヘゲモニー

が貫徹した純粋なケース」に該当する（Esping-

Andersen=2001：60）。この特徴のひとつとして、

商品化の論理を最も重視することで、かつての救

貧法体制における劣等処遇原則を修正した公的扶

助の仕組みを形成し、商品化された行動様式を求

めることが挙げられている（同：48）。

この説明にある公的扶助とは、防貧でなく貧困

に陥った後の貧困対策である。公的扶助の給付の

支給にあたっては貧困証明を不可欠の要件とし、

給付の自己負担はなく税収によって賄われ、給付

の量は基礎的必要を満たしていくように工夫され

る。

アメリカの公的扶助は、貧困証明が厳格となり、

自助の精神を尊ぶがゆえに就労意欲を維持する仕

組みが徹底され、給付の水準は他国と比較しても

連邦政府が定める貧困線と比較しても低いことが

指摘されている（Goughetal.1997：36）。

本稿では、かかる公的扶助の動向を分析するこ

とで、貧困の構築に強く影響する政策の在り方を

考察し、「アメリカにおける貧困への視座」を提

示する。

2． 限定

貧困解決に関連する社会政策は広範囲にわたる

が、本稿では公的扶助に限定した。広義の公的扶

助は、何らかの所得制限があり税収を主な財源と

している給付事業を指す。アメリカの公的扶助の

範囲はその定義によって著しく異なるが、本稿で

は広義での範囲を想定しつつ、詳細な検討にあたっ

ては特定の事業を選定した。選定では、労働市場

や賃金との関連が争点となる、就労自活が求めら

れる成人のいる有子家庭およびその家庭を対象と

する現金給付事業に注目した。そして、支出規模

が特に大きい事業として、困窮家庭一時扶助

（TemporaryAssistanceforNeedyFamily；以下、

TANF）、勤労所得税額控除（EarnedIncome

TaxCredit；以下、EITC）、栄養補給支援事業

（SupplementalNutritionAssistanceProgram；以

下SNAP；旧称フード・スタンプ事業）の3つを

選んだ（CRS2006）。最後のSNAPは食費分に相

当するバウチャーを支給しているが、現金給付と

同様に扱われることも珍しくないため、ここでは

現金給付として扱った。なお、有子家庭における

子どもの貧困についての分析は対象外とした。

時期は、歴史的な経緯を踏まえつつ、紙幅の都

合上、現行制度の枠組みができた1996年福祉改

革以降とした。事業の制度については、主に公的

機関が作成した報告書（ex.USHRCWM 2008）

を適宜参照した。

本稿では、アメリカにおける貧困対策の特質を

解明するために、公的扶助の条件に着目した。一

般的に、条件（conditionality）とは「利用資格の

基準」（Fitzpatrick2010：208）を指す。公的扶助

でいえば社会的属性や貧困証明の対象など開始段

階の要件が該当し、これは政策が対象とする貧困

の範囲を意味する。しかし、政策が特徴づける貧

困を理解するためには、対象範囲だけでなく、範

囲の中身にも注目する必要がある。また、貧困に

ある人々の立場からみれば、開始段階での要件に

とどまらず、給付の利用に伴って引き受けなけれ

ばならない種々の規則についても利用するか否か

を判断する材料となる。この点を重視し、本稿で

は、利用資格の基準だけでなく、利用に伴う給付

の水準や支給方法も構成要素に含めて条件を広義

に解釈する。なお、給付の水準とは給付の貨幣量

や利用期間などを含む。また支給方法とは給付の

形態（現金や現物等）、能力活用、第三者による
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私生活への介入（以下、人的介入）などを含む。

このような条件は政策が依拠する原則に基づい

て設定される。労働によらず生活資源となる所得＝

給付を支給する事後的救貧策では、労働による賃

金を獲得して生活を営むことを前提する資本主義

的経済秩序との関係が常に問われてきた。前節で

引用したエスピン・アンデルセンが持ち出した劣

等処遇原則とは、公的救済を受ける者の境遇は公

的救済を受けない独立労働者の境遇よりも好まし

くならないように、事後的救貧策のあり方が決ま

ることを意味する（野田 2008）。換言すれば、

近代の私生活原理ともなった自助原則に沿って、

貧困対策は貧困者の自助を促すだけでなく、貧困

ではない者の自助を阻害しないようにも設計され

なければならない。この考え方は現在でも暗黙の

了解となっており、公的扶助の条件の設計もこれ

に反しないことが要請される。

他方で、このような原則に基づく公的扶助の条

件は、「家族の生活が彼ら自身の自由の下で自立

（自律）的に営まれる」（岩田 1995：5括弧内は

筆者付記）という近代のもうひとつの私生活原理

の側面（以下、自由・自律の側面）に抵触するお

それがある。この指摘は、貧困概念に関する近年

の議論を踏まえると、とりわけ重要になる。

イギリスの貧困研究者リスターは、貧困を構成

する内部要素として物質的側面と非物質的側面が

あることを指摘している。前者の物質的要素は、

生活資源の不足を指し、「許容できない辛苦」と

して貧困概念のコアになる。後者の非物質的要素

は、「許容できない辛苦」を負う人々によって経

験される「意見表明の欠如」「軽蔑、侮辱、尊厳

と自尊心の侵害」「恥とスティグマ」「権限の欠如」

「権利の否認と市民権の限定」であり、これを

「貧困の関係／象徴的側面」と呼ぶ。この2つの

要素は車輪のハブとリムの関係にたとえられ、両

者は社会的・文化的関係によって形成されるが、

前者の物質的要素は（それ自体が社会的・文化的

なものである）非物質的要素によって解釈される

と説く（Lister2004：7-8）。

そして、このように貧困概念をとらえることで、

旧来の再分配政策は貧困の物質的側面のみに着目

しているきらいがあることが批判され、同時に、

物質的側面の改善を企図する再分配政策それ自体

が貧困の非物質的側面を助長することにも触れて

いる。公的扶助については、資力調査における私

的領域への侵入およびそれに伴う恥辱感の付与な

ど挙げられている（Lister2004：103：164-5）。

政策対象としての貧困はしばしば貨幣的指標で

測定されて物質的側面のみが扱われるため、貨幣

水準の量的な上昇が主な政策目標となる。しかし、

リスターが指摘した貧困の非物質的側面は、給付

量の多寡だけでなく、支給方法にかかる条件が影

響している。このことは、貧困の一つの側面（物

質的側面）を改善する政策の条件が貧困の異なる

側面（非物質的側面）を助長することを意味して

いる。かくして公的扶助の条件は、利用者の自由・

自律を制約し、市民としての地位（市民権）に負

の影響を与え得るといえる。

しかし、公的扶助の条件によって自由・自律の

側面が制約されることは、資本主義社会である限

り、自助原則との抵触を避けるためにはやむを得

ないとも考えられる。それでは、このように公的

扶助が抱える葛藤に関して、どのような条件が設

定され、いかなる制約を課しているのか、また、

それが正統化できるのかが問われる。

アメリカの公的扶助は、関連する事業全体の体

系に関する特徴から理解する必要がある。先行研

究では、アメリカの公的扶助は特定の社会集団を

対象とする範疇制で設計されているが、モザイク

的で統一性に欠ける複雑な制度の仕組みとなり、

かつ州間較差の大きいことが指摘されている

海外社会保障研究 Winter2011 No.177
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（UFJ総合研究所 2003：24-5：41-2）。

このような特徴は断片化（fragmentation）の問

題として詳しく議論されている。断片化とは、公

的扶助を構成する複数の事業が、別々の法規によっ

て規定され、各事業の規則や管轄する機関・窓口

が異なるだけでなく、類似の事業が重複しており、

事業同士の有機的で整合的な関係が成立していな

いことを指している2）。

以下では、この断片化の議論から公的扶助体系

の特徴を検討し、各事業の条件が生成する背景の

理解につなげる。

1． 断片化の側面

アメリカにおける公的扶助の断片化は、種々の

事業が成立した1960年代を契機としており、当

時から連邦政府も改善すべき問題として認識して

いた。その後、断片化の問題は政権が変わるたび

に取り上げられ、公的扶助が行政上のカオスとな

り、事業個々ではなく体系（system）としてみる

と目的や内容が重複する事業も存在することなど

が指摘された。これを改善する策も試みられてき

たが状況は大きく変わっていない（GAO2001）。

このような断片化には大きく3つの側面がある。

第一は、事業の規定の相違になる。経済的要件に

かかる所得の測定方法をみると、広義の公的扶助

（所得調査のある事業）には5種類以上の方法が

用いられている。また、所得調査の対象となる

「世帯」や「家庭」の範囲について統一的な定義

はない。さらに、資産については、審査対象とな

る範囲や水準が一様でない。しかも、このような

規定は事業ごとに変更が繰り返される。

第二は、行政の縦割りと手続きの煩雑さになる。

事業の管轄や機関の立地場所が異なるため、複数

の事業を併給するためには何か所にも出向く必要

がある。また、特別な改善策が講じられていなけ

れば、機関ごとに類似の申請をして審査を受けな

ければならない。

第三は、事業の重複と不足である。事業の重複

は「オーバーラップ」等と言われ、1990年代前

半には特に雇用訓練や食糧を支給する事業の重複

が問題視されていた。これらの事業は複数の省庁

が管轄し、それぞれに運営に要する人材や資源が

必要となる。なおこれとは対照的に、特定の人々

に対する必要な給付の欠如も指摘されている。

このような断片化の問題は、複数の事業の利用

資格があったとしても実際の併給には支障がある

ことを示している。また、事業の数が多くなるほ

ど、その支障もまた大きくなるおそれがある。

2． 断片化の原因

いくつかの先行研究では、断片化が発生する原

因は、事業を運用している州レベルにあるのでは

なく、連邦の立法府や行政府のなかにあることが

指摘されている（IEL1995；GAO2001）。

多くの事業では、実施を州政府等に委ねている

ものの、法規の大枠は連邦レベルで成立する。立

法にあたって連邦議会では上院と下院に設置され

た委員会制度が中心的な役割を担い、法案の審議

は委員会の下部組織にあたる複数の小委員会にお

いて進められる。この小委員会には、それぞれの

権限や専門領域があり、法案は各委員会の管轄を

超えて充分に調整されないままに成立してしまう

きらいがある。このため、事業の成立に関わる関

係者は、事業の断片化を望んでいないにもかかわ

らず「予期せぬ害悪」として断片化が生じている

（IEL1995：12；GAO2001：10）。断片化の改善

が容易でないことは、その第一義的な原因が政策

一般の形成にかかる社会制度の仕組みにあったた

めである。

かくして、事業個々の条件は委員会等での政策

的な討議を通じて設計されているとしても、公的

扶助体系の断片化が「予期せぬ害悪」であること

は、複数の事業の条件の整合的な関係については

充分な政策的討議がなされずに明確な政策意図も
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合意も形成されていないと考えることができる。

公的扶助体系の特徴を踏まえたうえで、本節で

は主な現金給付事業を別々に取りあげ、ひとつの

給付を支給する単給での条件について考察を加え

たい。

1． TANF

TANFの起源となる母親扶助や児童扶助は現金

給付を支給する事業であった。1960年代におけ

る貧困との闘いでは現金給付の対象範囲を広げる

と同時に、就労支援を重視するようになった。

1996年福祉改革で誕生したTANFは、もともとの

現金給付と、その後付加された就労支援等の関連

事業を統合したものになる。連邦では保健福祉省

が管轄する。

TANFの給付水準をみると、ほとんどの州では

物価の上昇に応じて水準を自動的に調整していな

い。全州における給付月額（3人家庭）の貧困閾3）

に占める割合の中央値をみると、TANFが実施さ

れた1996年には34.9％であったが、10年後の2006

年には28.6％になり、実質的価値は低下している

（USHRCWM 2008：49-50）。2008年（3人家庭）

の最高額は、アラスカ州を除くすべての州で貧困

閾50％を下回り、そのうちカリフォルニア州が

723㌦（貧困閾49.3％）と最も高く、ミシシッピ

州が170㌦（貧困閾11.6％）と最も低い（Falk

2009：17-8）。給付の有期制は、制限期間と免除・

延長にかかる複数の規定によって州ごとに特徴が

出ているが、2007年では36州が連邦政府による

補助金規定の上限となる5年間を「生涯の期間制

限lifetimelimit」としていた（Roweetal.2008：

123-5：142-57）。

給付の形態についていえば、扶養する子どもが

いる家庭に限って現金給付を支給し、その利用期

間を制限している。他方で、現物給付は対象者範

囲も利用期間の制限も比較的に緩い。このように

現金給付それ自体を現物に直接置き換えることは

ないが、TANFのなかで給付形態に応じて差を設

けている。なお、現物給付の支出の伸びは現金給

付のそれよりも高くなっているとの指摘がある

（根岸 2006：154-5）。

能力活用をみると、2007年時点で申請時に求職

活動義務を課す州は約半数となっている（Rowe

etal.2008：36-8）。利用後の能力活用について

は、連邦政府の補助金交付にかかる規則（2年間

以内の就労義務等）が現金給付部分に対して適用

される。これらの規則では就労が重視されている

ものの、実際の州の規則では、活動範囲や活動時

間、期間等について一定程度の枠内でさまざまに

設定され、何らかの減免措置も盛り込まれている

（HHS2006：98-9）。すべての利用者に対して賃

労働が即座に要求されるわけではない。

2． EITC

財務省が管轄するEITCは所得税制を活用する

給付つき税額控除であり、就労に応じて給付額が

決まる。貧困家庭の社会保障税の負担軽減策とし

て1970年代に導入されたが、その後は「福祉の

役割」（Scott2006：21）を担うようになり、対

象範囲の拡大や給付額の増加がみられる。連邦支

出も高くなっており、近年ではアメリカの貧困対

策を代表する事業のひとつになった（阿部 2002：

80）。

EITCの水準は、家庭構成と賃金に応じて決め

られている。2008年時点での家庭構成は、子ど

もの数（0人・1人・2人以上）と扶養者の数（1

人・2人）によって異なり、無子家庭は最も低く、

子ども2人以上の家庭（かつ扶養者の数が2人）

であれば最も高くなる。また、賃金に応じる仕組

みはパラメーターと呼ばれており、①控除率（賃

金が比較的低い段階での控除の増加率）、②最高
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勤労所得（最も高い控除率が適用される賃金）、

③最高控除率（最高勤労所得に適用される控除率）、

④減少率（勤労所得が一定程度以上の段階におけ

る控除の減少率）、⑤終了勤労所得（税額控除が

不適用となる賃金水準）、によって構成され、各

数値を家庭構成に応じて変えている。ちなみに、

最高控除額（2008年；就労者1人の年額）は、無

子家庭で438㌦、児童1人家庭で2,917㌦、児童2人

（以上）家庭で4,824㌦となっている（Scott2009：

25-7）。控除額のみでは連邦が設定する貧困閾に

達しない。なお、誰に対しても利用期間の制限は

なく無期制となっているが、不正受給に対する罰

則として資格を一定期間剥奪する規定はある。

給付の形態は、所得税制を活用していることも

あり、現金である。現物やバウチャーに変わるこ

とはない。また、EITCは、税の還付になるため1

年に1回の一括給付を原則としているが、70年代

後半からは一部の前払いが認められて月単位で支

給を受けることができるようになっている。

能力活用をみると、控除が適用される賃金を得

るために就労が前提されており、いわゆるワーク・

ファーストとなる。求職活動や教育訓練、ボラン

ティアなどの社会参加は考慮されない。州権を重

んじるアメリカではあるが、EITCのワーク・ファー

ストは連邦政府の政策として全米一律に適用され

る。

人的介入としては、公的扶助のなかに伝統的に

組み込まれてきた、貧困証明や利用中の自立指導

に関する第三者の介入がない。EITCは税制一般

の仕組みを活用するために貧困証明の手続きは税

の審査のなかで進められ、利用中の就労支援は家

庭構成と賃金に応じたパラメーターが代替してい

る。人的介入に期待されていた自立指導等の役割

は別の条件の仕組みに吸収されているともいえる。

3． SNAP

SNAPの端緒は、20世紀前半の世界恐慌を契機

に増加した余剰農作物を、市場のなかで処理しよ

うと試みた連邦政府の方策にある。数十年間の中

断期間を経て60年代に復活した。管轄は国内農

業の推進を使命とする農務省になる。

SNAPの特徴としては、高齢者やひとり親家庭

だけでなく、「被扶養者のいない労働可能な成人」

も含む広い範囲を対象としていることがまずは挙

げられる。

SNAPの水準設定は、純所得の3割を食費に当

てるという推定と、最小限必要な栄養を最も少な

い費用で調達する「節約食糧計画」に依拠してい

る。家庭構成員の数に応じて増減するが、この数

に上限はなく増え続ける。2008年時点の最大給

付額は、1人で162㌦、2人で298㌦、3人で426㌦

であった（USHRCWM 2008第15節：14）。この

水準は3人以上であればおおむね貧困閾3割程度

になるが、1人では2割程度にとどまる。

給付の利用期間は対象者に応じて異なり、就労

自活が求められる人々には有期制が導入されてい

る。TANFのように一生涯にわたる制限ではない

が、規則違反に対する罰則によって恒久的に資格

を剥奪することも認められている。

給付の形態はバウチャー方式となる。このバウ

チャーは、公的に認可を受けた小売業者の店で、

農務省が定めた「適格な食糧eligiblefood」に限っ

て使用できる。「適格な食糧」には、パンや穀物、

野菜、果物など利用者すべてが購入できるものと、

調理済みの食事や宅配による食事など一部の利用

者のみが購入できるものがある。なお、アルコー

ル飲料や煙草等は認められない。もちろん、

SNAPでの購入が禁止されている物品はSNAP以

外の所得で購入できる。しかし、ある種の合理的

な考え方に基づけば、全体の所得が低ければ低い

程、その食事はSNAPに頼らざるを得なくなり、

決められた範囲に限られることになる。

能力活用は、16歳以上60歳未満で6歳未満の被

扶養者がいない健常者に対して求められる。この
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就労活動の中身は求職活動や就労訓練を含む幅広

いものであり、TANFやEITCに比べると緩い。な

お、SNAP独自の雇用訓練事業が1985年から実施

されており、個別相談や就職活動支援、就労経験

の支援などを行っている（GAO2003）。

4． 単給での条件

各事業の特徴を踏まえ、単給としての条件に関

する考察を以下の2点にまとめておく。

第一に、事業間における条件の構成要素の同異

である。まず、どの事業でも個々の給付額の水準

では連邦政府が設定する「貧困」から脱出できな

いことは共通していた。利用期間の制限について

はEITCが無期制となっており、就労自活が求め

られる人々へのTANFとSNAPでは有期制となっ

ていたが、TANFのみに一生涯にわたる有期制を

導入できる仕組みがあった。給付の形態について

は、TANFとEITCが現金で使途が制限されないが、

SNAPはバウチャー方式のために一定程度の制約

がある。ただし、現金ないしバウチャーそれ自体

を現物に変えることはない。能力活用については、

事業の規定をみれば、SNAPが比較的に寛容的で、

次にTANFがきて、就労を前提するEITCが最も厳

格的となる。人的介入については、議論の余地は

あるものの、EITCが最も寛容的であり、SNAPや

TANFとは一線を画していることは差し当たり指

摘できる。このように、支給方法における寛厳は

事業ごとで異なっている。しかし、ひとつの事業

の条件がすべて厳格的となっているわけではない。

第二に、特定の事業における条件の構成要素の

組み合わせについてである。例えば、EITCは、

他事業とは異なり利用期間が無期となっている点

では寛容的であるが、就労が前提となっており能

力活用の面では最も厳格的となっている。同じく

EITCでは税制を活用するために貧困証明にかか

る審査や自立指導にかかる人的介入がない点で寛

容的となるが、この人的介入の役割は厳格的な能

力活用や控除額を決めるパラメーターの規定のな

かに組み込まれている。このように、条件を構成

する要素のひとつが寛容的であっても、別の要素

を厳格的にすることで労働意欲を維持する仕組み

のバランスを保っているものと理解できる。なお、

先行研究では、あらゆる事業のなかで労働意欲を

維持する仕組みのあることが指摘されていたが、

この仕組みを構成する条件の設定（特に支給方法

の組み合わせ）は事業ごとに異なっている。

第２節でみたように、併給できる給付の数を増

やすほど断片化の問題は大きくなるが、代表的な

一部の事業同士では利用資格の自動的な付与を認

めることもあり、併給の開始段階での困難は比較

的に和らぐ。例えば、TANF利用者（成人のいる

家庭）のなかで約90％がSNAP（旧フード・スタ

ンプ）を併給している（USHRCWM 2008：51）。

本節では、この併給によって変化する条件の特

徴について考察する。

1． 水準の積み立て

まずは、併給による水準の変化を確認しておき

たい。ここで参照する連邦議会調査局報告書

（Walteretal.2005：18-24）では、子ども2人の

ひとり親家庭をモデルとし、週20時間労働と週

40時間労働にわけ、最低賃金とEITC、TANF、

SNAP（当時はフード・スタンプ）ごとの年額と

合算した総額（2004年1月時点）、それぞれが連

邦政府の定める貧困閾（2004年）に占める割合

について州別にまとめている4）。

第一は、労働時間が週20時間の場合で、4種の

所得の合計が貧困閾を上回っている州は、コネティ

カット州（120％）やカリフォルニア州（108％）

をはじめとする7州である。比較的に高水準とな

る理由として、最低賃金に州独自の上乗せがある
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こと、賃金の上昇に比例するEITCの控除額が比

較的に高いこと、TANFの支給額も貧困閾100％

未満の州に比べておおむね高いことが挙げられる。

他方で、貧困閾100％以上の州におけるSNAPの

支給額は100％未満の州に比べておおむね低い。

貧困閾100％未満となる州は43州となるが、な

かでもアラバマ州等の6州は最も低い貧困閾68％

の水準にとどまる。これら6州の共通点としては、

最低賃金やEITCに州の上乗せが無いこと、TANF

の支給も無いことが挙げられる。

第二は、労働時間が週40時間の場合である。

すべての州で4種の所得の合計が貧困閾105％以

上となり、全般的に最低賃金の占める割合が高い。

総額が高い州は、最低賃金の上乗せがある12

州で、4種の総額はいずれも貧困閾115％以上に

達する。

この12州のうち9州は最低賃金のみで貧困閾75

％以上となり、州の上乗せがない場合（38州）

は貧困閾63％となる。いずれにしても最低賃金

によるフルタイム労働のみではモデル家庭の貧困

閾を越える賃金は得られないことがわかる。賃金

に応じるEITCは週40時間の連邦最低賃金で最高

勤労所得（最高控除額）に達するため、ほとんど

の州では最低賃金の上乗せがあっても控除額は同

じである。このEITCの控除額は貧困閾27％分と

なり、TANFやSNAPよりもおおむね高い。これ

ら最低賃金とEITCの組み合わせでみれば、総じ

て貧困閾90％以上となる。最低賃金のみで貧困

閾75％以上となる9州ではEITCとの合計で貧困閾

100％を超える。ちなみに、高水準のコネティカッ

ト州（162％）とカリフォルニア州（132％）で

は、最低賃金だけでなくTANFの支給額が高い。

他方で、総額が最も低い州は、貧困閾105％水

準で25州に及ぶ。これらの州の共通点として、

最低賃金の上乗せが無いこと、TANFの給付が無

いこと、最低賃金とEITCで貧困閾90％に達する

がSNAPの給付（貧困閾15％分）によって貧困閾

を超えることが挙げられる。

この週40時間労働での併給から公的扶助の役

割をみると、最低賃金に州の上乗せがない場合で

は「貧困」から脱するためにSNAPが不可欠とな

る。他方で、「貧困」を脱するためにTANFはほ

とんど寄与していないが、水準の高い一部の州で

はTANFの給付額も高くなっており、この場合の

TANFは「貧困」脱却ではなく貧困閾を上回った

「貧困」脱却後の水準を押し上げる役割を担って

いる。このように、同じ事業であっても水準を上

げることの政策的役割は州によって異なることが

ある。

2． 支給方法の組み合わせ

次に、支給方法に関する要素ごとの組み合わせ

についてである。支給方法の各要素の内容が同じ

であれば、それぞれが併給によって組み合わさっ

ても、利用者に与える影響はほとんど変わらない。

例えば、3つの事業に同じ程度の能力活用が要件

となる場合には、利用者は同じ行為をすることで

3事業の要件を満たすことができる。他方で、2

つの事業では求職活動や訓練事業程度でも認めら

れる寛容的な能力活用が要件となり、もう1つの

事業に何らかの就労を必要条件とする厳格的な能

力活用が要件となる場合があるとしよう。この3

事業の併給では寛厳が異なる能力活用の組み合わ

せとなるが、併給によって要件の寛厳の程度が平

均的になるのではなく、厳格的な能力活用の要件

を満たすことで寛容的な能力活用の要件も満たす

ことになる。

このことは、本稿で取り上げたTANFとEITC、

SNAPの併給についても当てはまる。例えば、

EITCは就労を前提とする厳格的な能力活用を要

件とするが、このEITCの能力活用を満たせば

TANFやSNAPの能力活用を満たすことにつなが

る5）。他方で、EITCには貧困証明にかかる審査等

に関わる人的介入はないが、TANFやSNAPの併
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給によりその人的介入が付加される側面もある。

このように、支給方法のなかには、併給する複数

の事業で（同じ要件に）寛厳の差がある場合、厳

格的な方に引っ張られる特徴をもつものがある。

3． 水準と支給方法の関連

これまで水準と支給方法を別々に考察したが、

両者の関連から条件についての議論をさらに進め

ることができる。

まず、水準が貧困閾を越えるためには、労働時

間の長短に関わらず、過半数以上の州では最低賃

金とEITCでは充分でなく、SNAP（や州によって

はTANF）の併給が必要となる。先の4種の積み

立てをみると、40時間労働よりも20時間労働の

ほうが公的扶助（TANFやSNAP）の水準は概し

て高くなっていた。このことは、労働時間が短い

程、少しでも水準を上げようとするのであれば、

（能力活用を除けば）比較的に支給方法が厳格的

なTANFやSNAPに頼らざるを得なくなることを

意味している。

また、TANFやSNAPの併給では求職活動や教

育訓練の能力活用で認められたとしても、「貧困」

から脱するためには概してEITCの控除額が必要

となる。EITCの適用には合法的な労働が前提と

なるため、「貧困」から脱するためには結局のと

ころ就労をしなければならない。換言すると、貧

困閾を超えるように水準を上げるためにはワーク・

ファーストの事業の利用を不可避とする公的扶助

体系の設計に、アメリカのワークフェアの特徴が

あることを指摘できる。

4． 併給での条件

併給による水準の変化は、積み立てによる上昇

を特徴とする。貨幣的指標によって測定された

「貧困」脱却を政策目標とする場合、量的側面に

焦点が置かれるため、併給による水準の積み立て

それ自体は「貧困」脱却のために「望ましい」も

のと認識される。他方で、併給による支給方法の

組み合わせは、条件が厳格化する場合もあるため

に「望ましい」ことを素朴に前提できない。本稿

では数種の現金給付に限っているが、他の現金給

付や現物給付との併給が可能であれば、支給方法

の組み合わせを契機とした条件の厳格化はより高

まるおそれもある。

公的扶助の条件は、自助を促すと同時に、自由・

自律の側面への制約を強める側面があり、貧困の

非物質的側面に負の影響を与えうる。単給では、

それぞれの事業で独自に各要素の寛厳を組み合わ

せて特徴ある条件を形成していた。このような単

一の事業の展開は、見解の相違はあれ、特定の事

業ごとの展開は何らかの政策意図に基づいている

ものと考えられる。他方で、複数の事業の断片化

が政策形成の過程からみて「予期せぬ害悪」であっ

たことを踏まえれば、併給に伴う支給方法の組み

合わせを契機とした条件の厳格化もまた「予期せ

ぬ害悪」の一端であり、確かな政策意図に基づく

ことなく助長されていることを推測できる。

本稿では「アメリカにおける貧困への視座」を

提示するために、公的扶助の条件に注目し、貧困

の構築に影響する政策の在り方について考察する

ことを目的とした。そして、公的扶助体系からみ

た条件、単給からみた条件、併給からみた条件、

について議論を進めた。

まず、範疇制によって構成されるアメリカの公

的扶助を体系としてみると、政策過程から「予期

せぬ害悪」として断片化が生じ、諸事業の法規や

管轄などが異なっていた。このような状況にある

公的扶助の条件を主要な現金給付に絞って分析す

ると、単給の場合には、各水準が連邦政府の設定

する貧困閾を超えないことで共通していた。他方

で、給付の形態や能力活用といった支給方法に関
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する寛厳の組み合わせは事業ごとに異なり、それ

ぞれに特徴ある条件を設定することで就労意欲を

維持する仕組みを形成していた。また、複数の事

業を利用する併給としてみた場合、労働時間が長

くなれば水準は賃金と給付の積み立てによって上

昇し貧困閾を超える道筋が示された。他方で、寛

厳が異なる支給方法が組み合わさると、いくつか

の条件は厳格化する側面があることを指摘した。

併給による支給方法の組み合わせを契機とした

条件の厳格化は、諸条件が適用される貧困者の自

由・自律の制約を過度に強め、市民権の実現を妨

げるおそれがある。公的扶助の条件による自由・

自律の制約は一定程度やむを得ないものとしても、

かかる制約は政策的な討議を重ねたうえで慎重に

計画されることが求められる。このような過程を

抜きに生じた自由・自律の過度な制約は正統化で

きない。

以上の知見から提示できる「アメリカにおける

貧困への視座」は、複数の事業を活用する公的扶

助の制度設計に対する政策論議に適しているよう

に思われる。本稿では、この視座として、条件

（特に支給方法）の組み合わせの実際、条件の組

み合わせによる非物質的側面への影響、条件の組

み合わせに関する政策的な討議と計画の在り方、

を重視することとなった。

しかし、この視座は、より多くの事業の併給に

よる条件の変化や、条件の厳格化による自由・自

律の制約の結果（過程ではなく）等からさらに検

討されなければならない。また、冒頭で言及した

ように「政策移転」が注視される昨今、アメリカ

の影響を受けた他国の政策分析にどこまで援用で

きるかどうかを検討することも今後の課題となる。

本稿は、博士学位請求論文（2010年3月提出；

首都大学東京）の研究成果をもとに、日本女子大

学社会福祉学会（2011年7月開催）の口頭発表を

踏まえて加筆修正を行ったものである。なお、加

筆修正にあたっては科研費（課題番号22830088）

の研究成果の一部を活用した。

注

1） ただし，OECD加盟国のメキシコとトルコを除く

（OECD=2010：139）．

2） 断片化の議論に関する詳細は拙稿（野田 2009）

を参照されたい．

3） 本稿でいう貧困閾（povertythreshold）とは，アメ

リカ連邦政府が貧困測定のために設定した貧困線

の水準を指す．この水準の妥当性に関する検討は

別稿にて論じたい．なお，貧困閾に関する議論の

概要はIceland（2006）を参照されたい．

4） 当該データの留意点としては，州によっては連邦

政府が定める最低賃金とEITCの控除額に上乗せを

しているが最低賃金の上乗せのみ反映させている

こと，子ども2人家庭はEITCの給付額の実質的価

値が最も高いモデルであること，保育料等は考慮

されていないこと等が挙げられる．

5） ただし，TANF等の能力活用では就労関連活動の

時間も要件となる．EITCの能力活用には労働時間

それ自体は要件となっていないが，このような

TANFとの併給の場合には一定以上の労働時間が

要件として付加されることになる．なお，併給に

よって条件が厳格化する特徴は資力調査などの貧

困証明の審査にも当てはまる．
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戦後の福祉国家体制の下で忘れられていた貧困

が再発見されたのは1960年代である。1965年に

タウンゼントとエイベル・スミス（Townsend,P.

andAbel-Smith,B.）の『貧困者と極貧者（The

PoorandthePoorest）』が出版され、公的扶助基

準以下の所得で生活している人々の数が増大して

いた事実が立証された。タウンゼントの貧困概念

は‘deprivation’という視点に立っており、生活

資源の欠如という広い視野から貧困を捉えている。

それは単に所得にとどまらず、社会生活を営む上

で必要な生活資源に焦点を当てたものである。タ

ウンゼントはこのデプリベーションという概念を

用いることで、力動的な貧困過程を測定する手法

を切り開いた。1）

1980年代になると、保守党政権下の福祉改革

では、長期の福祉受給者に対する「福祉依存」へ

の批判が展開された。これは貧困問題における個

人の責任を強調したもので、キース・ジョセフ卿

（SirK.Joseph）の貧困サイクル論やチャールズ・

マリー（Murray,C.）のアンダークラス論が影響

力を及ぼした。これらのいわば反福祉の議論は、

社会統合を目指してきた福祉国家に「納税者」と

「依存者」という対立軸を持ち込んだ。

その後、1997年から始まったブレア労働党政

権は、経済的な指標に基づく貧困の定義に加えて、

社会的な側面を重視した。その特徴は社会的排除

に基づいた貧困問題に対応する点にあった。労働

党政権下の貧困地域の再生は社会的なハンディキャッ

プを問題視し、それまでにみられた総合的な施策

－15－
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イギリスにおける貧困への視座と対策

山本 隆

―労働党政権時代の貧困･地域再生政策の検証―

特集：貧困への視座と対策のフロンティア

■要約

労働党政権時代の貧困･地域再生政策を考察しているが、特に「コミュニティのためのニューディール（NDC）」

を取りあげて、ガバナンスの視点から検討している。この時代の貧困率は1990年代にピークに達し、その後減少し

ている。しかしジニ係数は不平等の拡大を示している。労働党政権の税制や給付による貧困対策がなければ、不平

等はより拡大していたと考えられる。また政府は、貧困地域を把握する際に複合的デプリベーション指数を採用し

た。NDCのねらいは最も貧困な地域の改善を支援し、最も貧困な地域と他の地域との格差を縮小することであった

が、事業では住民関連（people-based）と地域関連（place-based）のアウトカムが追及された。結論は、①中央－

地方関係において地域型マネジリアリズムが作用していた。②コミュニティ・エンパワメントや住民参画が促進さ

れたが、住民の意思決定への参画は十分ではなかった。③課題の一つは非就業対策としての雇用で、雇用創出の事

業はより広域の課題となる。

■キーワード

貧困、地域再生、複合的デプリベーション指数、コミュニティのためのニューディール、住民参画



の欠如、当該地域の住民を無視した外部からの政

策立案、ハコモノ中心の方針、中央省庁間の縦割

行政、中央－地方政府間の対立などを反省したも

のである。また「非就業（worklessness）」による

貧困の解決を重視し、職業訓練やニューディール・

プログラムなど「働くための福祉」に取り組んだ。

このように社会的排除の対策では金銭給付中心の

所得保障制度から、総合的な社会保障政策へと切

り替えられ、給付志向のシステムから、就労志向

のアプローチに転換しようとした。重要なのは、

貧困対策が公的扶助や社会保障の給付にとどまる

ことなく、地域政策の領域にも広がっていること

である。本稿では、給付を充実させる政策だけで

はなく、地域を対象とした地域再生事業の展開を

取り上げて、その成果を検証する。注意を要するの

は、住民関連（people-based）と地域関連（place-

based）という二つのタイプがあり、前者が所得

給付を拡充しようとするのに対し、後者はコミュ

ニティの安全、公衆衛生と保健、教育、児童ケア、

雇用のプログラムを通して施設や資源の拡充を目

指していた点である。

社会的排除は一定の期間で軽減できる問題では

ない。現在においても雇用、教育、医療、福祉が

すべての国民に公平に提供されているわけではな

い。また犯罪は住民にとって脅威である。地域再

生事業の一環として、住民の協力を得ながらコミュ

ニティのエンパワメントとソーシャル・キャピタ

ル（社会関係資本）の構築により社会的排除に取

り組んだのは地域再生であった。本稿では、労働

党政権時代（1997―2010年）の貧困･地域再生政

策を検証するが、地域再生については、「コミュ

ニティのためのニューディール（NewDealfor

Communities,NDC）」を取りあげて、ガバナンス

の視点から考察を進めていく。

1． 社会保障給付の改善と貧困率の下落

ブレアが政権に就いた1997年当時では、貧困

者やニートの増加、製造業の衰退、経済格差の拡

大など社会問題が顕在化していた。失業率は7.2

％に達し、貧富の格差は拡大の一途をたどってい

た。そこで、1999年に政府は本格的な最低賃金

制度を導入し、低所得者向けタックスクレジット

（TaxCredit,給付つき勤労税額控除）や、2） 失業

者向けの再雇用プログラム（ニューディール政策）

を次々に実施し、貧困低所得層の底上げを図ろう

とした。重点策となったのが、就職活動支援と職

業訓練の強化である。「18～24歳の若年失業者」

「25～49歳の長期失業者」「ひとり親世帯」など

の失業者に合わせた就労支援を実施していった。

当時インフレ率は安定的に推移して失業率は低水

準を維持し、医療・教育でも質の改善がみえ始め、

ワーキングプアの数を減らしていった。最貧層に

属する家庭の生活水準が向上したといわれている。

政府は「絶対的貧困」と「相対的貧困」という

捉え方をして、貧困率を把握しようとしていた。

所得中央値との格差を用いて貧困率を導いており、

雇用年金省は「絶対的貧困率」と「相対的貧困率」

を政府文書で公表していた。「絶対的貧困」は

（労働党政権発足当初の）1998年度の所得中央値

（住宅費控除後所得 AHC）の50％を貧困ライン

として固定し、それ以下の所得で生活する人々の

割合を指していた。「相対的貧困」は各年度の所

得中央値の50％未満で生活する人々の割合であ

る。

相対的貧困の測定で最も多く用いられるのが、

中位所得の60％未満の世帯所得で暮らす個人の

比率である。労働党政権時代の13年間の貧困率

の推移を財政研究所（InstituteofFiscalStudies,

IFS）のデータから確認してみたい。図1にしたがっ
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て貧困率を住宅費控除前所得（BHC）でみると、

1979年で最も低く、その後徐々に上昇し、政権

交代期の1997／98年でピークに達している。そ

の後はなだらかに減少した後で上昇に転じている。

これに対し、住宅費控除後所得でみると、1990

年頃にピークに達し、その後減少の傾向を示して

いる。傾向として確認できるのは、貧困の削減が

必ずしも継続的なものではないことである。

児童貧困の比率であるが、住宅費控除前所得で

は、1996／97年の26.7％から2009／10年の19.7％

へと大きく下落している（InstituteforFiscal

StudiesIbid:48）。しかし、労働党政権の公約で

あった2010年までに児童貧困を半減させるとい

う目標を果たせていない。また高齢者の年金であ

るが、1997年に労働党政権が発足した時点では、

年金生活者の4分の1強が相対的貧困の状態で暮

らしていた。そこで労働党政権は高齢者の貧困削

減に乗り出し、1999年に退職時の最低所得を保
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出典：InstituteforFiscalStudies2011:38

住宅費控除前所得（BHC）

住宅費控除後所得（AHC）

図1 相対的貧困：中位所得未満の世帯で暮らす個人の比率（住宅費控除前後の所得）
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障する最低所得保障（MinimumIncomeGuarantee,

MIG）の年金を導入し、さらに2003年には資力調

査を伴う年金クレジット（PensionCredit）を創

設した。これらの年金政策の結果として、住宅費

控除後所得中位（60％）以下の貧困高齢者は、

ピーク時40％超（1990年以前）から2000年代半

ばでは20％を割り込んでおり、年金生活者の貧

困削減が確認できる（InstituteforFiscalStudies

Ibid:54-55）。

2． 労働党政権時代の所得の不平等

ここでは、所得の不平等について検討してみた

い。ブレア政権では、所得不平等という経済社会

の構造的な問題には手をつけず、貧困層の支援に

絞った優先策を実施したという特徴がある。富裕

層が他の階層を搾取しているという社会階級的な

認識を捨て、低所得層以下の階層を引き上げるこ

とが経済的社会的状況を改善し得ると考えた。そ

のため高所得者への対応では、①経済の繁栄は広

く社会に利益をもたらし、創造性をもたらすと捉

え、②経済的成功を規制する方針はとらず、③最

高所得者の所得税率の引き上げは行わず、④所得

税率は40％に据えおいて、企業家のキャピタル

ゲイン（株式売買から発生する所得）への課税を

大幅に引き下げることで、産業界からの支持を得

ていた（DiamondandGiddens2005:105-113）

労働党政権の13年間を振り返ると、図2が示す

ように、ジニ係数で測定された所得の不平等は拡

大している。この時期のバブル気味の経済の拡張

と関連していると思われる。しかし、この不平等

の拡大は1980年代に生じた不平等のそれよりは

規模は小さい。さらに言えば、13年間労働党政

権が行ってきた税制や給付による貧困対策がなけ

れば、この不平等の拡大はより悪化していたと考

えられる。1996／97年と2009／10年を比較する

と、所得分布の中で所得の増加は概ねコンスタン

トであるが、底辺部分では増加は最も少なく、最

高位で最も多い。所得の不平等を推し進めている

のは最高位と最底辺でのこのような対照的な傾向

である。（InstituteforFiscalStudiesIbid.:7）

労働党政権の貧困対策を評価してみると、1997

年の就任時以降絶対的貧困は減り、一時期では雇

用率が75％に上り、失業率も低下した。1997年

から2005年には、200万人を超える人々が貧困か
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図2 イギリスにおけるジニ係数の推移（1979―2009/10年）

出典：InstituteforFiscalStudiesIbid:30



ら脱却したと言われ、この数には80万人の児童

が含まれていた。政府は2005年までに100万人の

児童を貧困から救い出すという目標を達成するこ

とはできなかったが、中位所得層は増加し、保守

党政権と比べてその増加は顕著であった。もちろ

ん労働党政権の貧困対策にも課題は多い。まずは

経済格差の拡大を許してしまったことである。本

格的な最低賃金制度を導入したことは評価に値す

るが最高所得層への課税には手をつけなかった結

果、所得格差が拡大し、格差社会を顕在化させて

しまった。また貧困対策に予算を投入し、タック

スクレジットによる富の再分配を試みたが、貧し

い児童の割合を5人に1人に減らせたにすぎなかっ

た。給付を充実させたと言っても、政府は就労不

能給付（incapacitybenefit）の受給増加を問題視

していた。受給者の数は過去25年間で3倍以上増

えていたからである。1995年で244万6,000人に達

していたが、それは失業給付受給者の3倍に相当

し、ほとんどが2年を超えての受給であった。そ

の後、受給者が最も多かったのは2003年11月の

240万8,000人であった。そのため、政府は2008年

10月に所得扶助と統合して、 雇用支援手当

（employmentandsupportallowance)を新設したが、

雇用支援手当と就労不能給付を合わせた受給者の

数は、2009年8月で263万2,000人である（DWP

FirstRelease2010）。社会保障の財政改革は現在

の保守党・自民党連立政権でも続いている。

1． 貧困とデプリベーション

貧困は静態的な現象ではなく、 力動的な

（dynamic）性格を持つものである。またその原因

と特徴は時代と環境の変化に応じて変化していく。

かつてタウンゼントは、貧困を相対的欠乏（relative

deprivation）の一形態であると以下のように定義

した。

食事、アメニティー、社会の一員として担う役

割、社会関係の営み、習慣的な行動を可能にす

る基準やサービス、すなわち個人として、家族

の一員として、勤労者として社会的な義務を遂

行できるだけの十分な収入が得られない場合、

その者は相対的貧困と欠乏の状態で生活してい

ると言わなければならない。（Townsend1979:

31）

イギリスの研究者は、どのように人びとが貧困

に陥り、そこから脱け出すのか、または長期にわ

たって欠乏状態に陥った状態にとどまるのかとい

う貧困・窮乏状態の過程を分析してきた。

さらにタウンゼントは、社会的慣習に参加する

のに必要な収入を得られない場合、人びとは徐々

に社会的関係から脱落することを指摘している。

最近の研究は、タウンゼントの貧困論を発展させ

て、極限的な貧困の経験が社会的排除の経験に結

びつくという見解を示している（Gordonand

Spicker1999:111－113）。人生でのリスクは多

くが想定されるが、例えば長期の疾病や障がいに

より社会的に孤立したり、家族、友人、親戚を失っ

た場合に孤独になる。貧困と社会的排除は力動的

な性格を持ち、両者は相互に作用し合う過程であ

る。また、貧困の発生は地理的、空間的な側面を

持っている。イギリスの大都市ではデプリベーショ

ン（欠乏状態）により孤立した地域があるが、そ

こには低所得世帯の集中、劣悪な住居、質の悪い

公共サービス、犯罪の高い発生率、薬物乱用といっ

た特徴がみられる。

2． 複合的デプリベーション指数

政府は複合的デプリベーション指数（Indices

ofMultipleDeprivation,IMD）を採用してきた。

政府の貧困の捉え方は、この複合的貧困指数に表

われている。それはデプリベーションを個別に認

識するもので、測定が可能な操作概念である。デ

プリベーションは、先にも触れたように、生活資
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Ⅱ 地域再生における貧困の捉え方
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源を奪われた「欠乏状態」を意味し、さらに閉塞

的な「感情」を加えた貧困概念である。この二つ

を指数化した貧困が複合的デプリベーション指数

である。

地域再生のためのデプリベーション測定では

「領域（domain）」と「加重（weight）」という2つ

の手法を採用している。領域は所得、雇用、健康

と障がい、教育・職業訓練・職業技術、住宅とサー

ビス、犯罪、生活環境の7つである。領域ごとに

デプリベーションの数値を算出し、7つの数値に

加重を施して、地域のデプリベーション指数の総

数を導き出している。政府基準では、所得と雇用

のデプリベーションに加重を施している。また測

定単位として、LSOA（LowerlayerSuperOutput

Area小地域調査区）を導入しているのも特徴で

ある。LSOAの平均人口は約1,500人で、規模も等

しくなるように設定されており、総数は32,482で

ある。LSOAはまさに小地域で、地域再生の対象

地域を決めるのに活用された。このように複合的

デプリベーション指数は操作概念に基づいており、

‘静的な’統計ツールとして活用された。表1は

2010年の複合的デプリベーション指数の領域別

加重配分を示している。

労働党政権は貧困削減と地域格差是正を宣言し、

社会的排除の問題に真正面から取り組んだ。政府

は1998年に社会的排除対策室を創設し、政府文

書 BringingBritainTogetherにおいてソーシャ

ルインクルージョンの構想を示した（SEU1998）。

地域再生を進めるために小地域のエリアを基盤と

する事業（AreaBasedInitiatives,ABI）を基本政

策とし、1999年にリージョナル開発エージェン

シー（RDA）を創設し、政策行動チーム（Policy

ActionTeam）を展開していった。この実践を踏

まえて、地域再生の国家プロジェクトである近隣

地域刷新全国戦略 （NationalStrategy for

NeighbourhoodRenewal）を打ち出した。

このような流れから生まれたのが、貧困対策の

目玉といえる「コミュニティのためのニューディー

ル（以下、NDC）」である。その骨子は、①最も

貧困な地域の改善を支援し、②最も貧困な地域と

他の地域との格差を縮小することであった。この

事業の特徴は、コミュニティの参画、コミュニティ

の所有、ジョインドアップ（joined-up,連携のと

れた）による解決手法、そしてwhatworksという

政策奨励であった。whatworksとは、どのような

制度を企画するにせよ、重要なのはその制度が機

能しなくてはならないことを言う。これらの4つ

を政策理念としていた。

NDCは労働党政権発足直後の1998／99年から

10年期限で、それまでの単一地域再生予算（Single

RegenerationBudget）のような競争的資金の要素

をなくし、3） 補助金交付による制度であった。従

来のエリア基盤の事業とは対照的に、比較的少数

の人口地域に焦点を当てたのも特徴である。政府

は指定したイングランドの39の貧困地域にそれ
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Ⅲ イギリスにおける地域再生

―「コミュニティのためのニューディール

（NewDealforCommunity）」の検討―

表1 2010年複合的デプリベーション指数の
領域別加重配分

領域別加重

所得のデプリベーション 22.5％

雇用のデプリベーション 22.5％

健康のデプリベーションと
障がいのデプリベーション

13.5％

教育、職業技術、職業訓練の
デプリベーション

13.5％

住宅とサービスの障壁 9.3％

犯罪 9.3％

生活環境のデプリベーション 9.3％

出典：TheEnglishIndicesofDeprivation20102010:16



ぞれ5,000万ポンド、総額20億ポンドを交付した。

1998／99年の第1ラウンドでは17のNDC地区を指

定し、2000年にはパスファインダー（試行事業）

を実施し、そして2001年に22のパートナーシッ

プ、合計39の地域再生事業を開始した。各地域

は4,000万ポンドから5,000万ポンドを受け取った。

NDCに指定された地域は、公共サービス提供

機関の代表、住民代表で構成された「パートナー

シップ」で運営に当たった。ここにコミュニティ・

ガバナンスの要素が注入されている点に留意する

必要がある。また、住民代表は多くの場合投票で

選出された。地域民主主義の視点から、選挙で代

表者を選んだ点が興味深い。39のNDCパートナー

シップはイングランド全体で設立され、うち10

のパートナーシップはロンドンで設けられた。こ

れらは平均9,400人の住民からなり、小地域を単

位として地域の貧困化・窮乏化の問題に取り組ん

だのである。最大の特徴は、エリアの改善を支援

するために、犯罪・コミュニティ・住宅や物理的

な環境といった3つの「地域」関連のアウトカム

と、健康・教育・非就業といった3つの「住民」

関連のアウトカムを達成するよう政府が指揮した

ことである。

資金の使われ方に注目してみたい。NDCの支

出（1999／2000―2007／08年）をみると、図3が

示すように、「住宅・環境」への配分が最も多い

（4億2,700万ポンド）。さらに他の財源からも約

300万ポンドが当てられている。支出先は、NDC

がコミュニティの所有を目指したことにより、土

地資産の取得、環境の改善や住宅の修繕・新築な

どである。次いで多いのは「コミュニティ」関連

の事業である（2億4,800万ポンド）。支出先は、

コミュニティ施設の修繕などの他に、総合的な能

力開発事業、コミュニティ開発ワーカーである。

－21－

注1：1999／2000―2007／08年（現在の物価水準）
注2：総計99％であるが、端数を含めて総額13億6,500万ポンドになる。
出典：TheNewDealforCommunitiesProgramme:Achievinganeighbourhoodfocus

forregeneration2010TheNewDealforCommunitiesNationalEvaluation:Final
report―Volume2から筆者作成

図3 NDCの支出（アウトカム別）
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「教育」には2億3,600万ポンドが配分され、課外

カリキュラム活動、学校や教育施設の新設や修繕

に充当されている。「非就業」には1億6,700万ポ

ンドが配分され、他の財源も当てられている（1

億4,300万ポンド）。支出先は、求職申請やキャリ

ア・ガイドのサポート計画、トレーニングである。

「健康」には1億4,800万ポンドが配分され、他の

財源も当てられている（7,200万ポンド）。支出先

は、病院施設の新設や修繕、スタッフの増員であ

る。「犯罪」には1億3,900万ポンドが配分されて

いる。犯罪予防と安全対策が中心で、ネイバーフッ

ドでの見回り活動に当てられている。（TheNew

DealforCommunitiesNationalEvaluation:Final

report―Volume2:26）

まず、地域改善のアウトカムを確認してみたい。

図4は、2002―2008年で、18の「地域」関連の改

善状況を示している。16の指標で改善が認めら

れる。最も大きな変化はNDCが地域を改善した

という住民感情である。他には、違法行為や浮浪

の改善、生活環境への満足度、犯罪への恐れなど

が挙がっている。これに対し、社会関係資本関連

の指標は、わずか改善を示すにとどまっている。

NDCは最も貧困な地域と他の地域との格差を

縮小することを目指したが、図5は、2002―2008

年で、比較測定地域（comparator、NDCの対象に

ならなかった他の貧困地域）と比べた上での

NDCの改善状況を示している。NDC地区は比較

測定地域と比べて、11の指標で有意な変化が認

められる。最もポイントが多かったのは「違法・

浮浪」である。これに対し、比較測定可能地域と

比べて成果がマイナスの指標は、「地域の一員だ

と、非常に／かなり感じる」である。

なお、 全国基準と比べたNDCの改善状況

（2002―2008年）をみてみると、全国基準と比較

可能な10指標のうち、6つでNDCが改善を示して

いる。最もポイントが多かったのは「過去2年間

で地域は非常に／かなり改善した（a）」である。

これに対し、全国基準と比べてマイナスなのは、
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出典：TheNewDealforCommunitiesNationalEvaluation:Finalreport―Volume3:45から筆者作成

図4 2002―2008年におけるNDC地区の改善：18の「地域」関連の指標から



「地域の決定に影響を及ぼすことができる」「隣人

同士で見守っている」「引越をしたい」である。

（Ibid:49）

次に、「住民」関連のアウトカムを確認してみ

たい。図6は、2002―2008年で、「健康」「教育」

「非就業と家計」に関する18の「住民」関連の指

標を示している。「教育」では顕著な改善（キー

ステージ2、3、4）が認められる。また「非就業」

では週200ポンド以下の収入世帯が減少している。

これに対し、「1日に20分以上の運動をしない」

はマイナスを示している。

図7は、2002―2008年で、「健康」「教育」「非

就業と家計」に関して比較測定地域と比べたもの

である。精神保健、教育・職業訓練の受講、1年

前との健康状態の比較という3つの指標で比較測

定地域よりも改善が認められる。これに対し、マ

イナスとして5つの指標が挙がっている。特に悪

いのはキーステージ2の英語・レベル4、キース

テージ4,5以上のGCSE（一般中等教育資格試験）

AからC、そして基本スキルを改善するニードで

ある。NDC以外の地域が特に教育で努力した成

果とも解される。

なお、2002―2008年で、「健康」「教育」「非就

業と家計」に関して全国基準と比べてみると、全

国との比較では12指標で改善が認められる。こ

れに対し、全国基準よりもマイナスなのは「20

分以上運動をしない」「基本スキルを改善するニー

ド」である。（Ibid:54）

ガバナンスで重要な要素である住民参加および

住民による意思決定であるが、まず住民参加の結

果をみてみたい。NDC活動の内容では、次の2点

が確認されている。第一に、役割では、「参加型

役割（全体）」が最も多く、次いで「NDC主催の

イベントまたはフェスティバル」となっている。

第二に、ボランティア活動では、「ボランティア

活動（全体）」が最も多く、次いで「NDCのイベ

ントまたは企画関係のボランティア」となってい

る。若年の教育サービスへの参加、健康事業の作

成への住民の参加なども目立っている。（The

NewDealforCommunitiesNationalEvaluation:

Finalreport―Volume2:29）なお、参加率では

若年層（16-24歳）と高齢者層（60／65歳以上）

－23－

出典：Ibid:48から筆者作成

図5 2002―2008年におけるNDC地区の改善:比較測定地域との比較
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出典：TheNewDealforCommunitiesNationalEvaluation:Finalreport―Volume4:50から筆者作成

図6 2002―2008年におけるNDC地区の改善：18の中核となる「住民」関連の指標から

出典：Ibid:53から筆者作成

図7 比較測定地域と比べたNDCの改善状況：2002―2008年



が低く、男性よりも女性の方が高い（女性20％、

男性14％）。エスニック集団別では特に差異はな

く、教育レベル（全国職業資格、NVQ）で大きな

差がみられる（資格なしは13％、資格5レベルは21

％）。（TheNewDealforCommunitiesNational

Evaluation:Finalreport―Volume5:55）

そして、意思決定に関する結果である。先に触

れたように、コミュニティ・ガバナンスの視点か

ら最も重要な項目である。図8は、「地域の決定

に影響を及ぼせるか」という設問に対する回答を

示したものである。意思決定に参加したと答えた

のはわずか4分の1である。比較測定地域でも数

字はほとんど変わらない。コミュニティ・ガバナ

ンスの視点から集合的意思決定に関心が向くが、

地域再生では事業実施前に住民参画を奨励するこ

とが、長期的には住民参画を定着させることにつ

ながる。その意味から、NDCはコミュニティ・

ガバナンスの進展に端緒をつけたといえる。なお、

NDC理事会への住民代表をみると、男性、50歳

以上、子どものいない世帯、中流階層、高度専門

の有資格者、地域に長年暮らしている人といった

特徴がある。NDC理事会の住民代表へのポジティ

ブな影響としては、地域住民と付き合えたこと、

自信を獲得できたこと、地域への満足度などが認

められている。結果を見る限り、NDC活動への

住民参加は促進されたが、意思決定プロセスへの

参加者は少なかった。（TheNew Dealfor

CommunitiesNationalEvaluation:Finalreport―

Volume2:41-2）

NDCの評価を試みるが、近隣地域再生全国戦

略が社会関係資本の強化、ソーシャルインクルー

ジョンとコミュニティの結束、サービス提供の改

善、民主的ガバナンスの構築を目標に掲げていた

ことから、これら4つの視点からNDCの評価を検

討してみたい。

1． 社会関係資本

政府は、NDCの推進に際して、地域の質の改

善こそが社会関係資本や社会の結束、経済の促進

－25－

Ⅳ NDCの評価に関する考察

出典：TheNewDealforCommunitiesNationalEvaluation:Finalreport―Volume3:58
から筆者作成

図8 地域の決定に影響を及ぼせるか
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に有効であるとの政策理念を持っていた。NDC

最終評価文書によれば、NDC地区住民の地域に

対する感情は好転した。しかし、社会関係資本の

指標をみる限り、その改善はわずかにとどまった。

比較測定地域でもほぼ同じ結果である。NDCが

終了した時点で指摘できるのは、当該地区では社

会関係資本が依然として弱いという事実である。

社会関係資本の強化については、10年間のスパ

ンではなく、より長期的な取り組みが必要であろ

う。NDCを受け継ぐ代替的な仕組みが中央と地

方ともに必要になっている。

2． ソーシャルインクルージョンとコミュニ

ティの結束

NDCにおける住民参加の結果については、39

のNDCパートナーシップのうち、30以上の理事

会において住民代表が多数派を構成していた。こ

れは地域民主主義の点で注目に値する。ただしコ

ミュニティの結束という課題では、ジレンマもあっ

た。地域再生として、特定の少数派コミュニティ

を支援するような介入を進めるべきなのか、また

はコミュニティ全体を支援する事業を進めるべき

なのか、多文化共生社会に特有な課題がつきまとっ

た（Beattyetal2010:243）。現在、イギリスや

他のヨーロッパ諸国では多文化主義の揺らぎが生

じているが、それが後退することなく、融和が図

られたコミュニティでこそ住民参加はその意味を

持つ。

3． サービス提供の改善

労働党政権時代の基本路線は、ジョインドアッ

プという横割志向の組織運営、市民中心のサービ

スを掲げていた。先にみたように、地域ニーズを

基礎となる生活問題に関しては複合的貧困指数

（IMD）が採用されていた。それは静的な統計学

的ツールを使ったもので、経済問題、社会問題、

住宅問題、所得、雇用、健康、障がい、教育、職

業訓練と技術、住宅、サービス提供での隘路、生

活環境、犯罪等を包括的に扱ったものである。政

府は、複合的な視点から貧困を捉えた上で、サー

ビス提供を改善する中軸として行政、民間、住民

との‘パートナーシップ’を重視した。パートナー

シップで中央省庁と関係するのは犯罪、教育、健

康などで、関係機関は警察、教育当局、保健トラ

ストなどとなる。NDC最終評価文書が示してい

たように、サービス改善では教育達成度で顕著な

改善が認められた。犯罪や健康水準についても、

NDCの自治体と他の自治体との格差は縮小して

いた。一方、公共サービス機関との関係では、

NDCエリアで権限を持つ警察はこの事業に積極

的にかかわった。これに対し、学校やプライマリー・

ケア・トラストなどの機関は熱心でなかった。そ

の理由は、プライマリー・ケア・トラストはあくま

で個人や世帯単位を原則としたからである（Beatty

etalIbid:241）。政府の政策とその手続きが

NDCパートナーシップを複雑な状況に追い込ん

だことは否定できない。4）

4． ガバナンス

最後に、中央－地方関係のガバナンスの視点か

ら考察してみたい。第一は、地域再生の基盤は狭

域か広域かという問題である。NDCは政府がそ

の枠組みをつくりあげたもので、政府主導でガバ

ナンスの調整を行った。例えば雇用と訓練の分野

では、基礎自治体はその管轄ではなく、広域政府

事務局（GovernmentOfficesofRegions,GOR）

に権限を託していた。NDCが始まった当初、広

域調整室（RegionalCo-ordinationUnit）はエリ

ア基盤の事業を縮小する方針を立てており、広域

調整の観点から事業統合を進める計画を持ってい

た点に留意する必要がある。5）

NDCがさまざまな地域問題を処理するのに伴っ

て、エリア（小地域）を超えた空間が注目される

ようになった。経済開発や失業問題に対応するた
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めにサブ・リージョン（広域よりは下位レベル）

の単位も重要というわけである。2007年には、

広域－狭域の調整が政府から表明され、政府文書

Reviewofsub-nationaleconomicdevelopmentand

regenerationでは、エリア基盤の重要性を再確認

しつつも、並行して雇用創出の視点からサブ・リー

ジョンへの広域化を打ち出している。この文書で

は、以下のような指摘がある。

地方自治体は、近隣地域レベルの介入の効果性

を高めるために、経済開発と最も貧困な近隣地

域で暮らす人々のためのアウトカムを改善する

戦略とを統合することを求められている。住宅

と物理的環境と公共サービスの供給が調整され

たアプローチは重要であるが、長期的な成功は

より広範な経済目標と強く結びついた「非就業」

への取り組みにかかっていると政府は考えてい

る。（BriefingPaper:Reviewofsub-national

economicdevelopmentandregeneration2007）

この地域再生の広域化は、さらに進められていっ

た。DCLG白書CommunitiesinControl:Real

Power,RealPeopleにおいて、コミュニテイ・エ

ンパワメントは重要課題とされつつも、地域再生

の対象は小地域に位置づけられていない（DCLG

2008）。地域協約（LocalAreaAgreement,LAA）

に基づく地域再生や経済開発の場合では、小地域

レベルではなく基礎自治体でとりまとめられてい

る。その後‘シテイ－リージョン’という発想の

下で、広域型のマルチ・エリア協約（Multi-Area

Agreement）へとシフトする動きにつながってい

る。ガバナンス調整は経験知で運営されることが

あり、試行錯誤が行われるが、NDCの後半期で

は広域－基礎自治体－小地域でのガバナンス･シ

フトが試行されている点に注目したい。

第二は、マネジリアリズムである。NDCはき

わめて戦略的な事業であったが、マネジリアル

（managerial,経営管理）な運営が幅を利かせてい

た。その結果、NDCでは住民参加やコミュニティ

の結束を促進するにも、住民参画の権限そのもの

が限定されていた。NDC資金の配分ではNDC理

事会が支出を判断し、特定のプロジェクトに充当

する余地が残されていたものの、政府はエビデン

スベース事業計画を推奨し、NDCパートナーシッ

プが地域ニーズに応じた事業プランを練り上げる

ことはできなかった。このような地域型マネジリ

アリズムのために、住民は意思決定への参画に深

く踏み込めなかった。また中央との関係で言えば、

NDCの機関はコミュニティ地方自治省、内務省、

保健省、児童学校家族省などの省庁やさまざまな

機関によってコントロールされていた感は否めな

い。結果から判断すれば、NDCでは政府が決定

的な役割を果たしたことになる。

第三は、NDCに対する自治体の反応である。

地域再生における政府のコントロール、目標値の

設定、リーグテーブル（自治体評価）などのマネ

ジリアルな枠組みに対して、実際NDCパートナー

シップは不満を表明していた。それでは、地域型

マネジリアリズムは政府に優位に働いたのだろう

か。その答えは幾分微妙である。財源を伴った政

府提案があってNDCのパートナーシップが生ま

れたが、ベイテイらが指摘するように、時間の経

過とともにNDCパートナーシップは協調的にな

り、結果的には政府に従う形で貢献していった

（BeattyetalIbid:247）。さらには、地方自治

体はNDCとは一定の距離を保ちつつも、NDCを

通して政府資金を活用し、多数の合同財政におい

て主要な役割を発揮していった。基礎自治体も巧

妙に戦略性を働かせていたのである。

最後は、コミュニティ・ガバナンスである。多

数のNDC地区には、民間セクターを含めた中心

的な役割を果たすアクターや機関は存在せず、個

人のリーダーシップも存在しなかった（Beattyet

alIbid:246）。そのため、NDCとその支出が中

止されると、ほとんどの地域で継承する構想はみ

られない。NDCは政府によって政策化され、財
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イギリスにおける貧困への視座と対策



政の支出がなされ、監査が行われ、政府によって

コントロールされたのである。結果として、

NDCは地域に内発的な改革機運を呼び起こすに

いたらなかった。これをコミュニティ・ガバナン

スの視点から捉えれば、NDCは理事会という正

当性を持つ組織の中で、地域再生の目標数値を達

成するメカニズムだったのである。貧困率の高い

イギリスにおいてNDCは壮大な社会改革の実験

であったが、39地区において根本的な変革を示

す証拠は示されなかった。それはコミュニティ・

ガバナンスの機会を与えたが、小地域という単位

で成功したかは不透明な部分がある。

労働党政権下の政府は貧困地域を個別に指定し、

集中的に支援を行った。たとえ重要施策としても、

公然と貧困地域を特定するという行政施策は日本

では考えにくい。これに対し、地方自治体は政府

補助金を呼び込むことが実績となり、貧困地域の

指定を受けることで資源を拡充してきた。行政レ

ベルでは貧困地域のレッテルを貼られることに抵

抗感はない。むしろ問題は、政府の補助金を受け

られなかった隣接の地方自治体に生じることにな

る。政府が規定する貧困基準から外れた自治体は

自ら財源を見つけなければならず、資金不足に悩

むところは財源調達に苦慮している。つまり、政

府指定の貧困地域は資源で配慮され、保育所や福

祉施設などを建設または改修できる資金源を得る

が、貧困ではないと判断された隣接地域は資金難

に苦しむというパラドックスが生じるのである。

このような問題が生じるのは貧困地域を小さな規

模で捉えるからである。経済の不均等発展という

視点で捉える場合、住民の移動を含めて広域と狭

域で調整を図る必要があろう。結論は以下の通り

である。第一に、NDCは1970年代以降の地域再

生計画では規模の点で際立っていたが、中央－地

方関係が複雑に働き、底流において地域型マネジ

リアリズムが作用していた。第二に、NDC地区

においてコミュニティ・エンパワメントや住民参

画が促進されたが、住民の意思決定への参画は十

分ではなかった。参加型地域再生のさらなる前進

が求められる。第三に、NDCは一定の成果を収

めたが、課題の一つは非就業対策としての雇用で

あった。今後、雇用創出の事業はより広域の課題

となろう。
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注

1） タウンゼントは，貧困は相対的剥奪（relative

deprivation）の概念で客観的に定義づけられると

し，「貧困は，主観的なものとしてよりは，むし

ろ客観的なものとして理解されている．個人，家

族，諸集団は，その所属する社会で慣習になって

いる，あるいは少なくとも広く奨励または是認さ

れている種類の食事をとったり，社会的諸活動に

参加したり，あるいは生活諸条件や快適さをもっ

たりするために必要な生活資源を欠いている時，

全人口のうちでは貧困の状態にあるとされる．貧

困な人々の生活資源は，平均的な個人や家族が自

由にできる生活資源に比べて，きわめて劣ってい

るために，通常社会で当然とみなされている生活

様式，慣習，社会的活動から事実上締め出されて

いるのである」と定義づけた．ピーター・タウン

ゼント著（1974）「第1章 高所得国および低所得

国での貧困の測定と解釈－開発，階級ならびに貧

困の諸概念に関する諸問題」ピーター・タウンゼ

ント編著，三浦文夫監訳『貧困の概念』社団法人

国際社会福祉協議会日本国委員会，19］さらにタ

ウンゼントは生活様式の中から60項目の指標を設

定し，大項目として「食事」「被服」「光熱」「家

具」「住宅条件の快適さ」「職場関係」「健康」「教

育」「環境条件」「家庭環境」「休養」「社会的環境」

の12項目を列挙し，最終的に個人および世帯につ

いて該当する項目数を点数化している．それらの

該当項目を合計した場合，基本的にはその点数が

高いほど貧困状態にある．（PeterTownsend,Poverty
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intheUnitedKingdom（1979）,pp.1173-76.）この

ようにタウンゼントは肉体的な生存を維持するレ

ベルを超えて，各々の国または地域で慣習となっ

ている一般的な生活過程に着目した．この相対的

剥奪の概念の特徴は以下の点に集約される．①そ

の社会を構成する人々の共通性を見出す．②各々

の国または地域さらには時間的経過のなかでその

形態は異なり，それぞれで基準は異なる．③社会

的不平等をあらわす概念といえる．④貧困概念を

個人の問題から社会の問題へと，さらには単に動

物的に生存するのではなく，人間として社会生活

を営むことの意味を再構築するものである．現在

のイギリスにおいてDeprivedやDeprivationといっ

た表現によって，この概念が定着している．そし

てこの流れが現代の貧困概念を超える概念として，

ヨーロッパを中心に広がりをみせている社会的排

除概念の源泉になっている．

2） 低所得者向けタックスクレジットは一定以上の所

得者から税額を差し引く一方，低所得者には現金

を給付する仕組みである．この制度のメリットは，

生活保護のような資力調査のコストが不要となり，

勤労所得を有する者にのみ給付することから勤労

意欲を高める効果を持って居る．

3） SRBは1994年に導入されており，責任機関

（AccountableBody）であるパートナーシップから

申請を受けつけた．それは競争型資金を基調にし

たもので，ねらいとして住民参加の促進やコミュニ

ティ能力の構築など，社会的側面が強化され，事

業予算の10％までが「能力構築（capacitybuilding）」

に投入できるようになった．SRBのポイントはリー

ジョンの政府広域事務局（GOR）の管轄で，再生

資金を管理し，パートナーシップ活動を改善する

ための重要な役割を演じた．

4） NDCでは数多くの事業が錯綜していたのも特徴で

ある．労働党政権下で数多くのエリア事業が実施

され，自治体はいわゆる「再生疲労（regeneration

fatigue）」をきたしていた．150以上のエリア事業

が存在し，都市再生のための介入は混乱を生み，

調整は良好ではなかった．ジョンストンとホワイ

トヘッドは，元地域再生担当大臣のルーカー卿の

表現を援用して，エリア事業の増殖について‘パッ

チワーク･キルト’から‘スパゲッティ・ボウル’

とその複雑化した状況を揶揄している（Johnston,

C.andWhitehead,M.2004）．政府はこのような

重複した地域再生事業をうまくまとめることがで

きず，現場の中心機関は一貫した舵取りを行えな

いでいた（Tallon,A.2010:104）．

5） 政府は訓練企業協議会（TrainingandEnterprises

Councils,TEC）や地方企業協議会（LocalEnterprise

Councils,LEC）を重視し，地元企業に中心的な役

割を与えていた．これらの組織はアメリカにならっ

た民間企業志向の組織で，営利セクターの資金と

訓練を活用していた．
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ドイツでは、2000年代において、戦後最大と

もいえる大規模な労働市場・社会保障改革が実施

されてきた。それらの制度改革によって、従来、

保守主義型福祉レジームの代表とみなされてきた

ドイツ「社会国家」が方向転換をし始めたとも指

摘される（近藤 2011）。

それらの制度改革は、貧困の推移にどのような

影響を与えたのだろうか。本稿では、ここ約10

年間におけるドイツの貧困の推移を確認する。ま

た、この間実施されている労働市場・社会保障政

策の転換について、特に、貧困対策と関連が強い、

「ハルツ改革」とよばれる労働市場・公的扶助制

度改革について触れる。当然のことながら、ドイ

ツ国内の動きは、EUレベルの政策展開と無縁で

はない。EUの貧困政策の流れを受けて、ドイツ

国内では貧困政策はどのように進められようとし

ているのか、その現状と課題について検討する。

Ⅰ ドイツにおける貧困の推移―失業者動向、

社会保障給付、相対的貧困率

貧困に関連するいくつかの指標を見ていきたい。

まず、失業者の動向をみると、2007年には、若

干落ち込んだものの、近年のドイツ労働市場の好

転を反映し、2011年9月時点の失業者数は、約

279万人、前年比で23万人減少している。失業率

は、同年9月時点で6.6％となり、ここ数年改善傾

向にある（BA2011a）（図1）。

同年9月には、518万人が失業保険（失業手当

Ⅰ）および「求職者のための基礎保障」（失業手

当Ⅱ1））を受給している。失業手当Ⅰは、約73万

－31－
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ドイツにおける貧困の現状と対策の課題

嵯峨 嘉子

特集：貧困への視座と対策のフロンティア

■要約

ドイツでは、2001年に、連邦政府がはじめて「貧困と富裕報告」を公表するなど、「貧困」が政治の主要なアジェ

ンダとなってきた。しかし、実際には、2008年で、相対的貧困率は14％（可処分所得の中位値60％未満）に達する

など、この10年間で貧困率は上昇し、ドイツ社会における格差は拡大していることが確認されている。こうした現

状を見ると、貧困対策が有効に機能しているとは言いがたい。ドイツでは、ハルツ改革とよばれる一連の労働市場

改革によって、防貧制度である失業保険の受給期間を短縮し、最後のセーフティネットでの救済を拡大する方向を

とった。ユーロ危機にゆれるヨーロッパではあるが、ドイツ国内も例外ではなく、緊縮財政は、社会保障支出分野

にも及んでいる。結果として、職業訓練措置といった失業者を労働市場に再統合するための諸措置も大きく削減さ

れている。長期失業者らが今後、さらに困難な状況におかれることが危惧される。

■キーワード

ドイツ、貧困、失業者、ハルツ改革



人が受給し、前年比でみると、12万9,000人減少

している。一方、失業手当Ⅱは、452万人で、前

年比29万1,000人減少している。失業手当Ⅰ（保

険）、失業手当Ⅱ（税・公的扶助）ともに、受給

者数は減少しているものの、失業者数の減少は、

失業手当Ⅱよりも失業手当Ⅰの受給動向に、より

影響を与えやすい。言い換えれば、労働市場の再

統合になんらかの課題を抱えている長期失業者が

多いと考えられる失業手当Ⅱ受給者は、この間の

労働市場の改善の恩恵をストレートには受けにく

いともいえる。

次に貧困率の動向をみてみたい。ドイツ経済研

究所（DIW）は、社会経済パネル（SOEP2））を用

いて、1992年から2008年までの相対的貧困の推

移をまとめている（Grabka／Frick2010）。

今回、貧困測定に用いられた貧困線は、表1の

とおりである。

2008年時点では、ドイツ住民1,150万人（全住

民の約14％に相当）が相対的貧困3）の状態にある

ことが確認された。この貧困リスクは、過去15

年間で明らかに増大している。90年代初め、12

％程度だった貧困率は、1999年には10.3％まで減

少したが、その後一貫して上昇し、2006年には

過去最高の14.5％を記録した。2006年以降、労働

市場の改善傾向にもかかわらず、貧困率は減少せ

ず、2008年には14％となっている。東西地域別

に見た場合、東ドイツ地域はやはり高い貧困率を

占めている。1992年には20％弱だった東地域の

貧困率は、1999年には13.1％にまで減少した。し

かし、2008年には19.5％まで上昇した。この値は、

西ドイツ地域と比較して6ポイントほど高い。同

様の傾向は、ジニ係数4）にも現れている。1990年

初めには、0.26だったジニ係数は、2000年以降上

昇し、2008年には0.29となっている。貧困リスク
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図1 失業率の推移（2000－2010）

資料出所：Bundesagenturfu･･rArbeit（2011b:56）

表1 世帯類型別貧困線（Armutrisikoschwelle）

世帯類型 貧困線（ユーロ、月あたり）

単身世帯 925

カップル世帯（子なし） 1,388

カップル世帯（子あり）

子ども1人 1,665

〃 2人 1,943

〃 3人 2,220

単親世帯（子1人） 1,203

〃 （子2人） 1,480

資料出所：Grabka／Frick,2010.



およびジニ係数の高まりは、周辺層への所得分配

の二極化と中間層の縮小の結果を示している

（Grabka／Frick2010）。

当然のことながら、これらの貧困リスクは、す

べての年齢層や世帯の形態に等しく生じているわ

けではない。とりわけ、ほかの住民グループより

もより強く貧困リスクにさらされているグループ

がいくつか存在する。一つは、若年層である。こ

れについては3つの要素が指摘されている。第一

には、教育期間（職業教育期間を含む）の延長に

より、労働市場への到達、つまり稼得所得の達成

の時期が遅れたこと、第二には、多くの場合、過

酷な雇用関係あるいは低賃金の実習生という身分

によること、第三には、若い世代において、シン

グル世帯およびひとり親世帯が増加していること

による（1998年に対して約7ポイント増加）。

貧困リスクの上昇に寄与しているその要因は、

子ども（16歳未満）の数である。3人の子どもが

－33－

図2 州別・社会的最低保障給付の受給率（2009年）

全住民に対する割合（%）

Quellen:StatistikderBundesagenturfu･･rArbeit,StatistischeA
･･

mterdes
BundesundderLa･･nder

資料出所：StatistischeA
･･

mterdesBundesundderLa･･nder（2011：9）
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いる世帯の貧困率は22％、4人以上の子どもがい

る世帯では、36％に達した。さらに、1998年と

比較した場合、特にその増加幅は、子どもの数が

多い世帯ほど大きい。子どもがいる世帯のなかで

も、ひとり親世帯はきわめて高い貧困率を示して

いる。ひとり親世帯の40％以上が貧困の状態に

ある。末子の年齢別にみると、単親世帯のなかで

も特に貧困率が高い世帯は、末子年齢が「3歳未

満」および「12～16歳」の世帯であり、ともに

50％を超える。特に、1998年対比で顕著なのは、

「12～16歳」において大きく高まっていることで

ある5）。カップルと子どもからなる世帯の貧困率

は、6％であり、住民全体のそれと比べて約半分

の値である。それでも、3歳未満の子どもが1人

いる世帯は、15％を超える。社会保障制度との

関連では、2007年に、育児休業中の所得減少分

を補填する両親手当制度（Elterngeld）6） が導入さ

れている。今回の調査結果では、1歳までの子ど

もがいる世帯の貧困率の減少がわずか5％ほどで

はあるが確認されており、政策効果と推測される

動きも見せている。

すでに2008年には、ドイツ社会で進行する所得

分配の二極化が指摘されていた（Grabka／Frick

2008）。所得の中位値の70％～130％を中間層と

定義すれば、この所得グループの変動は、1992

年から2000年まで相対的に安定している。しか

し、2000年以降大きく減少した。1992年に62％

であった中間層の割合は、2006年には54％となっ

た。対して、所得分配の下層と上層の割合は高ま

り、中間層は侵食され縮小している。

以上、SOEPの分析結果をまとめると、1998年

から2008年にかけて、ドイツにおける住民全体

の貧困リスクは大きく高まり、特に、子どもと若

年の成人、とりわけひとり親世帯における増加が

顕著であった。

ドイツ住民のうち社会的最低保障給付7）を受給

している割合をみると、2009年末、連邦全体で、

780万人が受給している。割合でいえば、9.5％、

住民の約10人に1人が何らかの最低保障給付を受

給していることになる（うち、673万人は、「求

職者基礎保障」受給者である）。地域別にみた場

合、図2をみるように、旧東地域における受給率

の高さが確認できる。最も高いベルリン州では、

その割合は、19.5％で、約5人に1人が受給してい

る割合となる（StatistischeA
･･

mterdesBundes

undderLa･･nder2011）。

社会移転給付が貧困率削減にどの程度寄与して

いるかを示したものが、図3および4である。ド

イツにおいて、貧困率は、社会移転によって約40

％削減されており、削減率は、EU27カ国平均を

若干上回る（EUROSTAT2010）。

Ⅱ 「ハルツ」改革と貧困

2002年以降、シュレーダー政権は、いわゆる

一連のハルツ改革に着手した。そのうちハルツ第

4法は、失業扶助制度と公的扶助制度である「社

会扶助制度」を統合し、新たに「求職者のための

基礎保障（Grundsicherungfu･･rArbeitsuchende）」

（社会法典2編）を導入し、失業者に対して「ひ

とつの手からの支援」を行うことが目指された

た8）。従来の「社会扶助制度」は、稼働能力の有

無によって二分されることとなり、稼働能力があ

る生活困窮者は、「求職者基礎保障」制度へ、高

齢者や障害者などの稼働能力がない生活困窮者は、

「社会扶助（Sozialhilfe）」（社会法典12編）と振り

分けられた。「求職者基礎保障」では、求職者本

人は「失業手当II（ArbeitslosengeldⅡ）」、その

家族は、「社会手当（Sozialgeld）」を受給する。

2011年9月時点で、「失業手当Ⅱ」受給者数は451

万人、「社会手当」受給者数は、171万人である

（BA 2011a）。従来、「失業扶助Arbeitslosenhilfe」

を受給していた失業者の生活水準は、従前の所得

保障から一気に最低生活基準に引き下げられるこ
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注）多数の国では、所得参考期間は調査年よりも以前となっている。
資料：Eurostat（ilc_li10andilc_li02）
資料出所：EUROSTAT（2010:101）

図3 社会移転前後の貧困率の変化（対人口比：2007年）

図4 社会移転後の貧困削減率（2007年）

注）多数の国では、所得参考期間は調査年よりも以前となっている。
資料：Eurostat（ilc_li10andilc_li02）
資料出所：EUROSTAT（2010:101）

図3および4の共通の凡例（国名表記）
BEベルギー BGブルガリア CZチェコ DKデンマーク DEドイツ EEエストニア
IEアイルランド ELギリシャ ESスペイン FRフランス ITイタリア CYキプロス
LVラトビア LTリトアニア LUルクセンブルク HUハンガリー MT マルタ NLオランダ
ATオーストリア PLポーランド PTポルトガル ROルーマニア SIスロベニア SKスロバキア
FIフィンランド SEスウェーデン UKイギリス ISアイスランド NOノルウェー CHスイス
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ととなった（布川 2004）。また、失業手当Ⅰの

給付期間は、最長32ヶ月の給付期間が最長18ヶ

月に短縮された。2008年改正によって、12ヶ月

を超える期間の給付を受けられるのは50歳以上

となっている（戸田 2010）。

この間、焦点になっているのは、子どもの「基

準額」に端を発した違憲判決である9）。連邦憲法

裁判所は、2010年2月9日に、現行の「基準額」

について憲法違反と判断した。結果的には、基準

の引き上げがなされたのは、成人のみで、子ども

の基準額は据え置きとなった。子どもの貧困問題

に対応して、基準額を引きあげるかわりに、2011

年から、「教育パッケージ（Bildungspaket）」が実

施されている。貧困家庭の子ども250万人を対象

に、託児所、学校における給食費、スポーツクラ

ブ、音楽クラブ費用の補助を行うものである。制

度利用対象者は、社会法典2編、12編、児童手当、

住宅手当受給者である。利用手続きが煩雑なこと

もあり、利用の動きは鈍いといわれている。

Ⅲ 緊縮財政下におけるドイツ貧困戦略

2010年までのリスボン戦略を引継ぐものとし

て、2010年6月17日、新たに策定されたのが「欧

州2020―知的で持続可能で包摂的な成長への欧

州戦略」（以下、「欧州戦略」とする）である。戦

略を通じて、ヨーロッパレベルの競争力、生産性、

成長の潜在能力、社会的結合を高めることを目的

としている。欧州理事会は、「欧州戦略」を量的

指標によってより可視化するために、次の5つの

主要目標を定めている（濱口 2010、大沢 2011）。

（1）雇用の促進、（2）イノベーション、研究お

よび発展のための条件の改善、（3）環境保護と

エネルギーに関する目標の実現、（4）教育水準

の向上、（5）貧困の削減による社会的統合の支

援、である。「欧州2020戦略」の実施にあたって

各国が定めているのが各国改革プログラム（NRP：

NationaleReformprogramme）である（BMWi

2011）。ドイツNRPにおいて、特に、貧困領域に

関連が強い項目と思われる（1）、（4）、（5）に関

連して、EUレベルとドイツ国内レベルの指標に

ついてそれぞれ見ていく。（1）雇用の促進につ

いては、EU全体の指標では、2020年までに、20

～64歳の就業率を現在の69％から75％に高める

とされる。これに対して、ドイツの指標では、同

年齢層の就業率を77％に引き上げ（2009年時点

では、74.8％）、さらに、高齢労働者（55～64歳）

の就業率は60％へ、女性の就業率は、73％に引

き上げることとされている。次の（4）教育水準

の向上については、EUレベルでは、学校中退者

の割合を10％以下にすること、および、30～34

歳における高等教育修了者の割合を少なくとも40

％に引き上げることとしている。ドイツでは、連

邦と州は、以下のことに努力する。早期の退学者、

中等教育の卒業資格がない、教育（職業訓練）中

ではない、直近4週間で非公式な教育施設に参加

していなかった、18歳から24歳の割合を10％以

下にする（2009年、11.1％）、30～34歳の高等教

育（あるいは同等の）修了者の割合を42％にす

る（2009年、40.7％）。

（5）貧困の削減については、EUレベルでは、

貧困ライン以下で生活する人々の数を25％削減

し、全体で2000万人減少させることが目標とさ

れている。貧困と排除のおそれのある人々の定義

に関して、欧州理事会は、（1）貧困リスク率、（2）

物質的な欠乏、（3）失業世帯で生活している人

の割合、の3指標を挙げているが、実際にどの指

標を選択するかは、各国に任せられている。ドイ

ツでは、長期失業が貧困と社会的排除の主な決定

理由であるとして、（3）の失業者世帯で生活し

ている人の割合のみを選択している。具体的な目

標数値は、長期失業者（1年以上の失業）の数を、

2020年までに20％減少するというものである。

Eurostatによれば、2008年、ドイツにおいて長期
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失業者数の数は、163万人であり、20％削減は、

つまり33万人の長期失業者の減少を意味する

（BMWi2011）。

ドイツNRPでは、社会リスク状態にある子ども

と青少年の社会参加のチャンスと教育のチャンス

の改善といった質的な目標も考慮すべきだとの記

述もみられるが、それを具体的に測定する指標は

挙げられていない。長期失業者数の削減という目

標設定に関しては、数の削減のみが目標として挙

げられ、長期失業者の生活状況の改善は問われて

いないことから、「どのような労働であっても、

失業よりはまし」というテーゼが絶対視される危

険性が指摘されている（Hanesch2011）。貧困削

減は、競争力や経済成長を目標とする「欧州戦略」

あるいは「NRP」を達成するための下位目標にす

ぎないのか、あるいは、社会的不利を真に改善す

る契機をなりうるのかどうか、もう少し注視する

必要がある。

ドイツの場合は、さらに、政府が独自に公表し

ている「貧困報告」の存在を指摘しなければなら

ない。1998年、それまでのCDU／CSU政権に代

わって新たな政権を担ったのは、SPDと緑の党の

連立政権だった（いわゆる｢赤緑連立政権｣）。

2001年に、第一次シュレーダー政権は、「貧困と

富裕報告（Armuts-undReichtumsbericht）」をは

じめて公表した。これによって、豊かなドイツ社

会においても「貧困」が存在することが公式に認

められ、国の政治的なアジェンダとなった。以降、

2005年に第二次報告、2008年に第三次報告が公

表されている。しかし、「貧困と富裕報告」は、

政権の期間内に一度の公表が予定されているもの

の、2009年に始まった現メルケル政権において、

次の公表時期は現時点で未定である。

上述したとおり、ドイツNRPでは、長期失業者

の削減が政策目標として掲げられてはいるものの、

むしろ実際の政策場面では逆行する事態も起きて

いる。2011年7月には、社会政策研究者や福祉団

体の代表者ら、31人が「すべての人のための労

働市場政策」をもとめる声明文を提出している

（DerParita･･tischeGesamtverband2011）。その内

容は、長期失業が依然として高い水準で推移して

いるにもかかわらず、長期失業者のための公的就

労や教育訓練などの予算が大きく削減されたこと

に対する緊急アピールである10）。すでに今年、

「求職者のための基礎保障」制度における統合給

付の予算は、25％削減され、46億ユーロになっ

た。さらに、来年、統合給付はさらに10億ユー

ロ削減されるおそれがあるという。景気の上昇の

恩恵を受けるのは、職業資格が高く、失業期間が

短い人であり、長期失業者は、制度内に滞留する

ことになるだろう。より迅速な斡旋効果が期待さ

れる人にのみに焦点化した労働市場政策ではなく、

高齢者や職業資格が十分ではない失業者、障害者

や慢性疾患がある人たちに対しても、労働市場に

再統合するためのチャンスを与えるためには、十

分な財政措置が必要とされている。Haneschは、

次のように指摘している。財政削減によって、職

業訓練措置などが従来もよりも短期になることが

想定されるなかで、確かに措置参加によって失業

者のカウントからははずされ、失業期間も中断さ

れることになるだろう。しかし、それは、長期失

業から、せいぜい「ミシン目があいた失業」ある

いは劣悪な雇用になるだけである（Hanesch2011）。

以上、主に経済的貧困に焦点をあてて、ここ10

年のドイツにおける貧困の動向と貧困対策、およ

び関連する社会保障制度の改正内容を見てきた。

生活保護制度における捕捉率がきわめて低い日本

の問題状況を考えれば、ドイツにおける公的扶助

制度の受給率の高さは最後のセーフティネットか

ら多くが漏れることなく救済されていることを示

すともいえる。しかし、言い換えれば、社会保険
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の防貧機能が縮小するなかで、ドイツ社会の約10

人のうち1人は最低生活水準の生活を強いられて

いるともいえる。EUにおける貧困戦略を受け、

国内では、複数のアクションプラン、貧困戦略が

定められ、また独自に3次にわたる「貧困と富裕

報告」が公表されてきた。しかし、そうした活動

の成果は、残念ながら貧困率の減少に結びついて

るとはいいがたい。むしろ、緊縮財政計画のもと

で貧困関連支出も削減され、これまで低所得者層

向けにさまざまなサービスを提供してきた福祉団

体、NPOの活動を直撃している。今後、貧困削

減に向けて、財政措置を伴った政策展開がどこま

で実行できるのかが問われている。

本研究は、科研費「ドイツの最低生活保障・失業保

障統合の法政策的研究」（基盤研究（B）21402011）の

成果の一部である。

注

1） 後述する「求職者」向けの公的扶助制度．

2） DIW（ドイツ経済研究所）が1984年から（東ドイ

ツ地域は1990年から），毎年，公表しているパネ

ル・データ（SOEP：Socio-oekonomischePanel）

である．

3） 採用されている相対的貧困線は，EU基準に従って，

等価可処分所得の中位値の60％である．

4） 所得分布の不平等度を示す指標．値は，0から1の

間をとり，1に近づくほど不平等度が大きくなる．

5） これは，同じ年齢層の子どもを持つカップル世帯

の推移と対照的である．この世帯では，1998年か

ら2008年にかけて貧困率は減少している．

6） 両親手当（Elterngeld）とは，育児のために休業も

しくは部分休業（週30時間以内の時短勤務も受給

可能）をする親の所得損失分の67％を補填する制

度で2007年に導入された．どちらか片方の親だけ

が受給する場合は最大12カ月間支給されるが，も

う一方の親も受給する場合はさらに2カ月延長さ

れ，最大14カ月間支給される．この追加の2カ月

分は「パートナー月（Partnermonate）」と呼ばれ，

二人目の親が育児休業を取得しなければ受給権は

消滅する．2009年の平均受給額は，月額941ユー

ロである（労働政策研究・研修機構，2011）．

7） 連邦・州統計局は，2006年から毎年，報告書『ド

イツにおける社会的最低保障』を公表している．

最新版は，2011年に公表された2009年版である．

報告書では，社会保障給付のなかでも，「社会的

最低保障給付」として「求職者のための基礎保障」

（求職者本人およびその家族を含む，社会法典2編），

「社会扶助」（稼働能力がない人に対する公的扶助，

社会法典12編），「戦争被害者給付」，「難民庇護法

による基準給付」の４制度の受給率を合計した数

値を算出している．

8） 法律制定は2003年12月29日，制度実施は2005年1

月1日である．

9） 裁判の経緯とその評価については，日本語論文で

は，嶋田（2011），ミュンダー（2011）が詳しい．

10）この緊急アピールについては，ダルムシュタット

大学のHanesch教授からご教示いただいた．
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本稿では、第一に、イタリアの貧困と社会的排

除1）の現状について概観し、その特徴として、著

しい地域間格差が存在すること、さらに反貧困・

反排除のための諸政策に関わる公的支出において

もその差は大きく、格差が再生産される傾向にあ

ることを確認する。続いて、第二に反貧困の政策

的特徴を、「補完性原理」のイタリア的導入を題

材として考察する。第三に、試行段階では肯定的

な評価を得ていたRMI（参加最低所得）が導入に

いたらなかった経過を参考に、「補完性原理」の

本来的意義の変容をたどる。最後に、地域社会を

ベースとした反貧困・反排除の意義と課題を挙げ

てまとめとしたい。

Eurostat2010年度統計によれば、イタリアの相

対的貧困率（全人口ベース、2007年、移転支出

調整後）は19％で、EU27カ国平均16％を上回る。

労働市場における地位別にみると、有業者の貧困

率10％（EU27カ国平均8％）、無業者の貧困率26

％（EU27カ国平均24％）、失業者の貧困率44％

（EU27カ国平均43％）、退職者の貧困率16％（EU

27カ国平均17％）となっており、EU平均の前後

に位置する数値となっている。ギリシャ、ポルト

ガル、スペイン等とならんで、いわゆる南ヨーロッ

パとしての特徴（高失業率、不安定雇用、男性稼

ぎ主型、親族ネットワークに依拠した互助的関係

等）を持つイタリアは、その国内においても地域

間格差が大きいことが特徴である。ここでは、そ
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はじめに Ⅰ イタリアの貧困と排除の様相

イタリアにおける貧困への視座と対策

田中 夏子

―地域間格差の再生産の背景にあるもの―

特集：貧困への視座と対策のフロンティア

■要約

本稿は、イタリアの貧困と社会的排除における、国内地域間格差が社会政策を経てもなお再生産される傾向にあ

ることを示した上で、諸政策の背景となる「補完性原理」に焦点をあて、同原理のイタリア的導入のあり方を検討

する。イタリアでは、「補完性原理」の「水平性」を重視し、非営利セクターと自治体との多様な協働関係を生み出

す一方で、国家レベルでの連帯原理の、社会政策への反映は後景に退く構図となった。その一例として、RMI（参

加最低所得）の導入が難航した経過をたどる。以上の考察を通じ、貧困・排除対策や実践は、コムーネと地域社会

に全面的に依存する形となっており、そのことが、社会サービス供給に際して、当事者視点での、多様な応答形態

を生み出す地域と、そうした社会装置の創出が困難な地域とを、明確に分かつ結果ともなっている点を仮説的に提

示したい。

■キーワード

補完性原理、垂直性・水平性、地域間格差、RMI（参加最低所得）、バッサニーニ改革



の格差の様相と、それが再生産される形で展開す

る社会政策の様相を、社会的コストの支出面から

概観しておきたい。

1． イタリアにおける貧困率の地域間格差

貧困、排除をめぐるイタリアの、EU内の位置

づけは、前述のように27カ国平均の線上かやや

下位に位置する。

しかしながら、上記の「平均値」は、表1「イ

タリアにおける相対貧困率（地域別）」2） に見る

とおり、地域別データと付き合わせると、イタリ

アの「代表値」としての意味をなさないことが明

らかとなる。イタリアにおける貧困問題の大きな

特徴は、こうした国内地域間格差の存在にあると

いえる。イタリアの南部問題は、戦後イタリアの

開発政策や、歴史的に形成された政治・社会的風

土に関わる議論、またパットナムのソーシャル・

キャピタル論にいたるまで、さまざまな切り口か

ら膨大な言及がなされてきた。例えば、開発政策

との関連で言えば、1950年代から1960年代初頭、

イタリアは相対的な低賃金を基盤に、他のヨーロッ

パむけに製造業を軸とした輸出拡大を遂げ、また

ヨーロッパ開発銀行からの融資対象として集中的

な投資を得たものの、南部の主要産業だった農業

が大幅に後退し、都市部への移民の輩出源となっ

ていった結果、南部諸都市の空洞化が進行した。

化学産業等の大型拠点開発の失敗、インフォーマ

ル労働の広がりも、南部の失業や低賃金の恒常化

につながっている。

また、地域「間」格差に加え、南部の地域「内」

格差も顕著となっていることを指摘しておきたい。

例えば2009年～2010年度の相対的貧困率をみる

と、モリーゼ州、カンパーニャ州、カラブリア州、

サルデーニャ州では同率が横ばいないしはわずか

であれ減少傾向にあるのに対し、バジリカータ州、

シチリア州の2州では増加傾向をたどっており、

「南部」内格差の拡大傾向を示唆している（表2）。

2．労働市場への参入状況と地域間格差

こうした国内「南北」を軸とする地域間格差の

形成要因は多岐にわたり、しかも相互に関連しあっ

ているが、その中の、大きなものの一つが労働市

場の様相である。イタリアの社会保障体系は、そ

の給付費構成からみても、社会保険部門が突出し

て高い（2007年データで67.6％。特に被用者を対

象としたINPSによる年金がその主要構成要素）

が、生活の保障度は社会保険への包摂状況すなわ
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表1 イタリアにおける相対貧困率（地域別）

北部
イタリア

中部
イタリア

南部・島しょ部
イタリア

イタリア
全国平均

2010 4.9 6.3 23.0 11.0

2009 4.9 5.9 22.7 10.8

2008 4.9 6.7 23.8 11.3

2007 5.5 6.4 22.5 11.1

2006 5.2 6.9 22.6 11.1

2005 4.5 6.0 20.4 11.1

2004 4.7 7.3 25.0 11.7

2003 5.8 5.8 21.6 10.8

出典：Istat,Statistichereport;Anno2010Lapovertàin
Italia,15luglio2011および Istat,Statistiche
report;Anno2007LapovertàrelativeinItalia,
15luglio2008より作成。

（％）

表2 南部イタリアにおける相対的貧困率（2009、2010）

南部イタリア諸州 2009 2010

アブルッツォ － 14.3

モリーゼ 17.8 16.0

カンパーニャ 25.1 23.2

プーリア 21.0 21.1

バジリカータ 25.1 28.3

カラブリア 27.4 26.0

シチリア 24.2 27.0

サルデーニャ 21.4 18.5

南部平均 22.7 23.0

出典：Istat,Statistichereport;Anno2010Lapovertàin
Italia,15luglio2011より作成。

（％）



ち労働市場への参加状況と直結した仕組みとなっ

ているからである。つまり生活の安定度は、労働

市場における地位と密接な関係にあるといえよう。

そこで、労働市場における参入状況を失業者統計

及び非活動者統計によって確認しておこう（表3）。

表3「地域別・男女別に見た失業率および労働

年齢人口における就業率（2010年）」により、失

業率をみると、南部は北部の2倍強、労働年齢人

口の就業率についていえば、男性の場合で北部が

南部を20％上回り、女性の場合に至っては、25

％以上の開きがある。南部は、非就業者がそのま

ま失業者となるわけではなく、家族ケアやインフォー

マル労働あるいは極めて不安定なスポット労働に

従事しているケースが少なくない。そうした労働

形態、すなわちコマ切れの賃仕事の組み合わせに

よる家計運営が定着をしているため、正規労働市

場へのアクセスをあえて求めるインセンティヴも

減少しており、それが、失業率を見かけ上、抑え

ていると推測される。にもかかわらず、特に15

歳～24歳までの若年労働者の失業率は高く、イ

タリア平均で男性23.3％（2009年）、女性が28.7

％（2009年）、南部となると男性33.1％、女性

40.9％であり、南部では、学校を終え、社会人と

なって一歩を踏み出そうとする若年層の3割～4

割が、卒業後に自らの社会的位置づけを得られな

いまま、20代の大半を費やさねばならない。そ

の社会的費用は、個人にとってはもとより、社会

にとっても大きな損失となろう。

さらに、若年層の場合、プロジェクト予算での

有期雇用や、「CoCoCo」と呼ばれる準従属的労

働（2003年までは労働法上の保護が不適用だっ

た）等、たとえ仕事とめぐりあったとしても、雇

用の質の面からみて不安定な地位にとどめおかれ

ることが少なくない。

3． 社会政策展開における地域間格差

南部イタリアの、こうした経済的不利益は、そ

の他の経済的指標によっても顕著である。例えば、

一人当たりのGDP（2009年）についてみると、

北西部イタリアが23,845ユーロ、北東部イタリア

が23,761ユーロ、中部イタリアが22,413ユーロな

のに対し、南部・島しょ部は、13,688ユーロと、

北部のそれの6割弱にとどまる。この格差が、一

人ひとりの市民の生活に影響を与えることは、先

の議論からも明らかだが、その厳しい生活を支え

るべき公的主体、特に基礎自治体の財政状況にも

大きな影響をもたらし、そのことが、再分配や社

会政策の展開においても、地域間に格差を再生産

している。以下ではその様相について、地域別の

社会的支出を中心に見ていきたい。

（1） 児童福祉、高齢者福祉関連支出の地域間

格差

後述するように、イタリアでは、補完性原理に

即し、2001年の憲法的法律第3号に基づく憲法改

正によって、国の行政権限を大幅に地方、特に第

一義的にはコムーネに帰属させた。社会保障領域

も例外ではない。イタリアの社会保障は「保健・

海外社会保障研究 Winter2011 No.177
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表3 地域別・男女別に見た失業率および労働年齢人口における就業率（2010年）

北部イタリア 中部イタリア 南部・島しょ部 イタリア全国

男 女 男 女 男 女 男 女

労働年齢人口15-64
歳における就業率

78.3 56.1 71.4 51.8 57.6 30.5 67.7 46.1

失業率 5.1 7.0 6.6 9.0゚ 12.0 15.8 7.6 9.7

出典：Istat,FlashAnno2010OccupatieDisoccupati,2011aprileより作成。

（％）



医療」「社会保険」「社会的援助（社会福祉）」に

よって構成されるが、このうち、コムーネの関わ

りが強いのは、社会保障支出の1割弱を占める

「社会的援助」、とりわけ社会的サービス部門の現

物給付及び困難層に対する生活最低保障（minimo

vitale）等の現金給付である（表4）。その他の、

社会保障支出の2割強を占める「保健・医療」に

ついては、財源・運営ともに州が中心となり、ま

た同支出の7割弱を占める「社会保険」（老齢年

金を軸に失業手当、労災補償等を含む）について

は、全国社会保障機構（INPS）や全国労災保険

機構（INAIL）が統括する3）。

従って、地域による対応のあり方が大きく異な

る分野は、主として、コムーネが事業主体となる

社会援助領域の社会的サービス部門である。既述

のように、支出金額からすると、社会的援助領域

は、全体の1割弱、現物給付に絞れば全体の3％

をカバーするにすぎないが、それでもコムーネが

社会的援助領域において積極的な政策を展開する

場合には、社会的企業やボランティア組織、アソ

シエーション等、市民社会の側からの社会サービ

ス（福祉、労働、社会参加）供給主体の台頭と、

それら諸主体間の対話や協働につながるケースも

少なくない。つまりコムーネによる社会サービス

に対する公的投資は、社会保障関連支出全体から

みるとその割合は小さいものの、社会関係の創出

や拡充にとっての必要条件となり得る点で重視に

値すると考えられる。

表4に見る分担に沿って、児童福祉、高齢者福

祉を例として、コムーネにおける支出状況を地域

別に見たのが、表5「コムーネの社会的支出の動

向」である。まずコムーネの経常的支出における

社会的支出の比率についてみると、全国平均が

19.6％に対し、北東部イタリアの諸州に位置する

コムーネは、これを顕著に上回る。また、児童一

人当たりに対する支出額は地域によって大きく差

があり、最大のリグリア州に比して、最小のカラ

ブリア州は1／7にとどまる。さらに高齢者一人当

たりに対する支出にいたっては、最大のフリウリ

ヴェネツィア・ジューリア州に比して、南部諸州

－43－

表4 社会的援助領域の運営分担

事業名 財源・事業主体 備考

社会年金・社会手当 INPS 65歳以上高齢者への無拠出扶助的年金

障害年金 INPS、州

家族手当（3人以上の子ども有） INPS、コムーネ

家族手当（出産・育児） INPS、コムーネ

家族手当 INPS 労働者世帯対象

家賃助成 社会資本・運輸省

困難を抱える家族への最低額補助 コムーネ 実施にあたっては、コムーネの予算的制約を
慎重に検討

減税 コムーネ・州 同上

社会的サービス コムーネ、県、ASL 情報提供・相談サービス、経済的援助（最低
生活保障制度）、在宅支援サービス、入所型サー
ビス、里親委託、保育所、高齢者・障害者対
象のデイサービス、社会的に不利な立場にあ
る人々の社会参加・労働参加を促進するサー
ビス、緊急シェルター、困難層への住宅関連
支援、高齢者対象の所得保障等

出典：MaurizioFerrera,"Lepolitichesociali",ilMulino,Bologna2006p240-242より作成。
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のコムーネは、その1／20以下のところも多い。

（2） 分野別・地域別の社会サービス専門職

確保のための支出動向

次に分野別・地域別の社会サービス専門職確保

のための支出動向を見てみよう（表6）。貧困や

社会的排除は、問題の発見、対象者との関係構築、

サービスの設計、地域資源のコーディネート等、

まさに人的資源の拡充なくしては、対応困難な分

野である。その意味で、人材への投資は、その地

域における諸問題の解決にとって必要条件であろ

う。

しかしながら、南部、次いで中部においても、

他の諸地域と比較すると分野にかかわらず、人的

資源への投資は少ない。特に南部の代表値でもあ

るカラブリア州は、表2に見たようには、貧困率

が極めて高いにもかかわらず、各分野の合計が

1,636ユーロと突出して低い値（全国平均の3割以

下）となっている。社会サービス専門職自体は、

1998年以降、この10年間で、25,417人から35,754

人と10,000人強、全国で増え、その伸び率は40.7

％だが、カラブリア州の伸び率は24.7％と全国最
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表5 コムーネの社会的支出の動向（コムーネ経常支出の締める社会的支出比率、
子ども一人あたりの社会保障支出額、高齢者一人当たりの社会保障支出額2008年）

出典：MoniaGiovanettieRaffaelaMilano,"Strategielocalidilottaallapovertà;Cittàeconfront;Lapovertàele
famiglie",Cittalia 2010,Romaより作成（データは2008年）。網掛け部分は、イタリア全国平均値を上回る州。

区
分 州名

コムーネの経常的支
出に占める社会的支
出割合（保健・社会
福祉・文化教育）
（％）

コムーネの6歳未満
の子ども一人あたり
の社会保障支出額
（ユーロ）

コムーネの高齢者一
人当たりの社会保障
支出額
（ユーロ）

北
西
部

ピエモンテ 15.5 1157.5 73.8

ロンバルディア 22.7 1190.3 76.0

リグリア 16.0 1452.8 51.3

北
東
部

トレンティーノアルトアディジェ 14.7 1388.8 109.3

ヴェネト 25.1 750.5 41.9

フリウリヴェネツィアジューリア 23.6 1255.4 209.2

エミリアロマーニャ 29.6 1550.0 112.6

中
部

トスカーナ 22.9 1112.1 64.9

ウンブリア 18.2 919.7 14.3

マルケ 22.8 847.9 100.8

ラツィオ 17.2 453 10.4

南
部

アブルッッォ 15.9 530.4 9.2

モリーゼ 11.6 376.4 6.2

カンパーニャ 13.3 366.7 12.4

プーリア 16.2 440.4 14.6

バジリカータ 18.6 492.6 4.7

カラブリア 12.6 196.1 9.9

シチリア 16.9 466.3 20.0

サルデーニャ 30.4 616.9 77.8

全
国 イタリア 19.6 855.2 57.3

（単位は表中に表記）



小である（ただし、社会福祉専門職一人あたりの

住民数をみると、カラブリア州の場合、1,066人

であり、全国平均1,667人を大幅に下回っており、

この点をみれば相対的に「手厚い」配置となって

はいる）4）。

4． 小括

本項Ⅰでは、イタリアの貧困問題の数量的把握

とそこに存在する地域間格差、さらにはそうした

諸問題への対応策の基礎となるコムーネの移転支

出から見ても、地域間格差をそのまま温存した展

開となっていることを確認した。イタリアにおけ

る社会政策、特に「貧困と排除との闘い」を含む

社会的援助部門の特徴として、あらためて、以下

の2点を確認しておきたい。

第1点目は、貧困への対応や排除との闘いは、

当然ながら国レベルの計画のもとで推移するが、

実態としては、現状把握も処方箋づくりも、現場

（コムーネ）における試行錯誤に依拠して、自治

体（州と基礎自治体）権限に大幅に委ねられてお

り、対応における地域間格差を縮める国家として

の機能は不充分である、という点である。貧困や

社会的排除への対応をめぐる地域間格差の是正機

能の拡充について、国の政策文書に積極的な姿勢

は見られない。むしろ地方分権化の流れの中で、

地方政府、特に、自治体にとっては権限と同時に

負担が急速に増加をしていくことがうかがえる。

第2点目は、年金を除く移転支出の貧困削減率

への寄与度が低いことである（2008年データで

は、年金を除く移転支出による貧困削減率は4％、

EU15カ国中、ギリシャに次いで下から2番目となっ

ている）（GiovanettieMilano,p.13）。このこと

は、貧困と社会的排除への対応を担う「社会援助」

の機能に大きな課題があることを意味しており、

「社会的援助」への支出額が、「医療・保健」「年

金等の社会保険」に比して1割未満と、相対的な

重要度が小さいこと、およびその内訳をみるとサー

ビス給付の割合が、現金給付の約1/2で推移して

いる点（社会保障関係給付のうち、社会的援助の

現金給付分は5.6％、現物給付は2.9％ 2007年デー

タ）ともかかわる。

そこで本稿後半では、特に上記の第1点目に対

応する議論として、国と自治体との関係を構築す

る上で重視されてきた「補完性原理」のイタリア

的展開について言及していきたい。この「補完性

原理」の捉え方が、社会政策をめぐる国と地方政

府の権限配分に大きな影響を与えていると想定さ

れるからである。また、RMI（参加最低所得）を

めぐる議論をたどりながら「補完性原理」と実際

の政策動向の関連を仮説的に考察していくことと

する。
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表6 住民1000人当たりの社会サービス専門職に対する支出状況（2005年）

分野 家族・児童 障害者 依存症 高齢者 移民･ノマド 貧困その他 計

北西部イタリア 3551 1073 188 1930 528 954 8225

北東部イタリア 2751 1044 151 2184 491 858 7442

中部イタリア 1251 644 109 796 289 566 3655

南部イタリア 1413 466 131 514 110 393 3028

島しょ部 2265 965 205 1071 98 949 5553

イタリア 2290 827 154 1322 326 726 5644

出典：MinisterodellavoroedellePoliticheSociali,"QuadernidellaricercaSociale3;Povertàedesclusionesociale",
2010,p183

（ユーロ）
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EUとそれを構成する諸国家との関係において、

どのような権限配分が望ましいか、そのあり方を

模索し、構築するプロセスとして提起されたのが

「補完性原理」である。同原理は、より上位にあ

る共同体（EC、EU）は、その権限の範囲内での

み行動すること、すなわち、EUが加盟国間の条

約において、排他的権限を付与されていない場合、

その政策については、加盟国が行うことを原則と

する考え方である。しかしそれにとどまらず、

「国家と地方自治体」さらには「国家・地方自治

体と市民社会」の関係をも大きく規定する原理と

して機能するにいたっている。EUレベルで原則

化された補完性原理規定の、イタリアにおける導

入・適用は、どのような特徴があるのだろうか。

ここでは二つの特徴をあげておきたい。なお、イ

タリアにおける補完性原理導入の経過については、

（P.DonatieI.Colozzi,2005）を参考に議論を進

めることとする。

1． バッサニーニ改革と補完性原理

高橋利安によれば、補完性原理のイタリアにお

ける法制度上の適用は、法律142号（1990年）

（「新地方自治法」）、バッサニーニ改革（1997年～

1999年、特に法律59号（1997年））、そして憲法

的法律3号（2001年）等によって定着したとされ、

例えばその中核的規程、法律59号第4条第3項aで

は次のように補完性原理が示されているという

（高橋、2008、pp.73-74）。やや長いが引用をした

い。「その規模では行うことができない権能を除

いて、行政事務および権限の全体は、それぞれの

領域上、連合上、組織上の規模に応じて、コムー

ネ、県、山岳共同体に帰属する。さらに社会的意

義のある機能や事務の、家族、結社、および共同

体による実施を促進するためにも、公的責任を関

係市民に地域的にも機能的にも最も近い当局に帰

属させる」（1997年法律59号第4条第3項a）。

本稿との関連でいえば、確認すべき点は二つあ

ろう。第一は、国と地方自治体の権限関係につい

て、「公的責任を関係市民に…最も近い当局」が

担うべきとしている点である。これは、EUにお

ける補完性原理の沿った規定といえよう。第二は、

条項後半「社会的意義のある権能や事務」につい

て、その実施を家族、結社（この場合広義のアソ

シエーション）、共同体（この場合、各種の地域

自治組織、地区議会（Circoscrizione）等）に委託

すると宣言している点である。すなわち、国から

地方政府への権限移譲に際して、地域社会におけ

る非営利・あるいはインフォーマルな諸集団によ

る「サービス実施促進」を当然の前提としている

ことが読み取れる。言い換えれば、「関係市民に

最も近い当局」の活動と、そこに住む人々、諸集

団が、権限、事務、サービスを直接に担っていく

という構図がここから浮上する。

90年代後半に展開したバッサニーニ改革につ

いで、これらの改革の前提として2000年に発効

した社会福祉基本法（法律第328号2000年）では、

1条第5項において「当該サービスの運営と供給

は、公共部門によって担われるほか、社会的措置

の計画立案とその協調的な実現に能動的に参加す

る団体」を有力な担い手として認め、さらに第5

条で「サードセクター」を具体的な事業実施者と

して積極的に位置づけている。

以上のことは、補完性原理の導入・適用にあた

り、同原理に「垂直的」「水平的」の二つの形容

句を付して使い分けていることからも明らかであ

る。一般的に「垂直」性については、国、州、コ

ムーネ、山岳共同体（広域の行政組織）間におけ

る、より下位への権限移譲を意味する。それに対

し「水平性」については、高橋は、「公行政の領

域と私的主体への配分…（中略）と理解しうる規

定が盛り込まれているが非常に曖昧」で、法規定
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の「全体の文意からも直接的に水平的補完性を意

味すると解釈することは困難であるとされている」

という（高橋、2008、p.73）。

2．「水平的」補完性原理とは

そこで、本稿では「水平性」をめぐるイタリア

研究者による理解の一例を示しておきたい。社会

学者Colozziによれば、公的機構相互の関係につ

いて言及する際には、補完性原理に「垂直的な」

という形容詞が付され、他方で、市民社会と公的

機関との関係に言及する際は、「水平的補完性」

とする表現が根づいたとされ、この点は高橋の指

摘と一致する。

さらにMaccariniは、「水平的補完性は、より下

位の機構に対して、法的能力と主導権をゆだねる

だけでなく、組織化と執行にとって必要な財政的・

行政的手段もゆだねるものである」とした上で、

いわゆる行政から市民への委託事業の中で依然と

して主流を占める「単純なアウトソーシング」に

ついて次のように述べる。「いうまでもなく、補

完性原理の趣旨に合致しているとはいいがたい。

特に『水平的補完性原理』にはほど遠い。イタリ

アの社会的サービスにおけるアウトソーシングは、

初期は随意契約で、後に競争入札によるものとなっ

た。アウトソーシングにあたっては、外部化によ

り自治体のコスト軽減が見込まれる労働集約性の

高い分野であること、サービス内容が定式化／標

準化されていること、自治体が直営的に実施すべ

き固有の優位性が存在しない分野であること等が

実施の基準とされた。また何をアウトソースする

かの決定も、自治体行政内部で完結しており、トッ

プダウン的な仕組みのもとで運営されるケースが

ほとんどである。民間事業者の位置づけは、下請

け的、補助的なものにとどまった」（Maccarini,

2005,pp.119-120）。5）

地方制度改革は、さまざまな政治的ベクトルの

もとで展開する。そうした中で、「垂直的補完性」

のみに依拠すれば、現場のイニシアティヴの尊重

をうたいつつも、市民セクターは下請け化する。

したがって、補完性原理に対して改めて「水平的

性格」を付与することは、社会福祉領域がコスト

削減原則のもとで市場化されることに、一定の歯

止めをかけると同時に、下請け的性格を脱して、

プロジェクトの協同推進者としての関係構築を、

自治体、市民セクター双方に促すことが期待され

ている。

3． 小括

本項Ⅱでは、イタリアが、1990年代後半より、

補完性原理を根拠として、地方分権の推進をはかっ

てきた経過を概観した。補完性原理は二つの異な

るベクトル、すなわち当事者や当事者に近い地域

社会を、国家的介入から保護する意図と、同時に、

責任を個人に、あるいは家族に、また同様の論理

で、社会政策選択の第一義的な責任を地方自治体

に帰属させる発想を内包している。したがって、

自己責任論や新自由主義的発想に通じるとして批

判されることも少なくない。イタリアの場合、こ

の二つのベクトルを、補完性原理には前者に軸足

を置く形で再構成する道をさぐってきたといえる。

例えば、Colozziは、上記二つの方向性に加え、

補完性原理には「担い手を、責任を負う形で主体

化する、第三の機能」も存在するとし、そこに同

原理の「水平的機能」を重ねる。市民による正し

い権利要求が、コストカットの論理を優先せず、

「具体的にはっきりとした形でニーズが存在する

際は、（国家に）その救済を責任として課す連帯

原理」が補完性原理には伴うことが強調されてい

る。しかしながら、イタリアにおいては、その国

家による連帯原理の具体化もまた、紆余曲折を経

ている。その事例として、次に国家が普遍主義に

担うべきとされる反貧困を目的とした公的扶助政

策、「参加のための最低所得」（RMI）についてみ

ていくこととする。
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前項では、地方分権および権限配分、地方政府

のイニシアティヴが強調される社会政策の枠組み

において、国家による連帯原理を置き去りにしな

いロジックが模索されてきたことに触れた。以下

では、そのロジックがどのように機能しているの

か、あるいは機能困難となっているのか、RMIを

題材に検討したい。イタリアは、EU27カ国の中

で、ハンガリー、ギリシャと並んで国のレベルで

RMIの導入を行っていない。1999～2001年の実験

段階を経て反貧困に効果ありとの肯定的な評価が

確認されたものの、最終結論においては導入にい

たらなかった。本項では、その経過を追いつつ、

社会政策のイタリア的展開の課題に言及する。

1． RMI導入にあたって問題とされたこと

貧困に対応する公的扶助政策をみると、1990

年以前は、一連の所得保障制度（例えば年金、失

業に伴う給付、家族手当等）の枠組みが社会保険

制度と連動しており、したがって市民にとっては、

労働市場内にとどまることが、生活防衛にとって

重要とされてきた。日本の生活保護制度に当たる

「最低生活保障制度」（minimovitale）は、国の管

轄ではなく、州および基礎自治体コムーネの管轄

とされており、INPSの年金最低額に相当する額

を基準として、その基準額と救済対象者の実際の

所得との差額分の補てんが行われていた。なお、

1990年代までは、イタリアはこうした「最低生

活保障制度」以外にも、コムーネごとにさまざま

な経済支援策が設定されており、さらにはコムー

ネ以外の多様な供給主体による保障制度も複雑化

していた（小島・小谷、1999、pp.383-392）。

しかし、それらが十全に機能しているとはいえ

ず、非効率で不平等な運用となっている点が制度

上の課題として指摘されるようになり、国の管轄

による全国統一的な、普遍的所得保障制度の構築

が必要視されるようになっていった。なおRMIを

めぐる議論の変遷は、（小島、2004、2006、2009、

2010）に詳しい。

RMIが制度として盛り込まれたのは、2000年の

法律328号「社会福祉基本法」においてであった。

まず、労働と連動した社会保険システムによって

はカバーできない社会層6）を対象に、所得保障と

社会サービス給付の統合が唱えられ（第22条）、

「参加のための最低所得（RMI）」の「拡大」が謳

われた（第23条）。

しかしRMIは、中道左派から中道右派への政権

転換（2001年6月）の後、憲法改正を伴う国・地

方間の権限関係の大きな改革の中で、当初とは異

なる方向に動いていった（小島、2009、pp.278-

279）。RMIは「最終段階所得（Redditodiultima

istanza＝RUI）として、国の役割を限定的なもの

とし、州、基礎自治体であるコムーネが中心的な

担い手とされた形で再提案され、財源も三者の一

般財源からの支出とされた。

RMIについては、政権転換と同時期、過去3年

間の試行を振り返った評価報告書が発刊され、そ

の施策の優位点と課題が指摘されている。優位点

としては、「行政裁量」を廃し、客観的指標に基

づいて給付が可能であること、地域社会における

社会的資源の連携、子どもへの教育サービスの拡

充が貧困軽減にもつ効果の大きさ等が指摘された。

反面、主として地域間格差（給付の必要性をめぐ

る認定、サービス給付の担い手不足）が課題とさ

れた（小島他、2004、pp.75-77）。RMIの趣旨か

らすれば、全国共通、普遍原則によって、それぞ

れの自治体の財政事情に左右されない対応と給付

が重視されるべきところだが、それが中道右派へ

の政権移行後は「国法によっては受給対象者の特

定が不可能である」との判断が下され、結果とし

て、RMIはRUIとして、国ではなく、州が責任を
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負う形の制度へと切り替えられたのである。

2．「絶対的貧困」層重視による政策対象の

絞り込み

しかしRUIは、その施行のために必要とされる

年度ごとの財政法が違憲とされる等、国と州の権

限配分を巡る混乱の中で頓挫することになった。

その後、2006年には再び中道左派政権によって

RMIの再開が掲げられるも、再度の中道右派への

政権転換を経て、その取り組みは消極化した。同

政権のもとで発刊された「社会モデル将来像」白

書（2009年5月、労働・健康・社会政策省）では、

全体の基調が、「家族」を中心とした互恵的な地

域社会の活性化と、労働市場への包摂・参加の推

進を促すものとなっている。特に貧困に対しては、

絶対的貧困と相対的貧困のうち、前者を喫緊課題

と見なすものの、後者については、所得格差の水

準把握に有用である、との言及にとどめている

（小島、2010、p.82、pp.96-98、p.104）。

ちなみに絶対的貧困の対象世帯（者）数は、

112万6,000世帯（289万3,000人）、総人口の4.9％と

なり、相対的貧困世帯（者）237万7,000世帯（78

万人）、総人口の13.6％（2008年データ）（Ministero

delLavoroedellePoliticheSociali,2010,p.33）

となっており、主たる政策対象を前者とするか後

者とするかで、社会政策のあり方は当然、下記の

ように大きく異なってくる。すなわちRMIから

RUIへの切り替えに伴う貧困率の捉え方の変更と

も読めよう。

白書では、「この必要性へのまず第一の回答は

労働であり、貧困対応の優先策は、積極的社会及

び包摂的労働市場の促進である」とした上で、

「しかし社会には、強度のリスクと排除にさらさ

れている者（独居高齢者、自立生活を送ることが

困難な高齢者世帯、シングルマザー世帯、障害者

等）が存在し、この場合は労働が貧困対応となり

得ない。…中略…こうしたケースでは所得保障を

含む介入が、重要となり得る」として、RUI導入

の意義を認めているものの、所得保障と社会参加

支援を車の両輪とするRMIの含意は大きく変更さ

れ、いわゆるワーク・ファーストモデルとして位

置づけなおされた。このことは「南部イタリアに

広がる闇労働の就労者に対してRUIを用いること

は、その労働者を闇労働に留め置く『わな』とな

り得るので慎重でなければならない」といった指

摘や「RUIは、究極的な社会的困難に対して、他

にまったく解決方法が存在しない場合に限っての

み、地域、世帯状況について調整された厳格な基

準に従ってその効果を発揮しうる」等の同白書の

指摘からも明らかである（Ministerodellavoro,

dellasaluteedellepolitichesociali,2009,pp.46-

48）。すなわち、RUIは、広範に広がる闇労働のも

とでのワーキングプアの処方としては望ましくない

とされ、その適用は極めて限定的なものとされた。

3． 小括

本項Ⅲでは、全国包括的な所得保障政策が、対

象限定的な、地方政府に依拠した制度へと縮小さ

れた流れを追ってきたが、中道左派から中道右派

への政権交代の中で、2000年代後半には、国家

財政のひっ迫を理由とした社会的支出の削減、労

働分野における各種の規制緩和や自由化、行政の

簡素化・効率化施策が展開された結果、「貧困と

排除との闘い」のあり方も、その影響下で変化を

していったといえよう。前項Ⅱで述べた補完性原

理に伴う、国家単位での連帯原理のロジックは、

少なくともRMI、RUIについてみる限り、後景に

退いたと言えよう。

本稿では、著しい地域間格差の把握から始まっ

て（Ⅰ）、その格差が解消に転じることが難しい

制度的な背景の一つとして、補完性原理をめぐる
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議論を取り上げ（Ⅱ）、同原理のイタリア的受容

と関連してRMI（参加最低所得）については紆余

曲折の後、地方政府に依存することとなった経過

を見てきた。

社会福祉基本法（法律第328号2000年）第2条

（受給権）では、「貧困者、低所得者、肉体的・精

神的障害により社会生活や労働市場への参加が困

難であり、よってみずからのニーズにまったくあ

るいは部分的にしか備えることができない者は、

社会的措置・サービスの統括システムから支給さ

れる給付・サービスを優先的に受ける」（司法当

局の措置に服している者も含む）ことを「普遍的」

に保障するとなっている。しかしながら、実際は、

本稿のⅠに見たように、年金による移転支出後の

貧困削減率は小さく、受給権の保障は極めて限定

的である。ナショナルなレベルでの対応として期

待されたRMIも、その性格を変え、例外的な最終

手段としての所得保障であるべきとされた。

補完性原理導入に際しては、イタリアは「水平

的」というレトリックを生み出し、非営利セクター

と自治体との協働事業は豊かに生み出したものの、

同原理が国家レベルの連帯原理と連動するとした

ロジックは、制度政策面で十分な展開をみず、もっ

ぱら「垂直的」側面が重視された結果、貧困・排

除対策や実践は、コムーネと地域社会に全面的に

依存する結果となった。

その後、RMIは南部諸州を含め、州独自で試行

を継続しているケースもあるが、地方自治体にお

いては、州、コムーネ問わず、財政逼迫の中で課

題は多い。例えば当事者の社会参加、労働参加を

支える非営利セクターは、参加促進の事業を多岐

にわたって展開する一方で、その発注側である自

治体からの事業委託費遅配により、経営困難や事

業所閉鎖に追い込まれる等、所得保障の直接の縮

小に限らず、制度を支える社会的環境に多くの矛

盾が及んでいる。地方レベルだけでは支えきれな

い実態が今後は明らかになってこよう。

注

1） イタリア労働社会政策省による2010年ヨーロッパ

貧困対策年発行の年次調査報告書2010年版では，

社会的排除される主体が多様化しているとして，

以下の社会的カテゴリーを挙げている．①ミクロ

な逸脱行為を犯し，「初期受け入れセンター」で

対応した青少年（うちイタリア国籍は61.7％，4割

近くは東欧，アフリカ，アメリカ，アジア国籍）

や少年刑務所で服役中の青少年，②犯罪組織の国

際的ネットワーク化に伴って，武器，薬物の売買

に巻き込まれる青少年，③管理・強制買春の対象

とされる移民女性，④イタリアのGDPの9.2％

（2008年データ）の生産活動を担いながら，不安

定な経済生活を余儀なくされている外国人移民・

難民，⑤差別的なスティグマのもとに教育や労働

へのアクセスに困難を有し，劣悪な住宅環境にあ

るロマ，シンティ等少数民族，⑥ホームレス，⑦

家庭内放浪（barbonismodomestico；住居はいずれ

かの形で確保しているものの，生活放棄に追い込

まれている独居高齢者，障害者，あるいは家族と

共にありながら介護・介助が行われていないケー

ス），⑧若年型ホームレス（punkabestia；薬物依存，

社会に対する反感，家族とのコンフリクト等をきっ

かけとした家族からの離反），⑨貧困，薬物，健

康疎外，学校からの排除等の困難にさらされる服

役中の者及び刑余者，等を挙げる．とりわけ，住

居問題については，⑤～⑧に見るように，さまざ

まな困難に連動する共通課題であると見なし，

2007年～2011年の「経済財政5カ年計画」におい

ても重点項目に位置づけられている．なお，イタ

リアの近年の住宅事情およびその政策的対応につ

いては（小島，2008，pp.93-96）に詳しい．

2） イタリア統計局Istatが毎年発表する「イタリアに

おける貧困」年次報告では，通常，2種の貧困率

が示される．一つは相対貧困率として，可処分所

得ではなく，世帯における月あたり消費額を基準

値として，年毎に地域別・世帯類型別に設定され

た消費基準値を下回る世帯・個人を相対的貧困層

とみなす．もう一つは絶対貧困率として，最低限

の生活を営むのに必須とされる額を基準として，

年毎に地域別・世帯類型別に設定された必須基準

値を下回る世帯・個人を絶対的貧困層とみなす．

絶対的貧困率の算定方法については，www.istat/

dati/catalogo/20090422_00/を参照．

3） なお，社会保障支出から見たイタリアの特徴を補

足すれば以下の通りである．まず，GDPに占める

社会保障支出比率は26.7％（2007年データ）でEU

27カ国中第8番目の多さとなっている．また分野

別支出構成（2009年データ）をみると，保健・医
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療が25.8％，障害年金が6.0％，老齢年金が51.0％，

遺族年金が9.4％，家族及び出産・子ども関連の給

付が4.8％，失業及び社会的排除対策3.0％となっ

てある．2003年～2009年の間で，構成比に大きな

変化はない．社会保障支出に占める老齢年金+遺

族年金割合が6割強と高率であること，それに比

して，家族対象の給付や失業・社会的排除との闘

いへの支出が低くなっていること等が特徴として

挙げられよう（データはIstat"100statisticheper

capireilPaeseincuiviviamo;edizione2011"）．

4） この問題は，その専門職の雇用条件も含めて検討

の必要があろう．筆者がサルデーニャ州サッサリ

市でインタヴューしたソーシャルワーカー（女性

30代）は，1年毎の有期契約で，継続雇用されな

い年もあるという，不安定な就労環境にあった．

また，シチリア州カターニア市でインタヴューし

た，多文化教育等移民問題に携わるワーカー（男

性30代）は，時給は比較的高いものの数か月単位

の有期契約であった．特に移民政策は政権によっ

て方針が大きく左右されるため，他の福祉領域に

比して，専門職としてのコンスタントな活動が保

障されないという．

5） 別の資料からも，例えば，社会政策の先進地とさ

れるエミリア・ロマーニャ州においても，レガコー

プ系の社会的協同組合では，自治体からの事業受

託にあたってその約70％が競争入札による決定と

なっており，一部には，社会的指標の導入による

総合評価制度の適用が見られるものの，コスト重

視の傾向が否めない（legacoopsociali,2009,p.115）．

6） 対象となるのは，ホームレス支援，完全介助・部

分的介助を要する在宅生活者支援，困難な状況下

にある児童・青少年，およびその出身家族への支

援，家族に対する責任遂行の支援，母子世帯等困

難な状況下にある女性への支援，障害者の社会参

加（家族，社会生活，学校，職業教育，労働等）

促進支援，各種依存症予防・克服にむけた社会教

育事業，自助的イニシアティヴ向上のための市民

むけ相談・情報提供である（法律328号第22条第2

項）．
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1． 高まる階層格差への関心

2011年の秋、「OccupytheWallStreet」のスロー

ガンをかかげてニューヨークで始まった若者たち

の反格差社会デモは、世界の80カ国に広がった

といわれる。2008年のリーマンショックをきっ

かけとする世界的な金融恐慌によってとくに欧米

先進社会を襲った経済不況は、深刻な失業問題や

財政危機問題をもたらしたまま、いっこうに回復

の気配が見えていない。財政危機のために、授業

料を値上げしたり年金の支給水準を低下させたり

して、教育や社会保障の国庫負担を削減しようと

する政府が少なくない。そうした政策によって、

若者を中心とする多くの人びとに生活の困難がも

たらされ、将来への希望が奪われている。その一

方で、危機の元凶であるはずの金融界を中心に、

一部の経営者・管理職や上級専門職員はいちはや

く以前のような高額の報酬を享受している。ここ

には、あたかもかつてマルクス主義が描いたよう

な「われわれが貧しいのは、彼らが豊かだからだ」

という搾取的格差の構図すらもが浮かび上がって

きているのである。

長い間、階層的不平等の研究トレンドは、いわ

ばマルクス主義のイデオロギー的呪縛から脱却し

て、実証に基づいたより科学的な研究を確立する

ことをめざしてきた。1989年の東欧革命の後に

は、欧米の研究者のあいだからさえも、「階級の

死」や「無階級社会」の議論が盛んに提示される

ようになった。（盛山 1999参照）。日本では、

1970年代の末期に「中意識論争」が線香花火の

最後の輝きのように盛り上がったあとは、1980

年代の持続的な中成長の中で「ジャパン・アズ・
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Ⅰ 階層研究の転換

階層的不平等研究の最近の動向と課題

盛山 和夫

特集：貧困への視座と対策のフロンティア

■要約

この20年間くらいの間、グローバリゼーションやIT産業の進展などの社会経済変化を背景にした不平等拡大や貧

困への問題関心のもと、階層的不平等の研究は、大きな変化を示してきた。研究の面では、（1）それ以前と比べての

階層的不平等への関心の高まりと研究の量的拡大、（2）研究テーマの多様化・細分化、（3）データ・アーカイブなど、

データ収集と蓄積の整備、そして（4）multilevel分析やパネルデータ分析などの新しい統計的分析手法の浸透、など

の変化があげられる。伝統的な階層研究においても、階層移動の分析の精緻化、国際比較や趨勢分析の拡大、教育

機会格差に関するいくつかの仮説の提示と検証の試みの展開など、新しい進展が見られている。その結果、かつて

の「産業化」や「階級」のような大きな物語性は消えつつあるが、その代わりに、経済情勢や人口動態、あるいは

福祉や教育の制度・政策などが階層的不平等に及ぼす影響のしかたについての緻密な研究が盛んになりつつある。

■キーワード

階層移動、教育機会格差、国際比較、趨勢分析



ナンバーワン」や「世界に冠たる日本的経営」な

どがもてはやされ、戦前から1960年くらいまで

の社会科学の中核的問題関心であった階層的不平

等への研究関心は、見る影もなく衰退してしまっ

ていた。

そうした時代から見ると、今日の事態は隔世の

感が否めない。もっとも、不平等・格差への関心

は、リーマンショックに先立って、1990年代の

半ば以降、世界の各国で徐々に高まりつつあった。

日本の場合は、1997年の東アジア金融危機のあ

との深刻なデフレ不況が大きなきっかけとなった

が、ヨーロッパではサッチャー政権登場以後のい

わゆる新自由主義的政策やグローバリゼーション

の進展の中で、とくに所得格差の拡大懸念が高まっ

ていったのである。

2． 新しい研究動向の背景をなす社会変化

伝統的な階層研究は、19世紀からの産業社会

の発展とともに起こった貧困や階級対立に関する

研究として展開されてきた。社会移動研究も、産

業化とともにはたして階級・階層構造はますます

固定化されていくのか、それとも開放化されてい

くのかという問題を基盤にして始まった。19世

紀から20世紀にかけてのほぼ200年間というもの、

社会を考察する上で「階級」概念はなくてはなら

ないものだと考えられてきた。そこには、「貧困

や対立の根源にあるのは、産業社会を構成する固

定的に持続する『階級への分化』と階級的不平等

だ」という暗黙の前提があって、社会的不平等に

ついての関心は階級・階層の枠組みで形作られて

いたのである。

しかし、しばらく前から、こうした前期近代の

枠組みは有効性を失ってきていた。それは、不平

等や差別問題が、階級ではなく、ジェンダーやエ

スニシティや障害者の問題として探求されるよう

になってきたことに端的に表れている。単なる

「産業化」や「近代化」といったラフな概念装置

や従来の階級概念では捉えきれない複雑で新しい

問題群が増大してきている1）。本稿では詳述しな

いが、「包摂と排除」という概念への注目も、そ

うした伝統的な理論枠組みの失効が背景にある。

階層的不平等研究の伝統的な問題関心や理論枠

組みの揺らぎは、いちはやく1960年代には始まっ

ている。その後のさまざまな社会的現実の変化は、

階層的不平等研究に新しい課題を投げかけてきた。

それによって、研究そのものにさまざまな新しい

展開が生まれてきて、今日に至っている。そうし

た社会変化を概観すると、次のような背景的変化

が指摘できるだろう。

（a）教育機会の全般的な拡大と高学歴化

（b）女性の雇用の増大

（c）少子高齢化の進展

（d）福祉国家化とそれによって生じた諸問題

（e）いわゆる新自由主義的な経済政策

（f）経済のグローバリゼーション

（g）IT革命を中心とする産業構造の変化

日本の場合は、これらに加えて、（h）1990年

以降の「失われた20年」という経済の長期停滞

も挙げなければならないだろう。

それぞれの階層研究へのインパクトは、次のよ

うなものである。まず、（a）の教育拡大は、学歴

を通じての階層移動への注目を高め、教育機会の

量的拡大がはたして階層の開放性の拡大をもたら

しているか否かという、今日まで続く問題関心を

形成した。次の（b）女性の雇用拡大は、ライフ

コースや世帯類型の多様化と複雑化をもたらして、

階層的不平等研究にさまざまな困難や新しい課題

を生じさせている。また、（c）少子高齢化、とり

わけ高齢者人口比の拡大は、それまでの階層研究

の対象が就労期の年齢層や有職者に限定されてき

た点に対して、重大な反省を迫っている。日本の

ように、今や成人人口の三分の一近くを占めるよ
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うになった高齢者の間での、あるいは長期にわた

る退職後の生活における階層的不平等問題は、今

後ますます重要になるだろう。

高齢化と関連して、（d）戦後先進諸国で整備

されていった福祉国家化は、それまでの階層研究

の視野にはなかった新しい問題群をもたらした。

福祉政策は「再分配」政策とみなされることが多

いが、たとえば年金制度は、直接的には、現役世

代から退職世代への所得移転の制度であるために、

世代間格差問題を生じさせることがある。このよ

うに、福祉制度が階層的不平等におよぼす影響は

一義的ではなく、いかなる福祉政策が階層的不平

等にいかなる影響を与えるかの研究の重要性が高

まっている。

（e）の「新自由主義」は、第一次オイルショッ

ク以降の先進国の経済的低迷のなかで起こった福

祉国家の見直しをきっかけにしている。この新自

由主義や（f）のグローバリゼーションについて

は、ややイデオロギー的な見方が先行していて、

その実態や格差現象に対する影響についての正確

な評価が軽視される傾向があることは否定できな

い。しかし、多くの国で1980年代以降かなり持

続した所得不平等の拡大がみられており、その要

因としてこれらに疑いが向けられていることは、

やむを得ないところがあるだろう。

韓国、台湾、香港、シンガポールなどの新興国

がNIESと呼ばれたのは、1983年の先進7カ国サミッ

トからだが、その後、中国の開放経済化、1989

年の東欧革命と1991年のソ連邦崩壊を通じて、

グローバリゼーションは世界を覆っていった。そ

れは同時に、（g）のIT革命を中心とする技術革新

が産業構造や消費構造を大きな変化をもたらして

いった時期でもある。マイクロソフトのWindows95

が1995年に発売され、またたくまにインターネッ

トが世界を結んでいった。

以上のような1960年代以降の社会的現実の変

化は、それまでの伝統的階層研究が予想していな

かったものである。1960年の時点で、女性や退

職高齢者にとっての階層・階級という問題の発生

とか、非正規労働者の増大や若者の失業問題の深

刻化などを見据えていた人はいない。しかし、そ

の後に起こったそうした社会的現実を反映する形

で、最近の階層的不平等研究はかつてと比べると

はるかに複雑で多様なものになっていった。

3． 新しい展開

階層的不平等の研究は、1990年代以降、それ

までとは異なる新しい展開を示してきたが、それ

は大きく次の4点にまとめられる。

第一に、研究関心の高まりと量的増大である。

先進諸国は、1960年代からの全般的で比較的

継続した経済成長、社会保障制度の拡充、高学歴

化などを背景にして、生活水準の持続的な向上が

見られ、労働組合の力は弱まり、階級闘争らしき

ものは見られなくなり、マルクス主義イデオロギー

の影響力は衰退していっていた。トゥレーヌの

「新しい社会運動」の概念が表すように、社会主

義的な運動に代わって、環境やジェンダーあるい

はエスニシティやマイノリティなどの権利拡充を

求める声が高まっていったが、階級や経済的不平

等に関わる社会運動は弱まっていった。それらに

関する学術的研究も衰微していたのである。

1990年代頃から、その趨勢が逆転する。日本

の場合でいえば、バブル崩壊以降の経済的停滞の

なか、1997年の東アジア金融危機をきっかけと

するデフレ不況が深まった時期、1998年に出版

された橘木俊詔氏の『日本の経済格差』と2000

年の佐藤俊樹氏の『不平等社会日本』が、「格差」

への関心を喚起するのに大きな役割を果たした2）。

2000年以降、「格差」の言葉をうたった出版物が

次から次へと発行された。世界レベルでは、新自

由主義、グローバリゼーション、IT産業化、ある

いは金融バブルなどを背景にした、格差拡大への

関心が高まった。
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第二は、研究テーマの拡大と細分化である。所

得分布だけをとってみても、単なる一国内の全体

的所得分布の問題だけではなく、趨勢（時代、コー

ホート、年齢）、国際比較および地域ないしグロー

バル集計、要素分析、などがあり、それにさまざ

まな「要因」が絡んでいる。伝統的階層研究にお

いても、単に職業的階層分布や階層移動の実態を

趨勢ないし比較分析するにとどまらず、時代、コー

ホート、年齢などに分解したり地位達成プロセス

を細かな諸段階に区分したりするなどの緻密な分

析が主流となってきている。そのうえ、階層と健

康格差との問題（たとえばSmith2003;Killoran

etals2006;Kawachietals2008;川上ほか 2006;

近藤編 2007）、社会関係資本と階層の問題

（PichlerandWallace2009）など、新しい研究テー

マが登場してきた。むろん、「包摂と排除」と

「貧困」への問題関心に支えられた研究の増大は

いうまでもない。

第三に、データの収集と活用におけるさまざま

な新しい展開がある。各国で階層的不平等に関わ

る個人・世帯レベルのデータの継続的収集が進み、

大量のデータをもちいた継時的分析や国際比較分

析が盛んになっていった。アメリカにおけるGSS

調査がその代表である。さらに、それらの一部は、

ルクセンブルク所得研究に代表されるような国際

的データアーカイブに集約されて、多くの研究を

生み出すことになる。家庭的背景と学力に関する

PISAも広く活用されている。

第四は、分析手法のさらなる革新である。階層

研究の分析手法は、1950年代から60年代にかけ

ての移動表分析法の発展、その後のパス解析、共

分散構造分析、あるいは1980年代からのログリ

ニア分析やロジスティック回帰分析など、社会学

分野における計量的分析法の新しい発展を主導し

てきたが、その後も、次から次へと新しい手法の

試みが展開されている。なかでも、二つを指摘で

きる。一つは、multilevel分析が普及したことで

ある。階層的不平等の研究は基本的に個人・世帯

レベルのデータを分析するが、その際、要因変数

としては、個人・世帯レベルのものだけではなく、

国、コーホート、出身階層などの集合的レベルの

要因を考察することが多い。新しく展開されつつ

ある健康の階層格差研究などにおいても、集合的

な社会関係資本の影響を考察する際にも重要であ

る。こうした異なるレベルの要因の効果を整合的

に分析する手法として、multilevel分析が広く用

いられるようになった。

もう一つが、パネル調査を用いたパネルデータ

の分析である。これは、不平等の形成メカニズム

をライフコースに沿って直接にデータから捉えた

いという関心から発している。もっとも、データ

収集の困難や脱落によるバイアスに加えて、調査

研究戦略をよほど緻密かつ理論的に構築しておか

なければ、複雑な現実に埋没しかねないという問

題もある。しかし、革新的な試みであることには

間違いない。

以上のように、階層的不平等の研究はこの20

年ほどのあいだに量的にも質的にも格段の進展を

示してきた。そのあまりの進展の激しさのため、

現在では、研究の全体像を見通すことが非常に難

しい。

そのため、本稿では、伝統的階層研究の問題関

心を色濃く継承している二つの研究テーマに絞っ

て、近年の動向を紹介する。

1． 趨勢への関心

階層移動研究は、産業化の進展とともにはたし

て階層構造は開放化されていくのかどうかという

問題関心から始まっているが、その研究方法は、

大きく、国際比較とトレンド分析とに分けること

ができる。国際比較への関心は戦後早くから始ま

り、1949年に発足した国際社会学会（ISA）のイ
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ニシァティブで、社会階層と社会移動（SSM）

に関する国際比較調査が遂行され、その成果がリ

プセットとベンディックスの共著（Lipsetand

Bendix1959）として出版された。日本のSSM調

査が始まったのは、これを契機としている。その

基本的な問題関心は、「開かれた機会の国といわ

れるアメリカと、前近代的な身分制や階級的区分

が強いとされるヨーロッパ諸国や非西欧の日本と

で、はたして階層移動の量やパターンに違いがあ

るか」という問題であった。用いられた分析手法

は非常に素朴なものではあったが、その主な結論

は、「アメリカもヨーロッパ諸国も大きな違いは

なく、日本も含めて、比較的高い移動量を示して

いる」というものであった。しかし、ここで用い

られた分析手法もデータも非常に限られたもので

あった点は否めなく、さらなる研究の必要性が感

じられていた。

その後、本格的な国際比較研究が再開されるま

でに、長い時間がかかった。ようやく1992年に

なって、ゴールドソープとエリクソンを中心とす

るCASMINプロジェクトの研究成果が現れた

（EriksonandGoldthorpe1992）。これは、1970年

代の各国の階層移動データを収集して、移動構造

に関する国際比較分析を行ったもので、そこでの

結論は、そのタイトル『ConstantFlux』が表現し

ているように、「各国間で多少の揺らぎはあるが、

移動量や移動パターンは基本的にはほぼ等しい」

というものであった。言いかえれば、体系的で特

色のある理論で説明されなければならないような、

あるいはそれに値するような移動現象の違いのパ

ターンは見つからなかったということである。

この結論は、研究者のあいだにやや不満足感を

残した。

理論というレベルでは、その時点までにいくつ

かの試みが提示されていた。まず、中核的な階層

移動研究では、LZ命題、産業化命題、そしてFJH

命題の三つが知られていた（原・盛山 1999：第

一章、参照）。LZ命題とFJH命題は、「階層移動は

国際比較においてもトレンド的にも基本的に不変

だ」と主張するものであるが、前者は構造移動も

含めた「事実移動」についてのものであるのに対

して、後者は、構造移動を除いた「相対移動ない

し循環移動」についての命題だという違いがある。

そして、事実移動に関しては、やはり産業化のス

ピードやレベルの違いによって移動量の違いが検

出されるので、今日ではLZ命題はほぼ否定され

ている。

産業化命題は、「産業化が進展するにしたがっ

て、移動量は拡大する」という命題である。これ

は、業績主義化を媒介要因として考えている。す

なわち、産業化が進展するとは、社会が近代化す

ることであり、社会の近代化とは、人びとの地位

達成メカニズムがしだいに業績主義化していって、

属性的な出身階層の拘束が減少することなので、

それによって移動が拡大していくと予測するもの

である。いわゆるメリトクラシー論3）も、「個人

のメリットという実力が地位達成を決める」と主

張するので、これに近い。

産業化命題を定式化したのは、1970年のトラ

イマンの論文（Treiman1970）だが、それ以前か

ら一部の研究者やそれ以外の人びとのあいだで漠

然と抱かれていたものである。そして、その楽観

的な想定に対する疑問も、かなり早くから提出さ

れていた。一般に、産業化が進展すると世代間の

階層移動が拡大するという命題のもとにあるのは、

図1のように、社会的地位達成のメカニズムとし

て①の世襲的な直接ルートと、②の学歴媒介ルー

トとを想定したときに、時代とともに直接ルート

が弱まって、太線で表された「学歴媒介」ルート

だけに収斂していくという予想である。

学歴媒介ルートは、地位達成が親の階層的地位

によってではなく、学歴という業績主義的な基準

で決まると考える点で、業績主義的である。しか

し、産業化命題は、学歴達成そのものが親の階層
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的地位によって規定されているかも知れないとい

う可能性を考慮にいれていない。もしも学歴達成

が親の階層的地位によって決まっているのであれ

ば、いくら学歴媒介ルートが支配的になっていっ

たとしても、出身階層と到達階層との関連が弱ま

るとは限らない。むしろ、強化されるかも知れな

いのである。

この点をついたのが、フランスの社会学者

Boudon（1974）とBourdieu（1970）である。

Boudonは、数理モデルによって、出身階層と学

歴達成との関連があれば、学歴媒介ルートだけで

も出身到達関連が維持されることを示した。ただ

し、なぜ出身階層と学歴達成との関連が維持され

るかについては議論していない。

この関連について、独自の社会学的説明を展開

したのがブルデューの文化的再生産論である。そ

の理論は、簡単にいえば、図2のように、階層的

に不平等に配分されている「文化資本」という隠

された相続資本が存在していて、学歴達成がそれ

によって規定されているということである。文化

資本は出身家庭において相続されるので、文化資

本を通じた階層的地位の再生産は永遠に続くこと

になる。

日本では、ブルデュー理論は、1980年代以降

しばらくのあいだ、狭義の階層研究の範囲を超え

て非常に多くの関心を集めたが、実証的根拠に乏

しいため、世界の階層研究ではほとんど無視され

ている。GanzeboomとLuijkx（2005）は、短く

「われわれのこれまでのデータでは、［文化資本の

ような］家庭的背景が選抜装置として作動してい

るというようなことは見いだされていない」

（p.377）とだけ言及している。

2． トレンド分析の精緻化

さて、世代間の階層移動が拡大したかそれとも

縮小したか、つまり階層構造がより開放的になっ

ていったかあるいは閉鎖的になっていったかは、

階層研究のもっとも中心的なテーマをなしている。

しかしながら、出身階層と到達階層との関連デー

タを継時的に収集してこのテーマを探求した研究
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は、案外と少ない。イギリスの社会学者Crompton

（2008）は、階層的不平等に関する教科書的な書

物の中で階層移動の閉鎖性が高まったことは当然

の事実だという書き方をしているが、そこで参照

されているイギリスについての実証研究はそれほ

ど信頼性の高いものではない。

他方、BreenとLuijkx（2005）は、ヨーロッパ

の11カ国の1970年から2000年にかけての移動デー

タを分析し、流動性は増加している国が多く、そ

うでない場合（イギリスを含む）でも安定してい

るだけで、減少傾向を示しているところはないと

報告している。

階層移動のトレンドについては、日本のSSM

調査研究がかなり詳しい分析を展開している。

1955年から1995年までの5時点のデータを用いた

従来の分析では、基本的に、相対的移動率は趨勢

的に安定しているという結果がえられていた（原・

盛山 1999；石田 2000）。2005年のデータを加え

た最近の研究では、分析手法に若干の進展がある。

従来の移動表分析では、異なる調査時点で観測

された移動表のあいだでの異同が分析されてきた。

ある時点の移動表データは、図3でいえば、たと

えばT3という時点の調査で得られたデータを意

味している。しかし、ある時点の移動表には、出

生コーホート、移動の起こった時代、到達階層が

測定された年齢という3つの要因において異なる

諸個人が含められている。また、それと同時に、

異なる時点の移動表でも、出生コーホートや移動

の起こった時代に関して同等なサンプルが多く共

通に含まれている。「階層構造の開放性の時代的

変化」という問題関心にとって、関心の焦点は、

調査の時点ではなく、出生コーホートかもしくは

移動の時代である。そのため、2005年のデータ

を加えた最近の研究では、こうした要因を識別す

る分析が主流となってきている。

通常の移動表についての1955年から2005年に

かけての6時点、50年間の趨勢分析では、三輪・

石田（2008、2011）によって、相対移動率は全

体としてもあるいはそれぞれの個別階層に関して

も安定的で、場合によっては一時的で小さな変化

が見られるものの、趨勢なき変動（trendless

fluctuation）だと結論づけられている。つまり、

産業化によって開放性が増大していくという傾向

も見いだされないし、逆に、1980年代以降の新

自由主義やグローバリゼーションによって閉鎖化

が進んだという証拠もない、ということである。

石田（2010）は、出身階層から初職への移動

と初職から40歳時職（＝40歳時到達階層）への
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移動に関して、上層ホワイトカラー層と非熟練ブ

ルーカラー層に焦点をおいて、それぞれの階層の

開放性・閉鎖性の移動年度間の違いを分析してい

る。これは、図3でいえば、コーホート1のT1か

らT3への移動と、コーホート2のT2からT4への移

動とを比較するものである。それによると、初職

への移動に関しては、上層ホワイトカラー層は移

動年度間で差はみられないし、非熟練ブルーカラー

層も、他の要因をコントロールすれば、有意な差

はみられない。しかし、初職から40歳時への移

動に関しては、上層ホワイトカラー層も非熟練ブ

ルーカラー層も、1996年から2005年にかけての

移動の閉鎖性がそれ以前よりも有意に拡大してい

る。

また三輪（2010）は、移動時期ではなく、出

生コーホートの違いについて、出身階層から40

歳時までの移動を、30歳時までとそれ以降の移

動とに分けながら分析している。それによると、

上層ホワイトカラー層の閉鎖性に関しては、出生

コーホートが若くなるにしたがってむしろ縮小す

る傾向がみられる。しかし、自営層に関しては、

次第に閉鎖性が拡大している。また、中小ブルー

カラー層は、一番若い1956～65年出生コーホー

トで閉鎖性が拡大している。

この二つの分析は、上層ホワイトカラー層に関

しては、対立する結果となっている。石田の分析

は、移動の閉鎖性が拡大していることを示してお

り、三輪の分析は、その逆である。しかし、三輪

の分析をよく見ると、30歳から40歳時への移動

に関しては、1956～65年出生コーホートがそれ

以前のコーホートよりも有意に閉鎖性を増してい

る。このコーホートの30歳から40歳にかけての

移動は、1996年から2005年にかけての移動であ

る。したがって、石田と三輪に共通する結論とし

て、上層ホワイトカラー層の閉鎖性は、1996年か

ら2005年の間に40歳になるコーホートの40歳時

階層への移動に関して、それ以前のコーホートと

比べて、出身階層との関連性の強まりがみられる

ということが分かる。ただし、これが趨勢的なも

のか、それとも一時的なものかについては、今後

の研究を待たなければならないだろう。

1． 持続する不平等？

すでにみたように、最近の階層移動研究は、か

つての移動表分析から、移動のプロセスに注目し

た分析に焦点が移ってきている。とりわけ、学歴

達成に関する研究でその傾向が強い。

学歴達成に関する出身階層間の格差についての、

時系列的でかつ国際比較的な研究の重要な出発点

は、ShavitとBlossfeldの編集した『Persistent

Inequality:Changing EduationalAttainmentin

ThirteenCountries』（1993）にある。ここでの基

本的な問題関心は、はたして一般的な教育機会の

拡大は教育機会の階層格差の縮小をももたらした

かどうか、である。日本を含めた13カ国につい

て、概ね、20世紀の初めから1960年前後までの

約50年にまたがる出生コーホートを通じての変

化が分析されており、その総括的な論文のなかで、

BlossfeldとShavitは、学歴達成に対する父学歴と

父職業の影響のトレンドを概略的に示して、次の

ように述べている。

多くの国において、教育の拡大は社会経済的階

層のあいだでの教育機会のより多くの平等をも

たらしたわけではなかったということである。

スウェーデンとオランダを除いて、出身階層と

教育達成との関連における一貫した低下は見ら

れなかった（BlossfeldandShavit1993:p.15）。

ここで論者たちは、格差の縮小傾向よりも不変

傾向を強調しているが、彼らの論文に示されてい

るデータからは、むしろどちらかといえば格差縮
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小傾向の方を強調することもできる。実際、Breen

たちは、ヨーロッパの8カ国について、教育達成

の階層的不平等はおおむね低下傾向を示している

としている（Breenetals2009）。最新の日本の

研究も若干の格差漸減傾向を報告している（近藤・

古田 2011）。

教育機会の階層格差が持続するなかで緩やかな

縮小がみられるという点に着目して、その理論的

説明を試みたのが、HoutらのMMI（Maximally

MaintainedInequality）仮説である（Rafterryand

Hout1993）。この仮説は、Houtが日本の『理論

と方法』に寄稿した論文から引用すれば、次のよ

うになる。

上層階層の子弟が先に上位の学歴を埋めていく

段階の教育システムのもとでは、下および中の

階層の子弟に対する教育の障壁は高くなる。

［したがって］まだ志望の満たされない上位階

級の子弟が存在する限り、階級障壁が存続する。

［しかし］そうした教育レベルへの特権階級の

需要が満たされれば、階級障壁は低下し、中階

級の子弟は教育機会をより享受し始めるように

なる。中等教育の大幅な拡大によって、多くの

下層および労働者階級の子弟に対してさえも教

育機会が開かれてくる（Hout2005:p.238）。

Houtは、この論文ではさらにLucas（2001）の

EMI（EffectivelyMaintainedInequality）仮説を

紹介している。EMI仮説とは、上位階級の飽和が

起こる前に機会の平等化が見いだされるという事

実に照らして、MMI仮説を修正するもので、「完

全な飽和が起こる前に、教育と居住の階層的・人

種的分離のために、一部の地域では飽和が起こり、

それによって、中位階級にとっての教育機会の拡

大がいち早く起こる」というものである。

Houtは、MMI/EMI仮説が、階級障壁の長期的

な存続と、機会格差の短期的な増減の存在とをう

まく説明すると主張している。具体的には、

ISSP（InternationalSocialSurveyProgramme）に

収集された25カ国のデータを分析して、各国に

共通のコーホート効果が小さくマイナスであるこ

と（新しいコーホートほど、階層格差がやや小さ

くなる）、労働市場における中等教育保持者比率

が高いほど、階層格差が小さくなることを示して

いる（Hout2005:table1）。

2． 相対的リスク回避仮説

他方、BreenとGoldthorpe（1997）は、教育達

成に関する合理的選択モデルを構築して、同じテー

マに取り組んだ。（ほかに、Goldthorpe2007b;

2007c。）この研究については、日本でもすでにい

くつか紹介があるが（太郎丸 2007;浜田 2009）、

簡単に説明しておこう。

このモデルの特徴は、Mare（1980;1981）によっ

て始められた教育レベルの階梯を登っていく

「transition階梯移動」の過程を、行為者の合理的

選択として取り入れたことである。広い意味で

「進路選択のモデル」と言っていい。行為者は、

二段階の進路選択にさらされている。これは、中

等教育へ進学するか否かと、さらに高等教育に進

学するか否かとに対応している。出身階層は労働

者とサービス階層の二つ、到達階層にはそれに下

層階級が加わる。どの段階で教育を終えるかによっ

て到達階層への到達確率は異なるが、その確率は

出身階層による違いはなく、純粋に教育レベルだ

けで決まる。他方、どの段階で教育を終えるか、

そして進学する場合に、アカデミック・コースに

進学するかそれとも職業コースに進学するかとい

う「選択のしかた」が、出身階層によって異なる。

むろん、進学に関する選択は、一般に、学力と家

庭の経済的資源とに規定されている。そして、学

力も経済的資源も、出身階層と大きく関連してい

る。Breen-Goldthorpeモデルの特徴は、ここで学

力や経済的資源からは独立な、「出身階層による
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選好の違い」を要因として立てたことである。

すなわち、サービス階層の子弟はできるだけサー

ビス階層に到達しようとするし、労働者階層の子

弟は下層階級に落ちることをできるだけ避けよう

とする。これはともに、「出身階層よりも下位の

階層に落ちることを避けようとする」という選好

である。「相対的リスク回避説」と呼ばれる。

当初、このモデルは、教育機会の全般的な拡大

とともに教育達成の出身階層間格差がゆるやかな

減少傾向を見せていることを説明するために立て

られたが、その後は、むしろ単一のコーホート内

での教育達成の出身階層間格差を説明するために

用いられている。実証的には、学力と家庭の経済

的資源、さらには親の学歴などをコントロールし

た上でもなおかつ出身階層によって進路選択に違

いが存在していることをもって、モデルが検証さ

れ、相対的リスク回避説が妥当していると判断さ

れている（BreenandYaish2005;太郎丸 2007）。

1． 大きな物語の消失

今日、MMI/EMI仮説や相対的リスク回避説に

関する実証的な調査研究が盛んに遂行されている。

これらの説の妥当性についてはまだ検討の余地が

あるけれども、教育機会のマクロな趨勢を理解す

る上で、それまでになかった新しい視点を定立し

たことは間違いない。また、移動の研究がその詳

細なプロセスを明らかにしようとしているのも意

義深い。

しかし、こうした階層移動研究の動向には、何

かものたりないものがあるのも事実である。

明らかにいえることは、かつてのような「大き

な物語」が欠けていることである。もともと、階

層移動研究は、一方ではマルクス主義やフロンティ

ア消滅論に代表されるような「階級の固定化」論

ないし「機会の閉鎖化」論からの問題提起を受け

止めながら、他方では、産業化論に代表される

「機会の拡大論」や近代社会の理念を背景にした

「規範的望ましさとしての機会の平等化」という

理念に支えられて展開されてきた。階層移動を研

究するということは、そうした大きな社会理論と

対峙することであった。

実証的な研究の蓄積は、ある意味皮肉なことに、

そうした理論的背景を自ら解体することになって

しまった。世代間移動の趨勢分析も、教育機会格

差の趨勢分析も、基本的に、「階層間の機会格差

の趨勢は安定的である」という結論に至っている。

すなわち、物語を作り出すような「時代的な変化」

は見いだせないのである。これはこれで大きな成

果ではあるのだが、研究の意義づけという点では

マイナスに作用している。

移動研究が全般的に分析手法の精緻化や高度化

に向かいつつあること、移動プロセスを詳細に段

階分けして、諸要因を細かく識別することを主眼

としつつあることは、そうした理論的問題状況と

密接に関連している。

2． 制度の効果と経済情勢・人口動態の影響

これまで、階層移動研究は、階層移動という現

象をいわば「自然現象」であるかのように捉えて

きた。資本主義の発展、産業化の進展、あるいは

社会の近代化というような大きな単一の要因によっ

て、階層移動の構造が規定されるという見通しを

抱いていたのである。今日、そうした見方はもは

や事実的にもあてはまらないし、一般的な社会学

的な理論水準からしても適合しない。移動を含め

た階層現象は、非常に大きな度合いにおいて、む

しろ制度や政策によって左右される。

このことの明白な証拠を二つあげる。一つは、

教育機会である。戦後の多くの先進社会では中等

教育および高等教育の大幅な機会拡大がみられた

が、それは政策の結果である（潮木 2010）。も

う一つは、日本の高齢者の間での所得平等度の変
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化である。さまざまな統計が、高齢者とくに70

歳以上の人びとの間での所得分布がかつてよりも

平等化してきたことを示しているが、この背景に

あると考えられるのは年金制度の影響である。無

所得者の割合が減り、中程度の年金所得者が増え

てきたことによって、高齢者層のあいだでのいわ

ば中流階層が形成されてきたのである。

かつての大きな物語というのは、階層的不平等

の構造が人為を超えたメカニズムで形成されると

いう想定のもと、そうしたメカニズムを探求する

ことが研究関心を構成していた。しかし、そうし

たメカニズムは存在しない。むしろ、階層的不平

等は人為に左右されるのである。

同じことは、経済情勢や人口動態についても言

える。おおざっぱに新自由主義とかグローバリゼー

ションとかで片付けられることが多いけれども、

製造業従事者の増大と減少、経済の成長と長期的

低迷、自営業の拡大と衰退、など、より具体的な

経済動向が階層的不平等に影響するのである。さ

らに、世帯構成の変化や人口の年齢分布、あるい

はそれぞれの世代の経済情勢上の運不運の影響も

大きい。

現実の研究は、すでにさまざまな形でそうした影

響の分析に乗り出している。たとえば、福祉国家の

諸タイプと不平等との関係への研究（Birkelund

2006;Palme2006）、経済システムのタイプと所

得不平等およびその変化（Breen,Garcia-Pen~alosa,

andOrgiazzi2008）、地域における企業活動と所

得不平等（So/rensenandSorenson2007）、職業分

布の変化と全体的所得不平等 （Mouw and

Kalleberg2010）、女性の高学歴化と世帯タイプ

変化の所得分布への影響（BreenandSalazar

2010）、 教育制度と階層的不平等との関係

（AndersenandWerfhorst2010;BoliverandSwift

2011）などがある。

こうした方向での探求は、階層的不平等に対し

て、何がどの程度制御可能であるかについての知

見にも道を開くだろう。もはや、階層的不平等は、

時代の趨勢に規定されたり、何かえたいの知れな

い隠れた巨大なメカニズムによって形成されるも

のと考えるのは不適切だろう。大きな物語は消え

てしまったかも知れないが、その代わりに、制度

や政策とのより密接な関連のもとでの研究が展開

されていくことになると期待される。

注

1） Goldthorpe（2007a）は，依然として階級分析の有

効性を主張している．

2） この二著とも，そこで主張された「格差の拡大」

そのものについては，その後の検証的研究で，大

きな疑義が出されている．たとえば，大竹（2005），

石田・三輪（2011b）．

3） 日本では，竹内（1995）によって，単に「学歴主

義」という意味でメリトクラシーという言葉が使

われるようになったが，本来の意味とは異なる．
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多くの先進国で、情報通信技術を医療制度運営

に応用し、品質、安全性、経済性等を高める努力

が重ねられている。本稿ではそうした取り組みを

医療情報ネットワーク化と呼ぶ。医療情報ネット

ワーク化は医療改革の一手段なので、医療制度と

連関した多国間比較の意義があると考えた。本研

究では、特色ある医療情報ネットワーク化に取り

組む9カ国の状況と、背景になる医療保障制度を、

日本の同種課題を念頭に比較考察した。

本稿では、比較分析の枠組みとして医療保障制

度に着眼した。また、日本との比較に資するため、

日本の医療改革上の懸案2件（Ⅱ2節参照）と、

医療情報ネットワーク化の有力システム事案4件

（Ⅱ3節参照）を、比較のポイントとした。

1． 医療保障制度による区分

医療情報ネットワークは、社会的な医療システ

ムの一部であり、その国の医療保障制度に影響を

受ける。なぜなら、個別医療者等の情報システム

は各機関の業務に即して設計され、それらを繋ぐ

医療情報ネットワークは、医療の供給や支払の社

会の仕組みに即し設計されるからである。

このためGordon（1988）の区分1）に倣って医療

保障制度の類型に応じ4分類し、各国の状況を記

述した。この区分は制度上の保障主体に基づく。

それら保障主体は医療情報ネットワークの結節点

となるので、本研究の枠組みに好適である。なお、

近年の動向を織り込むため、小島・尾形（2008）
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Ⅱ 比較分析の枠組みと背景

医療保障制度と医療情報ネットワーク化状況の国際比較

岸田 伸幸

論 文

■要約

医療制度運営への情報通信技術の応用が各国で進んでいる。医療保障制度は、医療者、保険者、患者等を結ぶ社

会的な医療情報ネットワークのあり方に影響すると考えられる。日本の医療改革上の懸案2点（国民ID、主治医制）

と、主な医療情報ネットワークシステム4事案（EHR［ネットワーク電子カルテ］、生涯電子カルテ［PHR］、投薬情

報、診療報酬請求）に注目し、9カ国（独、仏、蘭、韓、加、英、豪、デンマーク、米）の状況を比較した。その結

果、システムの開発・普及に、EHRは主治医制が厳格な国ほど普及が著しい（ただし国民ID制が無い独を除く）、

PHR開発は国営医療制の国が先行している、投薬情報への様々な関連業界の参画等、制度的要因に由来するとみら

れる相違が観察された。またほとんどの国で、一定の独立性ある統一的な公的専門機関が長期計画で医療情報化推

進策に取り組んでおり、この方法は標準化や民間投資促進に有効と思われる。

■キーワード

医療情報ネットワーク、国民ID、主治医制、EHR、生涯電子カルテ



の分類を援用した2）。

2． 医療改革における懸案事項

第一の比較項目として、日本の医療改革の懸案

事項から、医療情報ネットワーク化に関連が深い

とみられる公的個人識別番号（国民ID）と、主

治医制3）の2件に着眼した。

国民IDは、電子政府化に向けた年来の懸案だ

が、2010年6月の内閣府IT戦略本部『新たな情報

通信戦略工程表』（新戦略工程表)で、社会保障と

徴税管理目的の国民IDを、2013年中に導入する

計画が公表された。

主治医制には、日常的保健医療・慢性疾患管理

の高度化、重複検査や安易な受診の抑制などの賛

成論があり、部分的な導入が図られている。しか

し、日本の医療の特長であるフリーアクセス制を

制限するという反対論も強い。

3． 医療情報ネットワーク化の主要システム

事案

第二の比較項目は、日本の主要医療情報ネット

ワークシステム事案から、EHR、生涯電子カル

テ（PHR）、投薬情報、診療報酬請求の4件に注目

した。日本の概況は以下のとおり。

EHRの定義は諸説あるが、本稿では連携医療

の情報共有のためのネットワーク対応電子カルテ

やその要約版（サマリ）とする4）。PHRは、各個

人に固有な電子アカウントに、生涯を通じ診療録

や健診情報などを記録し、情報ネットワークを通

じ継続的保健・予防医療に役立てる仕組みである。

日本では新戦略工程表の「どこでもMy病院」と

して、2013年までの導入を計画中である。

投薬情報は、ネットワーク上での電子処方箋送

受信や、処方履歴、アレルギー、禁忌などを記録・

参照する仕組みをさす。新戦略工程表に「どこで

もMy病院」の調剤情報等管理機能として2014年

以降の導入が盛り込まれた。

診療報酬請求は、医療機関の診療報酬請求書

（レセプト）の作成や提出、保険者の審査支払を

オンライン（EDI）化する仕組みなどをさす。日

本では2013年度末におおむねEDI化完了を見込む。

本章では9カ国の状況を、医療保障体制に応じ、

（1）伝統的医療保険制、（2）国民医療保険制、（3）

国営医療制、（4）混合型医療保障制の4分類して

記述する。これにより、同じ類型間の相違と、異

なる類型間の相違を、それぞれ比較できる。

1． 伝統的医療保険制の国（独、仏、蘭）

地域や職域で保険者を組織し、主に保険料で加

入者の医療費を賄う類型である。

（1） ドイツ5）

概況：国民の約9割は、職域や州を単位とする

疾病金庫へ加入義務がある。その他の富裕層や公

務員などは、民間医療保険へ加入する。医療費は、

原則、保険料で賄われるが、2007年から一部に

税財源投入が始まった。

主治医制：主治医登録は法的義務である。市民

は、近隣の任意の診療所の開業医に主治医登録す

る。診療所は外来患者のみ診療し、病院は入院治

療のみ行う。患者は受診する専門医や病院を選べ

るが、受診には、主治医の紹介状が必要である。

診療報酬請求：開業医は所属する地区医師会単

位の実績比例按分で、病院は包括払い6）で、保険

者から支払いを受ける。請求情報は医師会や病院

の段階で絞り込まれ、大量の請求書を保険者へ送

る必要はない。請求情報の授受は電子媒体やEDI

で行われる。

EHR・投薬情報：電子カルテなど院内の情報

化は、各医療者が責任を負う。ただし、連邦保健

省は医療改革促進のため、保険者と医療者の合弁
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会社Gematiksに医療情報基盤Telematicsや健康IC

カード（eGK）などを開発させた。Telematicsは、

有料全国サービスの医療関係者専用ネットワーク

である。現状は約1/3の開業医が電子紹介状の送

受信などに利用している7）。eGKは当初、国家的

健康情報サーバーへアクセスする電子保険証とし

て構想された。現在一部で実証運用中の2010年

版eGKでは、ICに記録された本人確認情報と救急

情報、および保険資格オンライン確認機能が標準

であり、EHR、電子処方箋、電子レセプト記録

は選択機能である。これらは、2008年導入予定

の当初計画では全国民必須の機能だった。しかし、

個人情報管理上の懸念や一部医師団体の反対で選

択機能となり、全国導入も延期されている8）。

PHR：eGKは、当初は中央データベース（DB）

による国民的PHRを構想したが、停滞している。

国民ID：歴史的経験から管理社会への反感が

強く、統一的国民IDはない。eGKは被保険者番号

を利用する。行政上の個人認証は、納税者番号や

パスポートが用いられる。

（2） フランス

概況9）：職域別に保険者を置く国民皆保険制で

あり、最大の保険者；被用者一般制度の加入者が

85％を占める。保険料は労使共同負担だったが、

産業政策上の理由で1990年代以降、雇用者分を

税で肩代わっている10）。

主治医制：2005年から全成人に主治医登録義

務が課せられた。主治医経由でない受診は、自己

負担率が5割から6割に上がり、割高になる。

EHR11）：国営EHRであるDMPは、個人情報保護

問題で稼働が遅れたが、2011年初から先行運用

が始まった。DMPは健康情報共有システム庁

（I'ASIPSante）が運営する任意利用の無料サービ

スであり、サマリ、医用画像、検査結果などが記

録される。医療者がDMPの個人情報を利用する

には、救急時を除き本人の許諾が必要である。

国民ID：社会保障番号（NIR）と個人認証ICカー

ド（CarteVitale）が被保険者に配布され、医療

事務や診療管理に利用されている。DMPの個人

情報はNIRでなく、2007年導入の国民健康ID

（INS）で管理される。INSは個人情報として法で

保護され、各人は生涯同じINSを使用する。

PHR：DMPは本人がインターネット経由で利

用でき、PHRとしても使用できる。ただし、デー

タ保存期間が十年で、本人によるデータ破棄も可

能など、国民健康DB的二次利用には適さない。

投薬情報12）：仏薬剤師会が開発した薬剤管理

DB（DP）が全国で稼働している。DPは、処方箋

発行や禁忌等の管理、医療者・薬局の在庫管理を

含む総合システムである。薬剤費が仏の医療費膨

張の主因と看做された故、様々な抑制策がとられ

ている。例えば、新薬価格の申請の際、製薬会社

は予測消費量申告の義務がある。実績が目標を上

回ると、企業側はペナルティを支払う必要がある。

それ故、オンラインの薬品流通管理が求められ、

業界団体によるネットワーク構築が進んだ。それ

に伴い投薬情報の電子化も進展した。

診療報酬請求：診療報酬請求は社会医療ネット

（RSS）でオンライン化されている。13）

（3） オランダ

概況14）：国民皆保険制で、国民は長期入院・介

護向の特別医療費補償制度（AWBZ）と、急性期

医療や短期入院向の疾病金庫（ZFW）または民

間の包括的医療保険への、加入義務がある。その

際、ZFWや保険会社を選択できる。更に補完的

な民間医療保険にも加入できる。被保険者は、一

律の保険料を契約保険者に払い、所得比例の保険

料を中央基金に支払う。中央基金は、被保険者の

健康リスクを加味した金額を保険者に配分する。

主治医制：主治医が義務化され、病院や専門医

の保険受診には主治医の紹介が必要である。

国民ID：患者番号（BSN）と医療従事者番号
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（UZI）の公的医療IDがあり、医療情報ネットワー

クアクセス認証で使用される15）。BSNは在来の社

会保障番号と同じ番号である。

EHR：全ての診療所に、電子カルテが普及し

ている。民間医療保険が伝統的に個別の医療機関

と密接な関係を築いており、医療情報ネットワー

クは保険者や地域を単位とする分散型で発達した。

それらをリンクするため、蘭政府は2002年に医

療IT基盤（AORTA）を立上げた。AORTAはネッ

トワーク間を接続するナショナルスイッチングポ

イント（LSP）、ID認証機能などを提供している。

こうした医療情報ネットワーク化推進のため公的

NPO、Nictizが活動している16）。医療者は、分散

保管された患者情報を、本人の承認の下にLSPを

介して利用する。AORTAの代診医サマリ・ネッ

トワーク（Hwg）は、夜間や主治医が休診の際、

代診の医師が患者サマリを参照するシステムであ

る。

投薬情報：AORTAの電子処方箋システム（Mg）

は、処方箋の電子的作成と送付、投薬情報サマリ

が参照できる。2011年初より全ての処方箋発行

にMgの使用が義務付けられた17）。

診療報酬請求：医療機関は、保険者へEDIで診

療報酬請求する。18）

PHR：国民のPHRを集中管理するEPR法案は、

2011年4月に上院で否決された。Nictizで代替案を

検討している。

2． 国民医療保険制の国（韓、加）

この類型では、医療供給面は保険者や医療者に

相当の権限が認められるが、財源面はおおむね全

国画一的に規制されている。

（1） 韓国

概況19）：国民皆保険制であり、2000年に各種保

険者を国民健康保険公団（NHIC）に統一した。

このとき審査機能は新設の健康保険院審査評価院

HIRAに集約された。NHICの保障は、入院は8割

だが、外来は7～5割と患者負担が比較的高く、

保険対象外の高度診療も多い。このため補完的な

民間医療保険が普及している。

国民ID：全国民に個人識別番号を1968年に導

入し、医療でも利用している。

主治医制：患者紹介制がある。患者は先ず一次

医療機関を受診し、必要な場合、上位医療機関を

紹介される。紹介無しの受診は保険適用外である。

病院の約9割が民営で、ほとんど大都市に集中し

ている。開業医は少なく、韓方医や、保健所総合

医の無償診療が、一次医療を支えている20）。

診療報酬請求：診療報酬請求は、2006年末ま

でにほぼ100％EDI化された。レセプトはEDIで

HIRAへ送られ電子的に一次審査される。疑義の

ある請求は専門委員会などの人的審査を受ける。

その結果に基づき、NHICは支払を行う。HIRAは、

医療品質評価・改善など国民健康保険法に基づく

レセプト情報二次利用や、過剰診療抑止に成果を

上げている21）。

EHR：約70％の病院がHISを導入し、電子カル

テ化は20％程度である22）。EHRは大病院を中心に

導入され、民間病院のネットワーク化が進んでい

る。公立病院ネットワークは構築中である。

投薬情報：HIS導入済の医療機関の患者投薬情

報は、EHRで参照可能である。なお、HIRAは、

韓国食品医薬品局のDBとリンクし、医薬品の投

与量や禁忌情報を参照している23）。

PHR：韓国政府は、EHRとPHRの両方で相互運

用性があるEHR実現のため、2006年にiEHRセン

ターを設立した。同センターは、2015年までに

国内で常時アクセス可能なPHRを実現し、医療改

善の意思決定に役立てることを目指している。

（2） カナダ

概況24）：国民医療保険制度メディケアがある。

州・準州（州等）が保険者となり、医療保険税な
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ど州税財源で医療を運営する。連邦政府は医療費

の原則半額を負担する補助金で州等を統制し、全

国均一な医療を目指している。メディケアは急性

期の入院費用と医師の診療費をほぼ全て保障する

が、歯科、薬剤費など対象外費目も多く、総医療

費の約3割が患者負担である。

国民ID：医療分野個人認証用のヘルスカード

は、州等ごとにIDが付され発行されている。

主治医制：主治医制度があり、専門医や病院で

診療を受けるには、主治医の紹介が必要である。

EHR：医療情報化を推進する公的NPO、Canada

HealthInfowayは、連邦・州等の監督の下、各種

専門家からなる独立取締役会が運営している。予

算は連邦政府が負担し、2006～2015年の十年間

で総額100～120億加ドルの投資と、所要の運営

費支援を計画している25）。Infowayは全国民が全

土で利用できる汎カナダEHRネットワークの推

進計画と技術標準を定め、地域や病院へ投資して

いる。全国各州等で構築中の標準EHRシステム

は、患者・医療者登録、医用画像、検査情報、投

薬DBなどから成る。2010年末現在で全人口の約

半分をカバーする基幹EHRシステムが構築済で26）、

当初2020年完成の計画を2016年に達成の見通し

である。ただし、臨床現場で電子カルテなどを用

いる開業医は約37％、病院は約65％にとどまる。27）

診療報酬請求：医療機関は、各州等のメディケ

アに診療報酬請求する。電子カルテやHISは標準

化の途上だが、多くの製品にEDI請求支援機能が

ある。

投薬情報：薬局の多くは、何らかの投薬情報管

理用システムを導入している。医療者と薬局を結

ぶInfoway電子処方箋システムの開発と実装を促

進し患者安全を強化するためのワーキンググルー

プが2011年4月に組織された28）。

PHR：カルガリー保健地域の慢性疾患管理シス

テムなど、各地でPHR開発が進んでいる。29）

その他：Infowayは包括的長期計画に基づき、

専門家集団が政治と一線を画して運営している。

公的財源からの資金は投資として運用管理され、

市中利回りに遜色ない水準で推移している30）。

3． 国営医療の国（英、豪、デンマーク）

この類型は、国が租税財源で運営する医療制度

であり、一般に保険料や窓口負担はない。医療サー

ビス供給面でも国が主要な役割を負う。

（1） イギリス

概況31）：国営医療制度NHSがあり、その予算は

トラストという単位組織に配分・執行される。

2002年のIT国家計画に基づいて、医療IT専門部署

NHSConnectingforHealthが設立された。全国

モデルとしてイングランドの医療情報ネットワー

ク整備が進められ、基盤となる専用ブロードバン

ド網N3の導入は2007年に完了した。スコットラ

ンドのN3整備も進んでいる。ただし、当初3件だっ

たアプリケーション開発が11件に増えたため、

達成期限も2016年に延長された。

国民ID：全国民にNHS番号が配布され、診療

や医療事務に使用されている。N3へのアクセス

も、NHS番号で認証を行う。

主治医制：主治医制があり、市民は近隣の一般

医に主治医登録する。専門医や病院の受診は、主

治医の紹介が必要である。その管理・監督、医療

基準の設定、医療内容や報酬請求の審査は、地域

のトラスト（PCT）が担う。PCTは各種業務課題

の管理目標を保健省から与えられ、NHSの適正

運営と業務改善を図っている。

診療報酬請求：医療者は、所属するトラストへ、

診療報酬をEDI請求する。トラストは請求を審査

し、配分された予算から所要の報酬を医療者に支

払う。

EHR：患者の詳細診療録は医療機関が管理し、

診療所の99％が電子カルテ導入済である。医療

者は、NHS標準EHR製品から任意に選択し導入
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できる。また、医療者間の通信専用のNHSmail

サービスがあり、詳細患者情報も送信できる。更

に、検索・予約、電子処方箋（EPS）、サマリ記

録（SCR）、医用画像などN3アプリケーションの

開発と実装が進んでいる。32）

投薬情報：処方箋と投薬履歴は電子化され、地

域のEPSサービスによって管理される。一部の薬

局向に紙処方箋も併用できる。

PHR：PHRの主目的である個人の継続的健康管

理は、主治医と診療所EHRが担当する。ただし、

全国民の最新のサマリと投薬履歴が、診療所

EHRと地域EPSの更新に連動してNHS中央のSCR

システムに記録される。本人はインターネットで

SCRにアクセスし、自分の記録を閲覧・管理でき

る。ただし、医療者のSCRの利用は急性期医療や

救急支援に限定される。医学や行政などを目的と

するNHS医療情報の二次利用は、NHS二次利用サー

ビス（SUS）によって別途管理されている。33）

（2） オーストラリア

概況34）：国営医療制度メディケアは、医療目的

税を主財源とし、民間保険の併用を政策的に奨励

するなどの特色がある。医療費支払や公立病院運

営は州・準州・ACT（州等）ごとに行われ、州

等の役割は大きい。豪政府は'90年代にメディケ

ア業務のVPNネットワーク化を推進した35）。2004

年に医療情報化公的推進機関NEHTAが設置され、

成果を上げている。

主治医制：豪国民は任意の一般開業医に主治医

登録する義務がある。

診療報酬請求：一般診療所の外来患者と主治医

の紹介で専門医や公立病院を受診する患者は公的

患者と呼ばれ、その医療費はメディケアが支払う。

公立病院の外来公的患者は医師を指名できない。

しかし、患者は私的患者としての受診を任意で選

択し、医師を指名してもよい。私的患者の医療費

は民間病院と同じにとなる。民間病院では診療費

の75％（入院）～85％（外来）が事後請求でメディ

ケアから患者に償還される。償還請求は、紙の明

細を添付して各地のメディケア事務所で手続きを

行う。医療者やメディケア事務所では、所属する

メディケアへEDI請求する。

EHR：NEHTAによりEHR技術標準と専門用語

の整備が行われ、標準規格のサマリ、遠隔医療、

慢性疾患管理など機能を開発中である。各地で電

子退院時サマリなどの実証運用が始まっている。

PHR・投薬情報：「個人管理可能な電子健康記

録」（PCEHR）を、2012年7月に全国導入する計

画がある。PCEHRの利用は各個人の任意であり、

個人健康情報の原本は医療機関、メディケア、保

険会社などが保管し、本人や関係医療者はPCEHR

を介しサマリや投薬情報を共有する。36）

国民ID：全国民にメディケアIDが配布され、

保健・医療の個人認証に利用される。患者は、メ

ディケアIDによるインターネット接続で、医療

費個人情報の確認や各種手続などが可能である。

しかし、メディケアIDは各州等が家族単位で発

給するため、州境や世代を超えて個人特定する上

で制約がある。それ故、全国一元的な個人健康情

報管理を可能にするため、医療ID（HI）が2010

年に導入された。HIは豪州で受診する全ての人

に付番され、専らPCEHRシステム内で利用され

る。従って、メディケアIDは従来どおり使用さ

れている。37）

（3） デンマーク38）

概況：一般租税財源の国営医療制度で、主な医

療供給は自治体が管轄する公立病院が担う。

SDNと呼ばれる専用ネットワークや健康医療ポー

タルsundhed.dkによる医療介護福祉の情報連携が

発達し、軽症・慢性患者向に電話や電子メールで

の主治医の診察も行われている。

主治医制：国民は一般開業医から任意に主治医

を選び、登録する義務がある。主治医は、日常的
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医療や一次医療、および病院・専門医への紹介に

責任を負う。

国民ID：1950年代から課税管理用の国民番号

CPRがあり、医療にも利用されてきた。また、個

人情報保護のため2007年に代用個人番号が採用

された。これはCPR開示が不要な電子政府サービ

スでの個人認証に使用でき、医療へも導入中であ

る。39）

投薬情報・PHR：IT化以前から国民的医療情報

管理の仕組みがあり、1977年以降の国民の投薬

履歴が蓄積されている。本人と関係医療者は、投

薬記録、公的病院の診療録、検査結果などを

sundhed.dk経由で照会可能である。更にsundhed.

dkには予防医療情報提供やオンラインセルフ健

診などの保健機能がある。これらはPHRに利用で

きる。

EHR：一般開業医と専門医向EHR用に、共通

医療カルテFMKを2010年から導入中である。ま

た、SDNの電子紹介状機能が使い難く、利用率

が50％程度にとどまることが問題視され、がん

などの疾病別紹介状パッケージの開発が行われて

いる。

診療報酬請求：SDNを含む電子政府ネットワー

クを介して行われる。

その他：SDNは政府・自治体・医薬品協会共

同設立のNPO、MedComが公的予算で運営する。

MedCom第7期計画（2010-2011）では、褥瘡の遠

隔診断、基礎自治体での医療・介護の情報連携な

どを重視している40）。

4． 混合型医療保障制の国（米国）

本類型は民間医療保険を重視する体制で、アメ

リカ合衆国が該当する。

概況41）：医療保障は民間保険が中心である。国

民の約6割は雇用主が任意で提供する民間医療保

険と契約し、約1割は個人で医療保険に加入して

いる。障害者や高齢者向の公的医療保険メディケ

アは、連邦政府が社会保障税で運営する。国民の

約15％（2007年現在）は医療保険がない無保険

者である。オバマ政権は、無保険者削減のため雇

用主の医療保険提供義務化などを2010年3月の医

療改革法で定めた42）。しかし、2011年1月に下院

で医療改革廃止法が可決されるなど先行きは不透

明である。

EHR・投薬情報43）：オバマ政権は2014年迄に

EHR全米普及を目指すHIT計画を推進している。

従来、米国では大病院や保険会社などが様々な医

療情報ネットワークを築いてきた。HIT計画は、

それら割拠したネットワーク間の接続や、州レベ

ルでの医療情報交換を重視する。そのため調整機

関ONCなど公的組織が活動している。また、

EHR導入を促す大型報奨金政策（計$20億）を打

ち出した。報奨金受給にはONC認定EHR製品を

導入し、MeaningfulUse基準に沿って運用する必

要がある。同基準には処方箋のオンライン使用が

含まれる。

PHR：PHR機能をもつ大手IT企業のEHRプラッ

トフォーム製品が、ONC認定を受けている。

主治医：主治医制を含む民間保険の医療給付の

内容は、個別契約に基づく。

診療報酬請求：大部分の請求は、医療者から保

険者か決済業者へEDIで行われる。このため、ほ

とんどのHIS、EHR製品にはEDI請求機能がある。

国民ID：米国民には社会保障番号が配布され、

様々な個人認証に利用される。しかし、未就労者

や年少者には無い、偽造し易いなどの理由で、患

者情報管理には使えない。医療情報ネットワーク

の多くは、関係機関別の個人IDへ対処するため、

様々な基本属性から個人情報を紐付け検索できる

インデックスサーバー（MPI）を利用している。44）

以上、各国の要点を、表1にまとめた。
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以下に、主要システム事案について第Ⅲ部の比

較に基づく考察を記す。なお、表2は筆者私見に

よる各国進行状況の整理である。

1． EHR

EHRは異なる医療者等間での患者の診療情報

の伝達・共有が主な機能である。従って、EHR
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Ⅳ 考 察

表1 比較一覧表

国名 ドイツ フランス オランダ

医療保障類型 伝統的医療保険 伝統的医療保険 伝統的医療保険

制
度 国民ID ×反対論が強い ◎個人認証ICカード、NIR、INS ◎患者向BSN・医療者向UZI

主治医制 ◎法定義務、紹介無は保険外 ○法定義務、主治医紹介患者優遇 ◎法定義務、紹介無は保険外

シ
ス
テ
ム
案

EHR △Telematicsでの紹介状授受 ○DMPのサービス開始 ◎代診医サマリネットHwg稼働

生涯電子カルテ △eGKの選択機能として検討中 △DMPの将来的機能 △EPR法案を再検討中

投薬情報 △eGKの必須機能として検討中 ◎薬剤管理ネットDP稼働済 ◎電子処方箋Mg使用義務化

診療報酬請求 ○EDIの他、電子媒体等も利用 ◎RSSでEDI処理 ◎保険者と医療者間で個別EDI化

国名 韓国 カナダ

医療保障類型 国民医療保険 国民医療保険

制
度 国民ID ◎個人識別番号あり ○州ごとにメディケアID発行

主治医制 ○下位医療者からの紹介制 ◎法定義務、紹介無は保険外

シ
ス
テ
ム
案

EHR ○HIS相互接続を推進中 ○'16年迄に完成予定

生涯電子カルテ △'15年目標に準備中 ○慢性疾患向に開発･導入例あり

投薬情報 ○HIS相互接続を推進中 ○'16年迄に完成予定

診療報酬請求 ◎全面EDI化済 ○医療者毎の対応、概ねEDI化済

国名 イギリス オーストラリア デンマーク

医療保障類型 国営医療 国営医療 国営医療

制
度 国民ID ◎NHS番号 ◎メディケアID、HI ◎CPR、代用個人番号

主治医制 ◎法定義務 ○法定義務、私的受診も選択可 ◎法定義務

シ
ス
テ
ム
案

EHR ◎稼働済 ○一部地域で試験導入中 ◎稼働済、使用率向上に注力中

生涯電子カルテ ○開発中（SCR） △PCEHRとして開発中 ◎稼働済

投薬情報 ◎稼働済（EPS） △PCEHR向に開発中 ◎稼働済

診療報酬請求 ◎稼働済 ◎EDI化済、個人向償還は紙請求有 ◎稼働済

国名 アメリカ合衆国 日本（参考）

医療保障類型 混合型医療保障 伝統的医療保険

制
度 国民ID ◎社会保障番号あり △新工程表で国民ID計画中

主治医制 ○保険契約による ×登録義務やアクセス制限はない

シ
ス
テ
ム
案

EHR ○保険者や地域により導入済 ○一部地域で実用化例あり

生涯電子カルテ ○ONC認定製品で対応例あり △新工程表で計画中

投薬情報 管理 ○保険者などにより導入例有 ○新工程表で計画中

診療報酬請求
○診療報酬の決済条件による
が、大多数はEDI化済。

◎レセプトオンライン請求義務化は、
少数例外除き2013年度に完了の予定

凡例：◎全面認可・導入済または法定義務 ○部分的に認可・導入済 △開発・導入段階 ×検討中など
出典：第Ⅲ章より筆者要約



は、医療者が機能分化し、患者の移管が常態化す

る主治医制の下で、より有用と考えられる。果た

して表2のとおり、主治医制が厳格な国では、ド

イツを除きEHRがほぼ稼働している。主治医は

患者を適切な医療者に紹介するゲートキーパー機

能を担い、患者情報を紹介先へ伝える責任が大き

い。そうした制度的必要性がEHR導入を促した

と考えられる。

ドイツのEHR導入の遅れは、国民IDの不存在

がその一因と思われる。個別機関を超えて散在す

るデータを本人に同定するには、情報技術の特性

上、個人識別記号が必要である。予め国民IDが

ある社会では、その医療情報管理への利用には抵

抗が少ない。国民IDのある国では早期にEHR導

入が進み、ドイツでは遅れる結果になったと考え

られる。

なお、主治医のゲートキーパー機能がない日本

では、EHRは地域連携ケア支援の意味が強い。

介護業者や専門医など連携ケア資源には地域偏在

があり、地域に合ったEHR整備が望まれる。

2． PHR

PHRは、医療者、保険者、行政など機関横断的

に散在する個人健康情報を一元的に活用するシス

テムである。この分野では国営医療制の諸国が先

行している。PHR構築に向けて組織縦割りの壁を

超えるには、政治力が有用である。それ故、国営

医療型諸国が先行したと思われる。

また、国民IDがあるにも関わらず、新たに

PHR処理専用IDを導入する動きがある。豪HIや

仏INSは、既存の国民IDが長期一元的な個人情報

管理に向かないため導入された。また、デンマー

クの代用個人番号は、納税者番号での個人認証が

多用され、プライバシー懸念が高まった故、開発

された。その結果必要な複数IDの紐付け検索は、

米国MPIと同様にインデックス機能で処理すると

みられる。かつては問題化したかもしれない複数

ID名寄せ処理の負荷も、検索技術の進歩によっ

て、セキュリティ対策として受容できる程度に低

下したと考えられる。

各国で個人情報保護意識が高まっており、PHR

での本人の同意に基づく管理ルール作りがみられ

る。これは、先進国には、実証的な公共医療政策

よりも、プライバシーなどを重視する人が相当数

いることを反映している。このため、PHRと連動

する保健・予防機能の開発・導入を進め、PHRの
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表2 制度的懸案事項と医療情報システム整備状況

国民ID 主治医制 EHR
生涯電子
カルテ

投薬情報
診療報酬
請 求

伝統的医療保険制
①ドイツ
②フランス
③オランダ

（参考）日本

なし
追加導入
導入済
計画中

導入済
導入済
導入済
検討中

開発中
導入中
導入済
部分導入

検討中
導入中
開発中
計画中

開発中
導入済
導入済
計画中

部分導入
導入済
導入済
導入中

国民医療保険制
①韓国
②カナダ

導入済
部分導入

部分導入
導入済

部分導入
導入中

開発中
開発中

開発中
導入中

導入済
ほぼ導入済

国営医療制
①イギリス
②オーストラリア
③デンマーク

導入済
追加導入
追加導入

導入済
部分導入
導入済

導入済
導入中
導入済

部分導入
開発中
導入済

導入済
開発中
導入済

導入済
導入済
導入済

混合型医療保障制
①USA 導入済 部分導入 部分導入 導入中 部分導入 ほぼ導入済
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活用を国民各個人自身が選択する、Optinを促す

環境作りが重要だろう。

3． 投薬情報

投薬情報はEHRの主要コンテンツであり、表2

のとおり投薬情報とEHRの導入度合いとの相関

は高い。また、仏やデンマークの例から、薬品業

界を巻き込んだ仕組み作りが可能な分野とみられ

る。ところで日本では、先般の東日本大震災の教

訓から、投薬情報電子化保存と広域共有の重要性

が認識された。新戦略工程表で計画中の所謂「電

子お薬手帳」を広汎に活用できる環境を早期に実

現するため、関連業界を巻き込んでシステム構築

する方策を検討すべきだろう。

4． 診療報酬請求

診療報酬請求EDI化は類型（2）、（3）の諸国が先

行した。しかし現在は、9カ国全てでおおむね導

入が進んだ。日本は少数例外を認めた故、100％

EDI化ではないが、世界水準に遜色ない。

5． その他；医療情報化推進機関

ほとんどの国で、一定の独立性ある統一的な公

的専門機関が医療情報ネットワーク化を推進して

いることが注目される。そうした機関は一貫性あ

る長期計画を政治と一線を画して進めている。従っ

て、技術標準化や実装事業の一貫性あるマネジメ

ントが期待でき、企業の研究開発、自治体の人材

育成、医療者の設備投資など、関係者の長期的戦

略的な取り組みを促進すると考える。

本稿では、9カ国の医療情報ネットワーク化主

要4事案の進行状況を、日本の医療改革の懸案2

件に着眼して、国別、医療保障類型別に比較考察

し、今後の医療情報化施策に活かすべき知見を得

た。ただし、本稿の医療保障類型は固定的なもの

ではない。例えば仏は類型（2）へ、加は類型（3）

へ、豪は類型（4）へ傾斜しつつあるかに見える。

日本も今後の改革次第で類型（1）に収まらない動

向も考え得る。従って、本稿で論じた医療保障類

型による特性を踏まえ、今後の制度的変化を先導

し、改革を促進する医療情報施策が求められると

考える。
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1978年からの鄧小平の改革開放政策は、中国

経済に急速な経済発展をもたらしたと言われる。

その一方で、沿海部に経済特区を設置し、優先的

に一部の地域を発展させる改革開放政策は、中国

の所得格差を拡大するきっかけになった可能性が

ある。確かに、中国国家統計局によると、2010

年の中国経済は世界GDPの約9.5％を占め、日本

を抜き、アメリカに次ぐ2位となった。しかし、

経済が成長するとともに、所得格差問題もクロー

ズアップされた（戴,1997;佐藤,2003;厳,2003;

磯部,2004;牛嶋,2006;Tsui,1996;Yao,1999;

Kanbur,Zhang,1999;Gustafsson,Li,2002;Yue,

Bjorn,Li,2007）。所得格差は都市と農村間、沿

海部と内陸部、都市内部、そして農村内部で、急

速に拡大した。中国全体の所得格差をジニ係数で

見ると、80年代初期の0.3から、2000年以降は0.4

を上回る水準にある。表1は中国の所得格差のジ

ニ係数の推計結果をまとめたものである。表1の

左側は中国統計局による公表値であり、右側は各

研究者、機関などがマイクロデータに基づいて推

計したジニ係数である。

所得格差を是正する所得再分配の主な方法とし

ては、社会保障給付による再分配や累進所得税に

よる再分配がある。ところが、従来の研究（李・

岳、2004；周、2004；薛・園田・荒山、2008；

孟、2008）は所得格差の実態把握が中心であり、

これら二つの再分配政策のどちらが重要であるか

検討する際のエビデンスとなる格差の要因分解や、

再分配政策の効果に関する推計は必ずしも十分に

は行われていない。本稿ではこうした従来の研究

で十分に取り上げられていない格差の要因分解と

再分配効果を経済成長が著しい各省（市）都市部

を対象に実証分析する。まず、中国の20省（市）

－77－

Ⅰ はじめに

中国における所得格差の要因分解と累進所得税・再分配政策の効果

雍 �

論 文

■要約

中国では経済成長とともに格差が拡大する傾向にあり、累進所得税・再分配政策への関心が高まっている。本稿

では、中国『統計年鑑』に収められている20省（市）の項目別収入データ（1998－2006年）からパネルデータを構

築し、Shorrocksの要因分解法を用いて、中国各省（市）の都市部の所得格差を要因分解した。その結果、所得格差

の一番大きな要因は賃金格差であり、移転収入はそれに次ぐ要因となった。格差是正の方法として累進所得税、失

業保険、最低生活保障制度に着目し、これらの再分配効果を推計した結果、等税収制約の下で累進税と給付を組み

合わせる場合、その効果がより大きいことがわかった。

■キーワード

所得格差、要因分解、累進所得税、再分配政策、等税収制約



について、1998年から2006までの9年間のパネル

データに基づいて、Shorrocks（1982）で提示さ

れた所得源泉別要因分解の手法を用いて、中国の

各省（市）の所得格差を検討する1）。次に、こう

した所得格差を是正する手段として制度化されて

いる現在の中国の個人累進所得税制、都市部最低

生活保障制度、失業保険制度を簡潔に説明する。

そして、こうした再分配政策がそれぞれ省（市）

においてどのような効果を発揮しているのか、ま

たよりよい再分配を行うためにはどのような改革

が必要かについて、各制度の再分配効果に関する

推計を行い考察する。最後に、本稿のまとめと今

後の課題を述べる。

1． データ

本稿に用いたデータは、中国各省（市）の『統

計年鑑』による利用が可能な20の省（市）2）の都

市部の1998年から2006年までの階級別での家計

所得パネルデータである。『統計年鑑』によれば、

「家計所得」は所得階級別5分位データの各分位

の各世帯一人あたりの平均所得であり、世帯員の

賃金、経営収入、財産収入、移転収入から構成さ

れている。ここでの賃金とは世帯員が労働契約を

通じて得た労働報酬である。経営収入とは世帯員

が経営活動（例えば小さな店、屋台や、家庭の仕

事場を営むこと）を通じ、獲得した収入である。

財産収入は世帯員が持っている動産（例えば銀行

の預金、有価証券）、不動産（例えば家屋、車、
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Ⅱ 中国の所得格差の要因分解

表1 中国の所得格差のジニ係数

年度 中国統計局の公表値 マイクロデータによる推計

ジニ係数 所得の定義 ジニ係数 研究者 データ 所得の定義

1988

平均所得（都
市世帯は1人
当たり可処分
所得で、賃金
収入、経営収
入、移転収入、
財産収入を含
める。農村世
帯は1人当た
り純収入で、
賃金収入、経
営収入、移転
収入、財産収
入を含める。）

0.38 Khanand
Riskin（2001）

中国社会科学院に
よる家計所得調査
（CHIP）

都市世帯は実物所得と住宅手当を含
む世帯所得。農村世帯は持ち家の家
賃の換算額を含む世帯所得。

1990

1994 0.43 李（2004） 中国人民大学によ
る社会調査

可処分所得。

1995 0.39 0.45 Khanand
Riskin（2001）

中国社会科学院に
よる家計所得調査
（CHIP）

都市世帯は実物所得と住宅手当を含
む世帯所得。農村世帯は持ち家の家
賃の換算額を含む世帯所得。

1996 0.38 0.46 李（2004） 中国人民大学によ
る社会調査

可処分所得。

1997 0.37

1998 0.38

1999 0.39

2000 0.41

2001 0.40

2002 0.43 0.5 李・羅（2007） 中国社会科学院に
よる家計所得調査
（CHIP）

都市世帯は住宅手当、教育手当、社
会保険、実物所得の隠れ手当を含む
世帯所得。農村世帯は持ち家の家賃
の換算額を含む世帯所得。

2003 0.44

2004 0.44

出典：中国統計局（2008）、KhanandRiskin（2001）、李（2004）、李・羅（2007）により筆者作成。



土地など）により獲得した収入である。具体的に

は預金の利子、配当金、家賃収入、地代などを含

める。移転収入は国、企業と社会団体から各世帯

への移転支出であり、年金、生活保護給付、退職

金などを含める。

しかし、省（市）によっては経営収入のデータ

が整備されていない。経営収入はデータのある省

（市）を見ても、家計所得の5％未満で、不平等

に与える影響はわずかであると考えられるので、

本稿では、できるだけ多くの省（市）を比較する

ために、家計所得から経営収入を除くものとして、

次のように定義した。

このように定義することによって、20省（市）

の1998年から2006年までの9年間のパネルデータ

を構築することができる。なお、各省（市）の主

要な記述統計量は表2となる。

2． 中国の地域別に見た経済発展の差と所得

格差

所得格差と経済発展との関係に関しては、従来、

クズネッツ仮説が有力な見解であった。しかし、

それは長期の経済成長および経済の発展段階と所

得格差との関係に関する仮説であり、長期の時系

列データを要する。表2に示した本稿で用いるパ

ネルデータは9年間のデータで、クズネッツ仮説

を検証する十分な長さの期間のデータとは言えな

い。ただし、経済発展の程度と所得格差との関係

については、このデータを用いることによって考

察することができる。すなわち、就業者に占める

一次産業の割合が小さい省（市）を経済発展の進

んだ地域と見なし、その割合が大きい省（市）を

経済発展が遅れている地域と見なし、こうした経

済発展の差と各省（市）の所得格差との関係を見

ることができる。そのために、2004年－2006年

における就業人口に対する一次産業人口の割合の

差を経済発展の差のメルクマールとして、所得格

差（平方変動係数；SCV3））と経済発展との関係

に関連するクラスター分析をした。その結果は、

20の省（市）について、北京と上海の大都市、

沿海部、および内陸計の三つのグループに分けら

れている4）。図1の空白部分は欠損値である。第

一グループの北京と上海はもともと経済発展して

いたので、一次産業就業者数も著しく低く（平均

で7.0％以下同じ）、また経済の成長率も比較的に

低いが（平均で14％）、不平等度も比較的に低い

（0.28）。第二グループの沿海部はすでに一次産業

就業者数も1／3程度（33.4％）で、経済の成長率

はまだ高くて（17％）、不平等度も高い（0.38）。

第三グループの内陸部と重慶、海南省は一次産業

就業者数が半数程度（51.6％）ではあるが、経済

の成長率は高く（18％）、不平等度も高い（0.34）。
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家計所得＝賃金＋財産収入＋移転収入 ①

平均
（1998-
2006）

1人当たり
GDPの
成長率

1人当たり
可処分
所得（元）

高齢化率 失業率 労働力率

全国 10.8％ 7878 8.2％ 3.7％ 65.1％

北京 13.2％ 13014 10.3％ 1.3％ 63.2％

内モンゴル 17.0％ 6614 6.8％ 3.9％ 53.2％

遼寧 10.8％ 6770 9.0％ 4.9％ 53.0％

黒竜江 9.6％ 6191 6.4％ 3.9％ 52.3％

上海 11.0％ 14070 13.8％ 4.0％ 51.5％

江蘇 13.4％ 8914 10.3％ 3.5％ 61.1％

浙江 13.1％ 11964 9.9％ 3.7％ 75.4％

安徽 11.1％ 6545 8.5％ 3.8％ 71.7％

福建 10.5％ 9309 8.1％ 3.4％ 64.8％

江西 12.1％ 6379 7.4％ 3.2％ 63.2％

山東 13.9％ 8017 9.0％ 3.4％ 65.7％

河南 13.3％ 6313 7.7％ 3.0％ 75.4％

広東 12.2％ 11615 7.5％ 2.7％ 68.5％

広西 11.5％ 7215 8.4％ 3.7％ 72.6％

海南 9.6％ 6595 7.4％ 3.4％ 59.4％

重慶 11.4％ 7752 9.8％ 3.9％ 70.4％

四川 11.4％ 6805 9.1％ 4.2％ 67.9％

陝西 13.8％ 6261 7.5％ 3.4％ 65.1％

甘粛 11.9％ 6064 6.3％ 3.2％ 64.9％

寧夏 12.1％ 6120 5.2％ 4.5％ 68.3％

表2 各省（市）の記述統計量

出典：『中国統計年鑑（1998-2007）』により筆者作成。
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3． 中国各省の所得格差とその要因

次に所得不平等を源泉別で考察する。本稿は、

Shorrocks（1982）に従い、中国の20省（市）の

都市部の所得格差を所得源泉別に要因分解する。

まず北京を例として、推計の結果を説明する。図

2を見ると、左側の図は1998年から2006年までの

9年間の都市部所得格差の変動で、その格差を所

得源泉で分解すると右側の図となる5）。図2の右

側の図の一番下の面積は賃金の寄与度を示し、そ

して一番上の面積は移転収入の寄与度となり、中

央の一番小さな面積は財産収入の寄与度を表す。

このグラフが示したように、賃金の不平等への寄

与度は圧倒的に大きく、移転収入は二番目、最後

に財産収入となる。

このような賃金の不平等への寄与度が大きいこ

とは表3でもわかる。表3は、20省（市）の賃金

の寄与度を時系列で計算したものである。9年間

の平均値を見るとほぼ60％－80％の間にあり、

特に上海、広東、重慶は賃金の所得格差への寄与

度が大きく、平均よりも高い水準になる。こうし

た賃金格差を縮小する手段として、累進所得税制

を通じた再分配政策を挙げることができ、後の節

では、その政策効果について検証を行うこととす

る。

移転収入も家計収入の中で不可欠な要素で、国

家も移転収入を通じて所得再分配を行っている。

表4を見ると、所得不平等への寄与度については、

移転収入は賃金収入に次いで二番目で、約28％

となった。利子、配当金などの財産収入の家計所

得における割合はわずかであり、その格差への寄
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出典：筆者作成。

図1 経済発展の地域的相違と所得格差との関係
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出典：筆者作成。

図2 北京の所得格差と格差の要因分解

表3 地域別時系列で見る賃金の不平等への寄与度

賃金の
寄与度

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 平均

北京 61.25％ 74.34％ 72.02％ 72.32％ 64.02％ 62.21％ 68.33％ 69.85％ 75.32％ 68.85％

上海 － － － － － 87.63％ 87.95％ 83.51％ 85.49％ 86.15％

江蘇 62.38％ 61.12％ 66.94％ 65.38％ 55.06％ 63.37％ 64.21％ 72.12％ 72.01％ 64.73％

浙江 68.56％ 68.33％ 71.12％ 71.70％ 73.22％ 74.64％ 74.15％ 81.02％ 77.83％ 73.40％

山東 77.05％ 78.17％ 84.91％ 82.41％ 73.84％ 75.29％ 74.63％ 69.58％ 72.54％ 76.49％

広東 73.92％ 79.20％ 84.10％ 78.86％ 79.32％ 84.02％ 83.39％ 85.09％ 83.40％ 81.26％

福建 － － － － 59.55％ 62.32％ 62.30％ 60.23％ 66.84％ 62.25％

広西 71.99％ 71.51％ 74.60％ 77.02％ 76.70％ 73.40％ 80.13％ 80.12％ 80.79％ 76.25％

海南 － － － － 57.08％ 53.20％ 69.61％ 72.88％ 72.37％ 65.03％

安徽 64.30％ 66.72％ 62.97％ 63.67％ 57.96％ 57.17％ 62.89％ 63.66％ 65.21％ 62.73％

内モンゴル － － 62.33％ 66.36％ 64.39％ 67.45％ 69.90％ 68.62％ 67.27％ 66.62％

江西 61.09％ 60.27％ 65.57％ 72.17％ 65.07％ 75.23％ 71.99％ 68.06％ 72.49％ 67.99％

河南 － － － － 53.77％ 52.75％ 54.58％ 62.15％ 66.14％ 57.88％

重慶 － － － － 70.97％ 82.47％ 84.98％ 86.79％ 89.28％ 82.90％

陝西 60.73％ 59.70％ 60.01％ 72.17％ 65.34％ 70.73％ 74.27％ 75.60％ 70.05％ 67.62％

寧夏 － － － － 62.83％ 61.65％ 64.76％ 72.26％ 67.94％ 65.89％

四川 － － － － 60.50％ 67.32％ 68.37％ 67.67％ 69.05％ 66.58％

甘粛 － － － － － － 75.21％ 72.12％ 69.06％ 72.13％

黒竜江 65.81％ 57.13％ 54.62％ 50.57％ 51.18％ 59.73％ 63.00％ 66.37％ 59.53％ 58.66％

遼寧 － － － － 60.39％ 59.93％ 63.20％ 63.11％ 58.75％ 61.08％

出典：各省の『統計年鑑（1998－2006）』により筆者作成。
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与度も少ない。

以上の推計結果から、中国都市部の各所得階層

間の所得格差を是正するためには、賃金また移転

収入の不平等を改善することが重要であることが

理解できる。

中国の所得再分配政策の体系としては、負担面

には累進所得税制があり、給付面には失業保険、

年金制度、最低生活保障制度がある。Ⅱ節の図2

で示したように、所得格差全体に占める賃金所得

格差が最も大きくなるので、現在、都市部の所得

格差を導く主な原因は賃金の所得格差となる。従っ

て、この節では勤労世帯の所得格差を是正する個

人累進所得税制、最低生活保障制度、失業保険を

取り上げて説明する。

1． 個人所得税制（累進税制）

1980年9月10日に開かれた第五回全国人民代表

大会の第三次会議で『個人所得税法』が制定され、

個人の所得税を徴収し始めた。当時個人所得税の

所得（定額）控除額は800元／月で、所得がより

豊かな外国人が主な所得課税対象となっていた。

その後1986年に、国民所得の発展に応じて、国

務院は『中華人民共和国個人収入調節税暫行条例』

を公布し、中国の公民に対して統一的に個人収入

調節税を課すとした。1993年10月に開かれた第

八回全国人民代表大会常務委員会の第四次会議で

『「中華人民共和国個人所得税法」を第一回改定す

る決定』が可決され、国籍に関わらず、すべての

中国内の居住者、また中国から収入を得る非居住
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Ⅲ 中国の所得再分配政策の発展

－1990年代以降の経済成長期の

勤労者への対応に着目して－

表4 地域別時系列で見る移転収入の不平等への寄与度

移転収入
の寄与度

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 平均

北京 35.83％ 23.57％ 25.26％ 25.86％ 34.02％ 33.86％ 29.72％ 27.91％ 22.32％ 28.71％

上海 － － － － － 11.68％ 10.27％ 14.09％ 12.04％ 12.02％

江蘇 32.93％ 35.28％ 30.66％ 32.43％ 41.90％ 33.42％ 31.43％ 23.81％ 24.46％ 31.81％

浙江 23.68％ 26.95％ 25.80％ 25.24％ 23.88％ 18.57％ 19.84％ 13.40％ 10.97％ 20.93％

山東 18.31％ 18.42％ 12.97％ 14.12％ 23.58％ 21.62％ 22.85％ 27.81％ 23.76％ 20.38％

広東 19.35％ 13.28％ 10.49％ 16.91％ 17.00％ 11.84％ 11.18％ 9.72％ 9.59％ 13.26％

福建 － － － － 39.13％ 33.42％ 33.08％ 33.45％ 26.57％ 33.13％

広西 18.43％ 21.15％ 19.13％ 17.78％ 18.17％ 20.05％ 16.58％ 16.48％ 13.56％ 17.92％

海南 － － － － 39.24％ 42.38％ 26.73％ 24.10％ 25.15％ 31.52％

安徽 31.73％ 30.53％ 35.88％ 35.20％ 38.00％ 39.70％ 34.49％ 34.11％ 31.25％ 34.54％

内モンゴル － － 35.17％ 31.39％ 33.37％ 29.43％ 28.03％ 28.01％ 28.43％ 30.55％

江西 33.63％ 34.53％ 32.10％ 25.41％ 32.45％ 23.49％ 25.90％ 30.42％ 25.41％ 29.26％

河南 － － － － 43.01％ 44.16％ 40.30％ 35.40％ 30.65％ 38.71％

重慶 － － － － 27.55％ 14.60％ 12.20％ 8.32％ 7.63％ 14.06％

陝西 33.90％ 35.01％ 37.26％ 26.68％ 33.19％ 27.03％ 24.21％ 22.34％ 25.85％ 29.50％

寧夏 － － － － 36.45％ 36.10％ 33.67％ 26.27％ 30.12％ 32.52％

四川 － － － － 35.73％ 28.08％ 27.55％ 28.36％ 26.01％ 29.15％

甘粛 － － － － － － 23.80％ 27.39％ 30.65％ 27.28％

黒竜江 30.87％ 39.55％ 44.09％ 48.59％ 48.20％ 39.10％ 35.74％ 31.24％ 37.19％ 39.40％

遼寧 － － － － 37.13％ 38.38％ 34.89％ 34.80％ 37.71％ 36.58％

出典：各省の『統計年鑑（1998－2006）』により筆者作成。



者は、個人所得税法により、統一した個人所得税

を納付することが規定された。1994年国務院は

『中華人民共和国所得税法実施条例』公布し、中

国の個人所得税制を統一した。2005年10月第十

回全国人民代表大会第十八次会議で『個人所得税

法修正案草案』を通し、賃金に対する個人所得税

の所得控除額は、2006年1月1日から1600元／月に

引き上げた。2007年12月、その所得控除額を

2000元／月に引き上げた（2008年3月からに実施）。

中国の個人所得税は、所得の種類によって異な

る税率で課税を行っている。課税所得の種類とし

ては、給与賃金所得、個人事業主の生産・事業所

得、企業行政団体の請負事業所得、役務報酬所

得6）、原稿料所得、特許権使用料所得、利子・配

当・分配所得、財産賃貸所得、財産譲渡所得、一

時所得、国務院財政部が徴収を定めるその他の所

得が設けられている。個人の給与賃金所得と事業

所得に対しては、累進税率（給与賃金所得は5％－

45％、事業所得は5％－35％）を用いて課税する

一方、原稿料所得、役務報酬などの所得に対して

は、比例税率（原則としては20％）を用いて課

税する。

ここでは、給与賃金収入に関する個人所得税を

説明する。その基本的な計算式は以下のようにな

る。

『個人所得税法』が成立した当時、賃金に対す

る個人所得税の所得控除額は800元であった。そ

の後20年間、中国経済発展の急成長に伴い、一

人当たりの平均収入も大幅に高まり、所得税の課

税対象となる人が増えてきた。そのため、その所

得控除額は以前の800元から1600元、その後2000

元に設定された。給与賃金所得に対する個人所得

税率は9段階の累進税であり、以下の表5になる。

計算するときには以下の点を注意すべきである。

日本の個人所得税の課税所得金額は年収から給与

所得控除と各種所得控除を引いたものとなる。そ

の種類としては基礎控除、扶養控除、配偶者控除

など15種類がある。中国の所得控除には扶養控

除、配偶者控除がない。すなわち、日本の個人所

得税は家計単位の色彩が強いのに対して、中国の

個人所得税は完全に個人（労働者）単位である。

2． 最低生活保障制度

日本の生活保護制度に相当するものとして、中

国都市部には最低生活保障制度がある。最低生活

保障制度は、1993年に上海の『本市都市部住民

の最低生活保障に関する通知』によって開始され

た。その後2年間、大連、青島、煙台、福州、厦

門などの東部沿海都市において最低生活保障制度

が相次いで開始された。1995年5月厦門、青島で

開かれた民政部の全国都市部最低生活保障ライン

に関する会議で、「最低生活保障制度を全国範囲

で普及させる」ことが呼びかけられた。

90年代の国有企業改革に伴い、失業者と並び、

下崗職工と呼ばれる人達も増加した。国有企業の

下崗職工とは職場から外されたが、働いていた国

有企業との労働契約を解除せず、職を求めても新

しい職を見付けられていない者である。失業者と

の違いは、下崗職工は国有企業との労働契約を保っ

－83－

課税所得金額＝

総所得（給与賃金）金額－所得控除額 ②

所得税額＝課税所得金額×税率－税額控除額 ③

段階 課税所得金額 税率 税額控除額

1 0元－500元 5％ 0

2 500元－2000元 10％ 25

3 2000元－5000元 15％ 125

4 5000元－20000元 20％ 375

5 20000元－40000元 25％ 1375

6 40000元－60000元 30％ 3375

7 60000元－80000元 35％ 6375

8 80000元－100000元 40％ 10375

9 100000元以上 45％ 15375

表5 給与賃金所得に対する個人所得税税率表

出典：各省の『統計年鑑（1998－2006）』により筆者作成。
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ているため、その国有企業は彼らの社会保険など

の負担義務があることである。中国政府は失業者

を対象とする失業保険に関して一連の改革を行う

と同時に、下崗職工に注目して以下の政策を実行

した。

1998年5月、都市部住民を対象にして、下崗職

工の基本生活保障、失業保険と最低生活保障とい

う「三本の保障ライン」が提起された。1999年9

月、国務院が『都市部住民最低生活条例』を公布

し、最低生活保障制度は国策として規範化、法律

化された。こうして、最初は地方政府の自発的政

策行為であった最低生活保障制度が徐々に全国で

普及し、最後には中央政府の重要の国策の一つと

なった。

このように発展してきた現行制度7）の仕組みを

概観する。この制度は省（市）ごとに実施されて

おり、その現状は表6の通りである。

受給対象者は、都市部の非農業戸籍であり、共

同生活する家計一人当たり収入8）が当地最低生活

保障水準を下回る者であり、具体的には以下の二

種類がある。一つは「三無人員」であり、いわゆ

る収入源がない者、労働能力がない者、法定扶養

者がいない者である。もう一つはある程度収入が

持っているが、家計一人当たり収入が当地都市住

民の最低生活保障基準を下回る者である。最低生

活保障基準は、各地域の財政状況および生活また

物価水準に応じて、最低限の生活を維持するため

に必要となる衣食住費用、水道、電気、ガス代お

よび未成年の義務教育費に基づいて定められる。

3． 失業保険

改革開放後、企業は自由に必要な人材を雇用し、

従業員も自由に職業を選択することができるよう

になった。1986年7月、国務院は『国営企業職工

待業保険暫定』を公布し、中国初の失業保険制度

が登場した。1993年5月に、国務院は『国有企業

職工待業保険規定』を公布し、適用範囲を拡大し、

救済金給付基準を引き上げた。同時に1986年の

『国営企業職工待業保険暫定』は廃止された。

1999年1月、国務院は『失業保険条例』を公布

し、初めて「待業保険」を「失業保険」と表記し、

さらに失業保険制度を整備した。その後、1999

年の『失業保険』を充実するために、『失業保険

申請発放弁法』（2000）、『拡大失業保険基金支出
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表6 各省（市）の都市部最低生活保障制度の基本状況

都市名
2008年の

基準（元）

一人当たり

GDPとの比率

受給者

数（人）
受給率 都市名

2008年の

基準（元）

一人当たり

GDPとの比率

受給者

数（人）
受給率 都市名

2008年の

基準（元）

一人当たり

GDPとの比率

受給者

数（人）
受給率

北京 390 7.43％ 145283 1.01％ 安徽 212 17.59％ 992203 3.99％ 重慶 231 18.04％ 787803 5.55％

天津 397 8.58％ 156237 1.72％ 福建 211 8.41％ 192044 1.07％ 四川 190 12.65％ 1860263 6.11％

河北 196 10.12％ 937641 3.20％ 江西 193 15.69％ 948957 5.21％ 貴州 158 21.52％ 545366 4.94％

山西 200 11.78％ 919002 5.97％ 山東 235 8.51％ 612172 1.37％ 雲南 198 18.85％ 875422 5.84％

内モンゴル 195 7.27％ 850639 6.82％ 河南 169 10.35％ 1462723 4.31％ チベット 256 22.14％ 37106 5.72％

遼寧 224 8.60％ 1369093 5.28％ 湖北 188 11.34％ 1438883 5.57％ 陜西 172 11.33％ 837097 5.29％

吉林 162 8.26％ 1278967 8.79％ 湖南 180 12.35％ 1450628 5.39％ 甘粛 157 15.58％ 897653 10.62％

黒竜江 201 11.08％ 1525208 7.20％ 広東 256 8.17％ 398390 0.66％ 青海 188 12.98％ 220153 9.70％

上海 400 6.56％ 340946 2.04％ 広西 178 14.29％ 568739 3.09％ 寧夏 187 12.55％ 207539 7.47％

江蘇 278 8.43％ 459190 1.10％ 海南 189 13.23％ 177476 4.33％ 新彊 143 8.63％ 760944 9.01％

浙江 297 8.43％ 91850 0.31％

注：一人当たりGDPは各省の一人当たりGDPである。受給率は各省（市）都市部人口に占める都市部最低生活保障
の受給者数の比率である。日本の生活保護は世帯単位であることに対して、中国の最低生活保障は個人単位と
なっているので、受給率の分母は各省（市）都市部人口数となる。

出典：中華人民共和国民政部、中国統計年鑑（2009）により筆者作成。



範囲試点に関する通知』（2006）などの法規が実

行された。

現行の失業保険は1999年の『失業保険条例』

であり、その適用範囲、財源、保険料率、資格者、

支給期間、給付水準については、以下の表7とな

る。

1． 累進税制の単独の効果

前節では所得累進税の納税前の都市部家計所得

の所得不平等を所得源泉別に要因分解した。その

結果において、今日、中国の所得格差では、賃金

による不平等の寄与度が一番大きく、すなわち、

中国の都市部家計所得の不平等となる主な原因は

賃金による不平等であることが示された。このこと

は、こうした格差を是正するためには所得累進税が

重要であることを意味する。従って、この節は、所

得累進税を分析対象として、課税前と比較しなが

ら、課税後の家計所得の不平等について検討する。

用いたデータは、中国各省（市）の『統計年鑑』

による利用が可能な13の省（市）9）の都市部の

1998年から2006年までの階級別での家計所得パ

ネルデータである。ここでの「家計所得」はⅡ－

1で述べたものと同じく、各世帯一人あたりの平

均所得であり、世帯員の賃金、財産収入、移転収

入の合計である。

まず、賃金所得を計算する。本稿に用いた「家

計所得」は各世帯の一人あたりの平均所得である

ため、個人の所得税を計算するときには世帯内就

業人員（個人）の所得（賃金）に戻らなければな

らない。すなわち、家計所得とは、就業人員と就

業しない人員（例えば、年配の人と子供）の双方

を含む全世帯員の収入の平均値となるが、所得税

はその中で就業人員のみに課税するため、階級別

の家計所得から就業者一人当たり賃金に転換する

必要がある。ここでは、劉（2005）に従って、

以下の式を用いる。

次に、所得税を計算する。計算式は以下のよう

になる。

ここで、所得控除額は1998年－2005年におい

ては800元となり、2006年には1600元となり、ま

た税率と税額控除額は表5の通りとなる。

最後に、課税後の家計所得は式④を変形するこ

とによって求めることができる。
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Ⅳ 勤労者に対する再分配政策の効果

就業者一人当たり賃金＝

（家計所得×世帯人員）／世帯内就業者数 ④

所得税額＝

（賃金－所得控除）×税率－税額控除額 ⑤

表7 失業保険の内容

適用範囲 財源 保険料率 資格者（失業救済を貰える条件） 支給期間と給付基準

①都市部におけ
る企業（国有
企業、集団企
業、外資系企
業、私営企業
とその他企業）
②都市部におけ
る事業部門

①都市部におけ
る企業（国有
企業、集団企
業、外資系企
業、私営企業
とその他企業）
②都市部におけ
る事業部門

①企業は全従業
員の賃金総額
の2％の比率
で
②従業員は本人
の賃金の1％
の比率で

①本人また所属企業が失
業保険料を満1年納付
すること。
②失業になるのは本人意
志ではないこと。
③失業登録をし、さらに
就職要望を持つこと。
①～③に満たさなければ
ならない。

①保険料の納付期間が1年以上5
年未満の者に最長12ヶ月分を
支給。
②保険料の納付期間が5年以上10
年未満の者に最長18カ月分を
支給。
③保険料の納付期間が10年以上
の者に最長24ヶ月分を支給。
④給付基準は各省の最低賃金よ
り低く、都市居民最低生活保
障基準より高い。

出典：中華人民共和国労働と社会保障部http://w1.mohrss.gov.cn/gb/ywzn/shiybx.htm（2011年6月15日）により筆者作成。
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納税前の各省（市）都市部の各階層間の所得格

差と比べて、納税後の各階層間の所得格差どう変

化するについては、本稿では所得の再分配効果に

よく使われている指標として、ジニ係数の改善率

を用いて、所得再分配効果を説明する。ジニ係数

の改善率とは、（所得給付を改変後のジニ係数－

所得給付を改変前のジニ係数）／所得給付を改変

前のジニ係数の値（％表示）である。

分析結果（表8）を見ると、当然のことながら、

どの省（市）においても所得税による再分配後の

家計所得のジニ係数は再分配前よりも小さくなっ

た。すなわち、13の省（市）では、所得税が所

得再分配効果を発揮していることがわかる。所得

税によるジニ係数の改善率を見ると、江西、陜西

2省は1998年－2006年の平均再分配効果が比較的

に小さいが、ほかの省（市）については、所得税

による所得再分配効果が大きい10）。

2． 低所得者に対する所得給付引き上げの効果

この節では、政府の低所得者に対する所得移転

（失業給付と生活保護給付11））の効果を推計して

分析する。具体的には、都市部における家計の所

得階級別5分位の中で、低所得者のうち実際に生

活保護給付（最低生活保障給付）または失業給付

をもらっている人に対する給付水準を日本の平均

的な給付水準と同じ程度にする場合の再分配効果

を考察する。用いるデータは各省（市）の『統計

年鑑』による利用が可能な2008年20の省（市）12）

の5分位所得階級別のデータである。

まず、各省（市）における低所得者のうち実際

に最低生活保障給付または失業給付をもらってい

る人数（A）を推計する。そのために、2008年の

各省（市）都市部人口に占める都市部最低生活保

障または失業給付の受給者数の比率を計算し、そ

の比率を各省（市）の所得階級別での低所得者数

にかけることによって、各省（市）の最低生活保

障または失業給付受給者数を求める。式で表すと、
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課税後の家計所得＝

就業者一人当たり課税後の賃金×

世帯内就業者数／世帯人員 ⑥

ここで、就業者一人当たり課税後の賃金＝

就業者一人当たり賃金－所得税額 ⑦

表8 所得税による所得再分配の改善率

ジニ係数
の改善率

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 平均

北京 4.8％ 4.5％ 5.0％ 4.4％ 5.8％ 5.6％ 5.7％ 5.9％ 6.3％ 5.3％

黒竜江 1.8％ 3.1％ 3.9％ 4.4％ 4.0％ 4.3％ 4.4％ 4.3％ 3.3％ 3.7％

江西 0.6％ 1.1％ 2.0％ 2.5％ 4.4％ 4.2％ 4.4％ 3.7％ 3.0％ 2.9％

陜西 1.5％ 2.3％ 3.5％ 3.4％ 3.0％ 2.4％ 2.9％ 4.3％ 3.4％ 3.0％

広西 2.2％ 2.7％ 2.8％ 3.4％ 4.8％ 5.2％ 4.3％ 4.3％ 4.2％ 3.8％

浙江 4.4％ 4.7％ 4.9％ 4.7％ 5.2％ 5.2％ 5.4％ 5.3％ 5.4％ 5.0％

安徽 1.5％ 1.9％ 3.7％ 3.8％ 4.6％ 4.6％ 4.8％ 5.2％ 4.0％ 3.8％

内モンゴル － － 3.6％ 3.3％ 4.4％ 5.5％ 5.4％ 5.7％ 4.0％ 4.6％

寧夏 － － － － 3.6％ 4.0％ 4.4％ 3.9％ 4.7％ 4.1％

河南 － － － － 4.6％ 4.9％ 5.2％ 4.8％ 3.3％ 4.6％

福建 － － － － 2.0％ 3.8％ 5.5％ 5.6％ 5.4％ 4.5％

海南 － － － － 6.2％ 5.2％ 4.2％ 5.4％ 4.6％ 5.1％

上海 － － － － － 5.1％ 5.8％ 5.4％ 7.0％ 5.8％

出典：各省（市）『統計年鑑（1998－2006）』により筆者作成。



以下のようになる。

次に、「日本の平均的な給付水準の程度」とな

る各省（市）の給付水準を推計する。ここでは、

「日本の平均的な給付水準の程度」として、全国

一人当たりGDPに対する一人当たり生活保護給

付および失業給付の比率を用いる。2008年の日

本の一人当たりGDPに対する一人当たり生活保

護給付全国平均値の比率は20％13）で、一人当たり

GDPに対する一人当たり失業給付全国平均値の

比率は40％14）である。これらの比率を中国全体の

一人当たりGDPにかけることによって、日本の

給付水準程度に相当する各省（市）都市部の最低

生活保障と失業給付（B）を得る。そして、この

日本と同様な給付から各省（市）の実際の給付水

準を引くと、各省（市）の現行の給付水準を日本

の平均的な水準にするために必要な給付の増加額

（D）を算出することができる。

再分配効果を見るためにこの額Dを各省（市）

のAに加えて給付水準引き上げ後の所得を求めて、

ジニ係数を計算した。これらの所得給付を引き上

げる前と比べて、生活保護給付また失業給付を引

き上げた後の家計所得のジニ係数の改善率を計算

した。その結果は表9になる。

まず、生活保護給付と失業給付それぞれの場合

で日本と同じ水準に所得給付（生活保護および失

業給付）を引き上げると、20省（市）平均では、

ジニ係数が0.5（生活保護）、0.7（失業給付）ポ

イントだけ、給付引き上げ前よりも良くなった。

生活保護給付だけの効果を見ると、北京、上海が

マイナスになっているが、経済発展の進んだ地域

である北京、上海では、中国全体の一人あたり

GDPに対する生活保護給付の比率がそれぞれ20.6

％、21.1％であり、日本の一人当たりGDPに対す

る一人当たり生活保護給付比率の20％よりも高

い水準になっているためである。従って、北京と

上海においては、生活保護給付の割合を日本の生

活保護給付の割合と同程度にしても、中国全体の

GDPに基づいた額だと再分配効果は生じず、ジ

ニ係数は改善しないことがわかる。もちろん、そ

のほかの省では、日本の平均的な生活保護給付割

合に基づく金額にすると、その再分配効果は遥か

に大きく、ジニ係数も大きく改善している。ただ

し、ここで注意すべきなのは、中国の地域格差が

－87－

A＝低所得者数×

最低生活保障と失業保険の受給率 ⑧

D＝B－中国各省（市）の実際の給付水準 ⑨

表9 日本と同様の所得給付水準がもたらす再分配効果と必要な給付の増加率

地域 北京 内モンゴル 遼寧 黒竜江 上海 江蘇 浙江 安徽 福建 江西

生活保護給付 －0.004％ 0.723％ 0.507％ 0.930％ －0.016％ 0.052％ 0.010％ 0.415％ 0.094％ 0.743％

給付の増加率 －3.0％ 94.0％ 68.9％ 88.7％ －5.4％ 36.0％ 27.5％ 78.1％ 79.2％ 95.7％

失業給付 0.163％ 0.675％ 0.825％ 1.185％ 0.416％ 0.323％ 0.339％ 1.026％ 0.635％ 1.135％

給付の増加率 50.7％ 60.3％ 82.3％ 105.6％ 57.6％ 38.1％ 48.1％ 125.9％ 71.6％ 135.0％

地域 山東 河南 広東 広西 海南 重慶 四川 陝西 甘粛 寧夏

生活保護給付 0.104％ 0.634％ 0.031％ 0.406％ 0.516％ 0.508％ 0.751％ 0.596％ 1.784％ 0.883％

給付の増加率 61.3％ 123.8％ 47.7％ 112.2％ 99.8％ 63.6％ 99.1％ 119.6％ 140.6％ 102.2％

失業給付 0.840％ 0.757％ 0.214％ 0.905％ 0.409％ 0.780％ 1.115％ 0.744％ 0.955％ 1.128％

給付の増加率 129.3％ 72.0％ 38.6％ 94.0％ 30.2％ 70.8％ 96.5％ 86.8％ 107.9％ 121.2％

注：給付の増加率は次の式で算出した値である：（日本並みの生活保護給付また失業給付－中国現行の生活保護給付
また失業給付）／中国現行の生活保護給付また失業給付）。すなわち、中国の現行水準（生活保護給付、失業給
付）と比べた給付の増加率である。

出典：筆者作成。
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非常に大きく、北京、上海の一人あたりGDPが、

全国平均の一人あたりGDPの約3倍であることで

ある。表6の各地域の一人あたりGDPに対する実

際の生活保護給付の比率を見ると、北京は7.43％

で、上海は6.56％に過ぎない。それは中国の現段

階においても、必ずしも大きくない比率であると

思われる。

3． 累進税制と所得給付の組み合わせの効果

（等税収制約の下での推計分析）

これまで低所得者に対する所得給付引き上げの

効果を推計してきた。次に、等税収制約の下での

再分配効果を推計する。まず低所得者（現在中国

で実際に生活保護給付をもらっていた人々）に日

本と同じような水準で生活保護給付を引き上げる

ときに必要となる資金の増加分を推計する。次に、

その資金の増加分を高所得者へ増税して、税金と

して徴収することによって賄う。最後にこうした

等税収制約の下の高所得者への累進所得税収から

低所得者への所得移転を、当初所得または低所得

者だけへの所得給付（生活保護給付）引き上げの

場合と比較して、ジニ係数がどう変化するかを考

察する。

一般的に、所得税率の引き上げによる労働供給

への影響は理論的には十分に考えられる。しかし、

北村・宮崎（2010）、別所（2010）などにもある

ように、実証的には十分に検証されているとは言

い難い。中国においては、于（2004）、余（2006）

などのアンケート調査により影響があるとする論

文はあるが、計量経済学的な実証分析に基づいて

結果を導いたものではない。従って、ここでは、

所得再分配の給付が労働供給に及ぼす影響に関し

ては捨象して、考察を進める。

推計結果は図3と表10となる。図3の左側の図

は推計の方法であり、右側の表は低所得者の生活

保護給付を引き上げるために、高所得者からさら

に所得税を取るべき税率である。表10からわか

るように、低所得者の所得給付（生活保護給付）

引き上げの場合も、等税収制約の場合も、それぞ

れのジニ係数は当初所得の場合のジニ係数よりも
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出典：筆者作成。

図3 等税収制約下の推計と結果

2008年
低所得者の生活
保護給付引き上
げ（元／人）

高所得者に対す
る所得税率に加
える追加的な税
率

内モンゴル 2200 0.53％

黒竜江 2134 0.69％

江西 2220 0.51％

陜西 2472 0.42％

広西 2400 0.29％

浙江 980 0.01％

安徽 1991 0.29％

寧夏 2294 0.66％

河南 2512 0.45％

福建 2006 0.07％

海南 2268 0.38％

注：低所得者とは中国現段階で実際に生活保護給
付をもらっている人々である。



小さくなった。すなわちGini②＜Gini①＜Giniと

なる。一方、ジニ係数の改善率を見ると、低所得

者の所得給付引き上げの場合と比べると、等税収

制約下のジニ係数の改善率は遥かに大きい。この

ことは所得格差を是正する所得再分配政策として

一番効果があるのは、累進税制と所得給付を組み

合わせた、いわゆる等税収の下での所得再分配で

あることを示している。また、この等税収を保つ

ため、高所得者へさらに所得税を課すときの税率

を引き上げる増加幅（図3）を見ると、0.01パー

セントポイントから0.69パーセントポイントの間

になる。これは1パーセントポイントを下回るも

ので、それほど大きくない値である。従って、こ

こでの分析で想定するような等税収制約の下での

再分配を行うための累進的な所得税の引き上げは

可能であると考えられる。

1978年、鄧小平が「先富論」を掲げ、改革開

放政策が実行されて以降、中国経済は確かに急速

に発展して、一部の人々と一部の地域が先に豊か

になってきた。本稿は、中国の20省（市）9年間

のパネルデータを用いて、各省（市）の都市部の

所得格差を要因分解し、さらに累進所得税制など

の再分配政策の効果について分析した。その結果

によれば、賃金による格差が所得格差全体の中で

一番深刻な問題となり、従って、所得格差を是正

するためには、賃金格差の是正が重要であること

が導かれる。実際、累進所得税の整備が始まり、

再分配効果が発揮され始めている。

移転収入の格差に対する寄与度は賃金所得に次

ぐものとなり、格差是正のためにこれらも重要で

ある。低所得者に対する生活保護給付や失業給付

を、日本の水準に引き上げると、所得格差がさら

に是正されることが推計によって明らかになった。

そして、等税収制約の下、富裕層からさらに累進

所得税を取って、貧困層に生活保護の形で給付す

ると、その所得格差が大きく是正される。

中国では目下、年金制度をはじめとする社会保

障制度を充実することを通して、所得の再分配効

果を果たすことに努力している15）。これこそが鄧

小平の「先富論」の「先富」から「共富」という

考えに基づく所得再分配の姿であり、望ましい政

策であると言えるであろう。格差を是正するため

には、豊かな人々から貧しい人々への所得移転が

－89－

Ⅴ むすび

表10 当初所得、低所得者に所得給付引き上げ場合および等税収制約下のジニ係数の変化

2008年 Gini Gini① Gini② Gini①の改善率 Gini②の改善率

内モンゴル 0.3010 0.2989 0.2867 0.72％ 4.76％

黒竜江 0.3078 0.3050 0.2938 0.93％ 4.57％

江西 0.2490 0.2471 0.2414 0.74％ 3.05％

陜西 0.2738 0.2722 0.2605 0.60％ 4.86％

広西 0.2734 0.2723 0.2644 0.41％ 3.30％

浙江 0.2984 0.2984 0.2833 0.01％ 5.05％

安徽 0.2816 0.2805 0.2693 0.41％ 4.38％

寧夏 0.3319 0.3290 0.3183 0.88％ 4.11％

河南 0.2628 0.2612 0.2529 0.63％ 3.76％

福建 0.2755 0.2753 0.2621 0.09％ 4.85％

海南 0.3133 0.3117 0.3011 0.52％ 3.90％

注：Giniは当初所得のジニ係数、Gini①は低所得者に生活保護給付を引き上げた場合のジニ係数、Gini②は等税収制
約下のジニ係数である。

出典：筆者作成。
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重要である。それは「先富論」のもう一つの考え

方でもあった。すなわち先に豊かになった人々は、

まだ富裕途上にある人々を助け、最後にともに豊

かになることである。2010年10月15日から開か

れた中国共産党中央五中全会は「国民経済・社会

発展第12次5カ年計画の制定に関する建議」を採

択し、「所得格差の是正」をその計画の中で重要

な目標とした。

一方、沿海部と内陸部などの地域間の格差も目

立ち、是正が課題となっている。本稿は中国各省

（市）の都市部の所得格差について考察した。各

省（市）の都市部の所得格差を是正するために、

例えば各省（市）が低所得者世帯や貧困世帯に本

稿での分析以上の所得給付を引き上げること、ま

た所得控除額を今のように全国一律にするのでは

なく、各地域の経済発展や物価水準などに応じて

決めることによって低中所得者の所得税を軽減し、

各省内の再分配効果を大きくすることも重要であ

ると考えられる。しかし、各省（市）が所得格差

是正に努めるだけでは、中国全体の格差は縮小し

ない可能性がある。前述したように、現在中国に

おいては沿海部と内陸部などの地域格差は非常に

大きく、こうした格差を是正するには、各省（市）

が実施する再分配政策、すなわち累進所得税制や

社会保障制度について、全国的な観点から望まし

い累進税率の範囲や年金給付・失業給付・最低生

活保障の給付のナショナル・ミニマムの基準を設

け、それが各省（市）で実現するように中央政府

が指導・誘導することが必要であると考える。累

進所得税の望ましい累進税率を導くためには、所

得格差に影響を及ぼしている賃金格差の是正と税

率の変化による労働供給の変化との関係を見るこ

とが重要であり、そのためにはマイクロデータを

用いたより詳しい実証分析を行う必要があるが、

これは今後の課題としたい。

投稿受理（平成22年11月）

採用決定（平成23年9月）

注

1） 分解方法はShorrocks（1982）に従う．ただし，分

解手法により結果が異なることがMorduchJ.and

SicularT.（2002）により指摘されている．

2） 北京，黒竜江，江蘇，浙江，安徽，江西，山東，

広東，広西，陝西（1998年-2006年）；内モンゴル

（2000-2006年）；遼寧，河南，重慶，四川，福建，

海南，寧夏（2002年-2006年）；上海（2003年-2006

年）；甘粛（2004年-2006年）．

3） 平方変動係数とは所得の分散値を平均所得の二乗

で除したものである．式で表すと，

となる．所得分配が完全に平等であるケースは，

SCV＝0となる．SCVの値は大きくなるほど，不平

等が増すことと判断される．

4） 中国の一般的な分類法では沿海部となる重慶市と

海南省がここでのクラスター分析では内陸部と同

一グループになる．

5）『中国統計年鑑』の記載によれば，都市住民の定

義は，2002年以降，都市戸籍を持つ者から都市区

域に半年以上居住する者に変更された．このこと

は所得格差の時系列的な変動に影響を与えたが，

所得格差における賃金，財産収入，移転収入の格

差への寄与度に関しては，2002年前後に大きな変

化は見られないので，本研究の分析には影響しな

いと考える．

6） 役務報酬所得とは設計，装飾，製図，化学検査，

測定試験，医療，法律，会計，コンサルティング

など役務に従事して貰った所得である．

7） 基本的な内容は1999年の『都市部住民最低生活保

障条例』に基づいたものである．

8） ここでの収入は共同で生活する家庭員のすべての

貨幣収入と実物収入である．ただし，軍人（およ

びその遺族）などの優遇対象に対する国家からの

救済金あるいは補助金を除く．

9） 北京，黒竜江，江西，陝西，広西，浙江，安徽

（1998年-2006年）；内モンゴル（2000-2006年）；河

南，福建，海南，寧夏（2002年-2006年）；上海

（2003年-2006年）．

10）所得税の納税後の家計所得に基づいて，その所得

不平等を源泉別に要因分解すると，課税後の所得

源泉の所得格差への寄与度において，賃金収入は

課税前と同じように一番大きくて，所得の構成要

素の中で格差を導く重要な原因となっている．た

だし，その寄与度は課税前より少し小さい値であっ

た．

11）生活保護給付は最低生活保障給付である．

12）北京，黒竜江，江蘇，浙江，安徽，江西，山東，
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SCV＝
var（Y）

（Yは総所得で，μは平均所得である）
μ2



広東，広西，陝西，内モンゴル，遼寧，河南，重

慶，四川，福建，海南，寧夏，上海，甘粛．

13）『社会保障年鑑（2009年）』による．

14）『社会保障年鑑（2009年）』による．

15）都市部年金制度の再分配効果については，雍・金

子（2010）を参照．

補論：Shorrocks（1982）による所得格差（SCV）の

要因分解の方法

総所得YがK個の所得要素により成り立っているとき，

となる．I（Y）は任意の所得格差の尺度とすると，第k

所得要素の不平等への寄与度S（Yk）は，Yの分散σ2（Y），

YkとYの共分散Cov（Yk，Y）を用いて以下のように示す

ことができる．

そして，このI（Y）に平方変動係数（SCV）を用いる

と，第k所得要素の不平等への寄与度S（YK）は次のよ

うになる．

ここで，CAKとCBKは次の式で表せる．

CAKは，第k所得要素以外の所得要素が平等に分配され

ていると仮定したときの総所得格差のSCVを意味する．

他方，CBKは，第k所得要素が平等に分配されたと仮定

した場合に現在より減少するのであろう総所得格差の

SCVを意味する．
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1991年12月にソビエト連邦が崩壊して新生ロ

シアが誕生し、その前後に多くの中央集権的計画

経済を採用していた国々が市場経済へ移行を始め

た。東欧、旧ソ連、モンゴルなどの国々は、移行

の初期に大きなマクロ経済的ショックを受け、マ

イナスの経済成長や激しいインフレーションを経

験した。マイナス経済成長の規模と期間は国によ

り異なり、ロシアの場合には、マイナス成長が長

期にわたって続き、1998年には実質GDPは55.8％

にまで落ち込んでいる。市場経済への移行の混乱

の中で、各国の人々は生活の防衛のために自分な

りの対応を行ってきた。本書は、1990年代のロ

シアを中心とした、移行期間における貧困と人々

の対応の研究となっている。

ロシアの貧困の特徴として、著者は、働く貧困

者、突然の貧困というキーワードを使っている。

一般には、ロシアに関しては、都市の貧困が注目

されているが、筆者は農村と都市の比較という視

点を導入して、農村の貧困にも注目している点に

も特色がある。本書は主に、「ロシア長期モニタ

リング調査」の個票のパネルデータを使用した統

計、計量経済学分析であり、ロシアの統計調査の

比較検討、家計の規模の経済性を考慮に入れた等

価尺度の測定と利用など丁寧な研究となっている。

各章の内容

第1部は、「ロシアの貧困の経済分析の基層」

であり、「ロシアの統計調査」と「ロシアの貧困

の測定」の2つの章から構成されている。

第1章の「ロシアの統計調査―貧困動態分析と

の関係を視点として」は、ロシア連邦統計局が実

施している貧困・生活水準に関する「家計予算の

抽出調査」（家計調査）、雇用問題に関する「雇用

問題に関する住民抽出調査」（労働調査）、ノース

カロライナ大学カロライナ人口センターがロシア

科学アカデミー社会科学研究所の協力の下に実施

している「ロシア長期モニタリング調査」を中心

に抽出方法や調査内容について詳細に紹介し、比

較検討している。ロシアのこの時期の貧困の特徴

として働く貧困者という特徴があるため就業状況

に関するデータが必要であるが、家計調査は就業

上の地位の情報がなく、逆に労働調査には仕事か

らの収入の情報がないという問題がある。また突

然の不安定化というもう一つの特徴のために貧困

を動態的に調べる必要があり、パネルデータが適

していて、「ロシア長期モニタリング調査」が最

もよいという結論に達する。貨幣所得の平均を、

「ロシア長期モニタリング調査」とロシア統計局

のデータや全ロシア世論調査センターのデータと

比較して、このデータが現実をおおむね反映して

いると結論付けている。

第2章は「ロシアの貧困の測定」であり、貧困

測定のための基礎的考察が行われている。貧困を

支出ベースで測るか所得ベースで測るかという問
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武田友加著

『現代ロシアの貧困研究』

駿河 輝和

（東京大学出版会、2011年）
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題があるが、賃金支払い遅延や副収入の存在によ

る所得水準の大きな変動、副業からの収入の隠ぺ

いの可能性といったことを考慮すると、支出ベー

スでの生活水準の測定が望ましいという結論にな

る。また個人副業経営が食料消費として重要であ

り、消費の中に含める必要性があることを指摘し

て帰属計算により含めている。

等価尺度を測定して、規模の経済を考慮した一

人当たり総消費の水準を計算しようとしている。

等価尺度を、総消費額に対し一定シェアの食料消

費額の家計を家計員構成に関わりなく一定の厚生

水準を持つと考えるエンゲル法により計算した。

その結果、大人を1とすると、子供は0.5、追加的

な大人0.9という等価尺度を提出してこれを生活

水準の計測に使用している。

第2部は、「ロシアの貧困動態の諸相」であり、

第1部のデータと貧困の計測法についての詳細な

基礎的吟味を基に、1990年代のロシアの貧困を

分析している。

第3章は、「移行ショックと貧困―移行経済下

ロシアの貧困の原因と特徴」であり、ソ連時代の

貧困、移行期のショックの下で起こった貧困の状

況を調べた章である。ソ連時代にも貧困は存在し

たと考えられるが、貨幣所得そのものは極めて平

等であった。ソ連に関する貧困研究についての文

献をまとめている。

移行により実質GDPの大幅な低下が生じ、他

の移行諸国に比べ、移行不況は長引いた。しかし、

予想された大量失業の出現はすぐには見られず、

失業は緩やかに上昇した。失業が急に上昇しなかっ

たのは、国家の企業に対するパターナリズム、企

業の従業員に対するパターナリズムの存続のため、

企業は労働力を解雇せずに抱え込みを続けたため

と説明している。その代償として賃金支払い遅延

や労働時間の短縮などが生じたが、企業の提供す

る社会福祉の享受、個人副業経営に対する農業企

業の援助などのメリットも受けつづけることがで

きた。生産量の縮小に対して、企業は雇用調整よ

りも実質賃金や労働時間により調整したことにな

る。インフレによる実質賃金の大幅低下、賃金支

払い遅延、現物支給、非自発的不完全雇用が貧困

の要因となっていた。

貧困者の代表的な社会グループは雇用労働者で

あったことを統計で示した。次に1994年と2000

年のクロスセクションデータにより貧困の要因分

析が行われている。計量分析により、強制休暇や

賃金支払い遅延が貧困に陥るリスクを高めている

ことを明らかにしている。また、教育や個人副業

経営は貧困のリスクを下げていた。アジア諸国と

違い、1994年ごろにおいては、都市と農村で貧

困リスクは同じであり、都市における貧困リスク

の高さが特徴である。経済不況はすぐに貧困に結

びつくという意味で貧困に対して脆弱であり、貧

困のフローは大きいとしている。

第4章は、「都市と農村の貧困動態と労働力状

態」であり、1994年、1996年、1998年、2000年

の4時点でのパネルデータを使用して、ノンパラ

メトリック分析や残差分析により、貧困動態を都

市と農村間で比較している。4年のうち、何回貧

困線以下の年があるかにより、各個人を非貧困、

一時的貧困、慢性的貧困に分類した。この貧困の

動態と労働力状態の関連を調べると、都市の慢性

的貧困者は非労働力人口の傾向が強く、農村の慢

性的貧困は非労働力人口である傾向が弱い。失業

は、都市でも農村でも慢性的貧困である傾向にあっ

た。非労働力人口の都市と農村での違いの原因の

一つは、農村の非労働力人口は、個人副業経営に

従事できる可能性が強いことを指摘している。

第5章は、「都市と農村の貧困緩和と貧困化の

決定要因」であり、非貧困、一時的貧困、慢性的

貧困の状態を多項ロジット・モデルにより都市と

農村に分けて分析している。推定の結果、次のよ

うな結果を得た。教育水準の影響は、都市で大き

い。個人副業は、貧困を減らす影響が大きいが、
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農村でその影響はより大きい。追加的就業は、貧

困を減らすが、都市でその影響はより大きい。家

計の適応行動ダミーの影響としては、人的資本を

利用した行動と物的資本を利用した行動が貧困を

減らしていたが、都市では人的資本の利用、農村

では物的資本の利用がより影響していた。マクロ

経済ショックは都市により大きな影響を与えた。

終章は、「地域間格差とプロ・プア成長」であ

り、地域別のパネルデータを使用して貧困者比率

と経済成長率の関係をみた章である。経済成長は

貧困を減らす効果を持っていたが、その効果は、

貧困度の低い地域でより大きかった。このことか

ら、著者は、ロシアの経済成長はプロ・プアでな

いと結論付けている。

本書の評価と課題

著者は、ロシア語ができ現地に精通した地域研

究者であるが、同時に統計調査に詳しく、統計的

計量経済学的な分析も可能であるという特徴を持っ

ており、それを本書に生かしている。データの扱

い方、数量分析の方法は丁寧であり、これまであ

まり注目されなかった貧困の動態的側面や都市と

農村の比較に注目して興味深い結果を提出してい

る点を評価できる。個人副業経営、追加的就業の

貧困に与える影響についても、数量的に明らかに

した。こういった点で、非常に貴重な研究である。

課題としては次のような点が挙げられるだろう。

第1の課題は、家計のパネルデータを使用して

いるが、パネルデータの特性を使用した計量分析

が行われていない点である。確かに、4期のパネ

ルデータを使用して、そのうち何時点貧困線以下

の消費水準であったかという情報により、非貧困、

一時的貧困、慢性的貧困を分割するのに使用して

いるが、計量分析においては、クロスセクション

あるいはクロスセクションをプールした形でしか

使用されていない。

第2の課題は、ロシア語のできる地域研究者と

して、聞き取り調査など独自の現地調査の部分が

ないことにやや物足りなさを感じる。本書の一つ

のポイントは、働く貧困者と企業のパターナリズ

ムという点である。企業という一種の共同体が、

賃金カット、労働時間の削減によりある種のワー

クシェアリングを行って、失業の発生を防ぎ、急

速な貧困化あるいは慢性的貧困への経路を防いだ

点について、現地調査でその実態を提供できれば、

より現実が浮き彫りにできたと思われる。

第3に、都市と農村の比較という点が本書の1

つの新しい点であるが、書評者のように移行経済

に興味があるがロシアにはあまり詳しくない者に

とっては、ロシアの農村や農業についての情報が

あまり盛り込まれていないという印象を受ける。

移行下の突然の貧困に対して、モンゴルでは多く

の人々が遊牧業に流入して遊牧業が雇用の受け皿

となった。また、東南アジアでも、突然のショッ

クに対し、農業に戻るというようなことが起こっ

ている。他方、アジアの貧困の中心は、むしろ農

業の非効率による農村にあることを考えると、ロ

シアの農村の貧困度合いが都市と比較してあまり

深くないことに驚く。もともとソ連の集団農場の

非効率さは定評があり民営化した農業企業に移っ

たことによる変化、インフォーマルな相互扶助の

存在、これらのことと貧困の関係など、インタビュー

を含めた現地調査があるとより面白さがでたよう

に思う。

第4に、市場経済への移行において、新しい需

要が生じ、そこにビジネスチャンスが生まれると

予想される。同時に、通常、生活に困った層は何

らかの生計の手段を見つける必要があり、都市に

おいてインフォーマル部門が発生する。本書は、

都市において追加的就業が貧困を減らす役割を果

たしたことを示しているが、インフォーマル部門

の貧困緩和に与えた影響を明示的には示していな

い。インフォーマル部門の役割についても情報が

ほしいところである。
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ロシアの調査資料を丁寧に吟味して、貧困につ

いて計量分析を行った本書は、他の移行国との比

較にも役立つ。同じ移行国でありながら、各国に

ある固有の制度的な要因が、ショックに対する相

互扶助の共同体のように働いて貧困を緩和してい

ることは興味深いことである。

（するが・てるかず 神戸大学教授）
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本書はオーストリア、デンマーク、オランダ、

スウェーデンという西欧四カ国における労働市場

政策の政治過程を分析した研究書である。そこで

扱われるのは、戦後高度成長の終焉と第一次、第

二次石油ショックがきっかけとなって始まった

1970年代以降の慢性的失業問題に、先進工業諸

国がどのように対峙し、経済・雇用政策とその成

果に各国間で大きな違いが生じた要因は何か、と

いう問題である。そして、著者が上記四カ国の詳

細なケーススタディを通して示そうとするのは、

失業の減少・雇用の増大に有効な政策の実現には

労働市場政策に利害をもつアクター間のコーディ

ネーションが不可欠であり、そのコーディネーショ

ンの成否を決定づけるのが「政治」だという主張

である。

本書評では、まず次節にて本書の概要を紹介し、

次に本書の成果や意義を明らかにしたうえで、評

者の考える本書の問題点を指摘したい。結論を先

取りしていえば、本書は1970年代から2000年代

にかけての対象四カ国における労働市場政策の政

治過程の記述としては優れているのだが、評者に

は本書の理論的意義、それ以前に説明モデルその

ものが理解できなかった。各国研究のリファレン

スにはなるであろうが、比較政治経済学における

エポックメイキングな研究にはならないだろうと

いうのが評者なりの本書に対する評価である。

本書は冒頭で次のパズルを提示する。すなわち、

完全雇用をほぼ実現した戦後高度成長の終焉が明

らかとなった1970年代以降でも、1980年代後半

までのオーストリアとスウェーデンでは失業率が

ほかの西欧先進国に比して低かったのに対し、デ

ンマークとオランダはその時期に高失業率に悩ま

されていた。一方、1990年代に入ると、オース

トリアとスウェーデンも失業率の高止まりに悩ま

され始めるのに対し、デンマークとオランダでは

失業率が改善し、世界的に「オランダの奇跡」や

「フレキシキュリティ」としてその労働市場政策

全般が賞賛され始める。このように、著者は石油

ショック後の低成長時代を1970年代後半から

1980年代後半までの時期と、1990年代から2000

年代にかけての時期に二分し、前期にオーストリ

アとスウェーデンで雇用パフォーマンスが良く、

後期にデンマークとオランダで雇用パフォーマン

スが改善したのはなぜかという問いを立てるので

ある。

著者の主張するところでは、低失業率という成

果は同じでも、それを実現した経路は前者と後者

とで異なるという。すなわち、オーストリアとス
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ウェーデンでの低失業率はマクロ経済レベルでの

労働需給の調整によって実現されたのに対し、デ

ンマークとオランダの高パフォーマンスは労働者

個人というミクロレベルの労働インセンティブと

雇用可能性（employability）に影響を与える労働

市場政策によって達成されたのであった。そして、

このマクロ経済政策とミクロ経済政策のそれぞれ

の成否を決定づけたのが政党、労働組合、経営者

団体、官僚機構が織りなす「国内政治配置

（domesticpoliticalarrangements）」だったという

わけである。

さらに各国の政治過程に踏み込んだ分析を見て

いこう。まず、議論の前提となるのは、本書が取

り上げている四カ国で、高度に組織化された労働

組合と経営者団体が交渉することで賃金水準を決

定し、政党や官僚機構はそうした利益団体と密な

コミュニケーションを取ることで政策形成を行い、

国家は完全雇用と社会保障制度の拡充に責任を持

つという「戦後和解体制」が成立していたという

認識である。本書によれば、1970年代後半から

1980年代後半にかけてオーストリア・スウェー

デンとデンマーク・オランダで雇用パフォーマン

スに違いが生じたのは、こうした「戦後和解体制」

への了解が政治アクターの間でいつ崩れたかの違

いに起因するという。デンマークとオランダでは

1970年代初頭には新政党が政党間競争に参入し

て政党システムが不安定化したうえ、労使間の関

係も緊張の度を増していた。その結果、1970年

代中葉の経済危機にはじめは拡張的財政政策によっ

て対応していたが、失業率は期待通りには抑制さ

れず、完全雇用は「最重要課題」から「重要な課

題の一つ」へとそのプライオリティを後退させて
・・

いき、経済・財政政策の方針はケインズ主義から

インフレ抑制・均衡財政を旨とするマネタリズム

へと変わっていったのである。その帰結が、

1980年代の高失業率であった。

これに対して、オーストリアとスウェーデンで

は完全雇用の実現にプライオリティを置く政治ア

クター間の合意が1980年代後半まで維持されて

いた。その結果、例えばスウェーデンでは社会民

主党政権であるか中道右派政権であるかといった

政権の党派性に拘わらず拡張的財政政策が1970

年代には取られたうえ、1970年代後半から1980

年代初頭にかけては実質賃金を引き下げて輸出企

業の競争力を回復させるために幾度か為替切り下

げが行われ、ほぼ完全雇用が維持された。オース

トリアでも、高度に集権的な労働組合と経営者団

体が賃上げを抑制し、拡張的な財政政策と組み合

わせて低失業率を維持したのであった（第二章）。

1980年代前半から1990年代初頭のデンマーク

とオランダでは、新たに政権を獲得した中道右派

政権がインフレ抑制・財政収支均衡・為替安定と

いう政策を維持し、こうしたマクロ経済政策の方

針はその後の中道左派政権でも変わらなかった。

対して、オーストリアとスウェーデンではマクロ

経済政策の目標に完全雇用を置く「戦後合意」が

ついに終焉を迎える。まずオーストリアでは、

1980年代初頭に社会民主党単独政権から社会民

主党・自由党連立、そして社会民主党・キリスト

教民主党による大連立へと政権構成の変化があり、

拡張的財政政策から均衡予算へと財政政策を変化

させている。また、オーストリアの経済政策の変

化が漸進的であったとすれば、スウェーデンはそ

のマクロ経済政策を雇用重視一辺倒からインフレ

抑制・緊縮財政・為替安定へとラディカルに変化

させている。もちろん、きっかけは1985年の国

内金融市場の規制緩和とそれがもたらした不動産

バブルの崩壊によるクローナ危機であったが、

1992年の経済危機以前に「国内政治配置」がす

でに変化していた事実が重要である。「スウェー

デンモデル」を特徴付ける頂上団体レベルでの労

使協調はすでに崩壊し、教育政策や住宅政策にみ

られるように平等を旨とする政策から個人の選択

の自由を尊重する政策へと政策体系の力点は変化
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していたのである（第三章）。

1990年代中葉から2000年代にかけてのデンマー

ク・オランダにおける「フレキシキュリティ」路

線とオーストリア・スウェーデンの雇用政策の模

索という分岐は、1970年代の経済危機における

対応の帰結といって良いであろう。デンマークと

オランダは経済危機に対して既存の「戦後和解体

制」では対応できず、はやくにマネタリスト的マ

クロ経済政策に移行した。そして、失業問題に対

して拡張的財政政策で対応する路線を早くに放棄

した結果、新たな雇用政策の形成を強いられたの

である。労働組合や経営者団体もそうした政策の

必要性を認識し、政労使の新たな協調体制がつく

られた。それが社会給付改革により労働インセン

ティブを高め、積極的労働市場政策により雇用可

能性（employability）を高める「フレキシキュリ

ティ」だったのである。一方、オーストリアでは

労使の頂上団体が「社会パートナー」として所得

政策で協調し政府の政策決定に参与するネオコー

ポラティズム体制が堅固であり、ミクロレベルで

労働者の雇用可能性に働きかける政策の必要性が

低かった。また、積極的労働市場政策による経済

合理化を「戦後和解体制」の核の一つとしてきた

スウェーデンでは、1992年以降の経済危機に積

極的労働市場政策では対応しきれず、2000年代

に入ると積極的労働市場向け支出の割合を著しく

減らしている（第四章）。

まとめると、新政党の参入による政党システム

の再編成や、政府と労働組合・経営者団体といっ

た利益団体との間の関係の緊張度の高まりが経済

政策や雇用政策での協調を難しくし、こうした

「戦後和解体制」の崩壊が完全雇用を至上命題と

する経済政策の終焉をもたらしたといえよう。

1990年代以降の雇用政策の展開はこうした戦後

体制の崩壊がいつ生じたのかというタイミングの

違いの関数であるともいえるのである（第五章）。

本書の最大の意義は、1970年代から現在まで

経済政策や雇用政策を担った政策担当者のメモや

インタビューを広範に利用し、デンマーク、オラ

ンダ、オーストリア、スウェーデンという西欧四

カ国の経済・雇用政策の形成プロセスを描ききっ

たところにある。特に、著書の行ったインタビュー

は特筆に値する。この時期の元首相や財務大臣、

財務省関係者、政策立案に直接携わった学者や官

僚、労働組合のトップ、といった各国のインナー

サークルに深く切り込み、インタビューの総数は

80人以上にものぼっている。そして、インタビュー

からの引用を各国の政策過程の叙述に効果的に散

りばめ、叙述に説得力をもたらしている。オック

スフォード大学出版会はケンブリッジ大学出版会

にならぶ欧米の学術出版社の双璧だが、その厳し

いスクリーニングを経て出版されただけのことは

ある力作である。その意味で、この時期の四カ国

の雇用政策の展開に興味のある本誌読者諸子にお

かれては、熟読に値する著作であると断言するこ

とはできる。原書を直接購入することをぜひお薦

めする。

しかし、分析に用いている資料が非常に価値の

高いものであるだけに、分析から引き出された説

明モデルに対しては大きな不満が残った。という

のも、本書の説明変数である「国内政治配置

（domesticpoliticalarrangements）」が何を指すの

か評者には最後まで分からなかったからである。

まず、本書では説明が省かれているが、国内総

生産の大半を輸出と輸入に依存し、為替は固定相

場制を基本とし、集権的な労働組合や経営者団体

が賃金水準を決定できる欧州小国の開放経済体系

では、なぜ単純な拡張的財政政策が失業問題を解

決しないのかを本書理解の補助線として説明して

おこう。拡張的財政政策は国内需要を喚起するが、
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それは国内産業への需要を喚起し、労働需給を改

善する方向に働くとは必ずしもいえない。国内需

要の増大は輸入品への需要をもたらすからである。

輸出の改善を伴わない輸入の増大は国際収支を悪

化させるうえ、国内需要の増大によるインフレー

ションは賃金水準全体の上昇を導き、固定相場制

の下では輸出産業全体の競争力を引き下げる。こ

こでの労働需給改善の鍵は労使協調による賃上げ

抑制によっていかにインフレ→賃金上昇→インフ

レの悪循環を押さえ込めるかにある。

また、国際収支の悪化と輸出競争力の低下に対

しては為替の切り下げで対処すれば良いようにみ

えるが、事はそう簡単ではない。為替の切り下げ

は輸入物価の上昇をもたらし、労働組合側が賃上

げで応じれば、再び賃上げ→インフレの悪循環に

陥る。ここでも、輸出競争力の改善による雇用の

増大を生み出す鍵は、労働組合側が為替切り下げ

による生活水準の低下を呑み、実質賃金の引き下

げに協力できるかにかかっている。つまり、完全

競争的労働市場の均衡水準では賃金が決まらない

欧州の小国では、政労使の協調、すなわち「コー

ポラティズム」による賃上げ抑制を維持できるか

に雇用問題の多くが依存しているのである。

本書が描くとおり、この政労使の協調体制がデ

ンマークとオランダでは1970年代中葉に崩壊し、

オーストリアでは比較的堅固であったが、スウェー

デンでは1980年代半ばから機能しなくなる。こ

れがマクロ経済政策の変化をもたらした要因の一

つである。ただ、この説明のみでは既存のコーポ

ラティズム論と差別化できないため、本書はこう

した政労使の協調体制を支えてきた政治システム

を「国内政治配置」と呼び、コーポラティズムを

含めた「国内政治配置」の変化により経済・雇用

政策の変化を説明することを試みるである。しか

し、この概念の指す内容が徹頭徹尾不明瞭なのだ。

例えば、本書は「政党システム」と「利益団体

関係」がこうした政治状況を構成すると示唆して

いる（p.17）。実際、マクロ経済政策の変化の前

に移民排斥の権威主義政党や「緑の党」などの左

翼・リバタリアン政党が新たに政党システムに参

入している点が「国内政治配置」の変化の証左と

して幾度となく強調される。しかし、こうした新

政党の参入がコーポラティズムやマクロ経済政策

形成にどのように影響したのかは全く説明されな

いうえ、著者自ら「政党システムはおそらく経済

政策に対して直接の効果は与えなかった」（pp.82-

83）と述べてしまうのである。さらに、「利益団

体関係」とは政労使の協調体制、すなわち「コー

ポラティズム」を指し、「利益団体関係」の変化

による「コーポラティズム」の変化を説明する試

みはトートロジーにほかならない。

本書は冒頭で説明枠組みとして比較政治経済学

で近年流行の「アイデアの政治」や「言説政治論」

を退けながらも、政治アクター間で共有された

「戦後和解体制」を支える「規範」を「国内政治

配置」と呼び、「規範」の変化から政策の変化を

説明していると解釈できないこともない（p.21）。

政党システムの再編やコーポラティズムの崩壊は

そうした「規範」の変化の指標だというわけであ

る。しかし、「政労使の協調が失われたのは政労

使が協調する規範が失われたからだ」というのは

ほぼ同語反復であり、説明モデルとは呼べないで

あろう。少なくとも評者には、「戦後和解体制」

を支えた「規範」の概念化が不十分であり、その

測定も極めて曖昧であり、本書全体の説明モデル

に説得力を見いだすことはできなかった。

以上、本書全体の議論を紹介し、その意義と問

題点を指摘した。本書は、欧州小国のマクロ経済

政策や雇用政策の近年の変化を政策過程に踏み込

んで叙述しており、一世を風靡したコーポラティ

ズム論以後の欧州政治経済体制を理解するのに役
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立つ良書である。しかし、理論的にはコーポラティ

ズム論と「アイデアの政治」論の折衷が上手く機

能しておらず、説明モデルが極めて曖昧となって

いる。それは、もしかすると現在流行中の言説や

規範の役割を強調する政治経済論に共有された問

題点であるかもしれず、こうした理論枠組みを用

いる研究者は「規範」をいかに概念化して測定す

るのかに意を用いる必要性を示唆しているように

思われた。

（ひえだ・たけし 早稲田大学高等研究所助教）
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